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日本理学療法士協会設立20周 年 を起点 として

日本理学療法士協会

会長 松 村 秩

協会設立20周 年 にあたって、20周 年記念誌 を発行す る意義 はまことに大 きい。20年 間の協会 のあ

ゆみ を記録 として残す こ とは,社 会的 にも重要 な意義 を もつ ものであ る。

20年 前 に,新 しい職種,PTと 称 して誕 生 した当時 は世 の中か ら大 きな祝福 を受 けて,医 療 の分

野で新 しい時代 の到来 を告 げるかの ような存在 であった。

20年 間の風 雪 にもまれ なが ら,や っと成人式 を迎 え,大 人社 会への仲 間入れ を果 したのが,PT,

OT合 同 の設立20周 年記念式典 であった。

わが国 の医療史 のなかに,PTの20年 史 が価値 ある史料 と して貢献で きる もので あるこ とを願 っ

てい る。

20年 間 に,PTが6000名 を こえ,学 校 が45校 に もなるような高度成長 をとげ た国 は世界の どの国

に も例 のないこ とで ある。

この事実 は,外 国のPTに と って は,全 く驚 くべ きこ とのようであ る。

この ように,わ が国の医療 ニーズ に応 えるかた ちで,急 速 にPTが 供 給 され,リ ハ ビ リテーシ ョ

ン医療 の分野で活躍 してい る様子 は外 国か ら来 たPTか ら見 ると,全 く驚異 的に映 るよ うで ある。

先進 国か ら,新 しい知識 と技術 を移入 し,そ れを学 び,吸 収 し,更 に 日本独特 の改 良を加 えて ゆ

く特技 は,明 治維新後,あ らゆ る科学技術 の分野 において実証 されている ことである。

理学療法の分野 も,そ の例 にたがわず,新 しい治療技術 を導入 し,そ れ を普及す ることにか けて

は,ど の欧米先進国 よ りも速 い ようで,個 々の技術 において は,殆 ん ど肩 を並べ る レベル に達 して

いる ようで ある。

したが って,過 去20年 間 のわが国の理学療法 の進歩 と発展 についての評価 は,一 応 よ くや った と

い うこ とで,そ れ な りの評価 を受 ける ことが で きるので はないか と思 う。

確 かに,今 迄 は一応 良 くや った とい うこ とであるが,問 題は これか ら将来 のことで ある。

私 は協会設立20周 年 を 「起点」 としてこの問題 を考 えてみたい。

20歳 を迎 え,大 人 と しての本協会 の もつ社会的責任 は,き わめて重大 な もので あることを,先 づ

会員すべてが認識 す ることである。

われわれ は,医 療 人 として,理 学療法 を必要 と してい る人々に対 して,適 確 に応 えてい るのだろ

うか とい うことを日常 の診療 のなかで よく考 えてみ なければな らない。私 は,も う一度理学療 法(士)

の 原点 に戻 って,よ く反省 し,未 来 をよ く洞察す ることか ら出発 すべ きで はないか と思 っている。

過去20年 間,努 力 して きた理学療法の量的拡大 は一応評価 した うえで,今 後 は質的改善 を図 って

ゆ くことが協会 に課せ られた社会的義務で はなか ろうか と思 う。
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わ が 国の理学療法 に関 して,責 任 を もつ法人の職能団体 として,理 学療法 を普及す るとともにそ

の質的担保 を国民 に対 して保証す る責任 を もたね ばならない。

厚生省 大臣官房情報統計部発表 の昭和59年 医療施設調査,病 院報告 の概況 によると,病 院数9574

の う ち理学療 法室 を有 す る病 院は4937で 病 院全体の51.6%を 占 めている。4937理 学 療法室の うち承

認施設 は1027で あ り約1/5で で ある。

一方
,病 院に勤務す るPTは4095人 で,マ ッサージ師 は6672人 で ある。病 院に勤務す るPTと マ ッ

サ ージ師 の合計 は,10767人 と な り,理 学療法 に従事 している者 は10767人 で あ るが,実 際 には,マ ッ

サ ージ師以外 に柔道整復 師,鍼 灸 師,看 護婦,体 育教師等がか な り理学療法 に従事 してい る。そ う

す る と,59年 に,10767人+α の者 がわが国 の病 院において理学療 法に従事 してい るとい うのが実

態 である。

次 に,理 学 療法 を受 けた患者 数 につい てみる と,患 者延数 は6,440,846人 で あ り,承 認施設で は

1,771,987人 と なってい る。承 認施設で はPTが 治療 して いるが,残 りの4,668,859人 の患者 は非承

認施設 で,PTを 少 し含 むいろいろな職種 の者 によって治療 を受 けている。

つ ま り,わ が 国では,約644万 人 の患 者が理学療法 を受 けてい るが,承 認施設 でPTに よる治療

を受 けてい る患 者 は177万 人 である。残 りの466万 人 の患者 は非承認施設で,そ のほ とん どはPTに

よる理学療法 を うけていない。 こうい う事態 はで きるだけ早 く解消 されねばな らない と思 うが,残

念 なが ら,PTの 数 が まだまだ非常 に少 ない現状 で ある。PTの 治療 を受 けてい る患者の3.63倍

の 患者が,PT以 外 の者 に よって治療 を受 けて いる現状 をわれわれは,国 民医療の立場 か らどうい

う風 に考 えた らよいか,こ れ も,本 協会 に課せ られた大 きな課題で ある。

現状 は もっときび しい と云 わねばならない。59年 のわが国の一般診療所数 は78,549あ り,そ の う

ち有床 は26,377,無 床 は52,172と 報 告 されてい る。一般診療所 にいるPTは583人,マ ッサー ジ師

は2788人 とな っている。合計3371人 の者が理学療法 に従事 している。

昭和59年 現在,わ が国 の病院並 びに診療所 に勤務す るPTは4,678人,マ ッサ ージ師は9460人 で,

合 わせて14,138名 となるが,勿 論,PT,マ ッサージ師以外 のプラス αがあるのは事実で ある。

PTの 職域 は医療機 関以外 にどん どん拡大 されつつあ る。老 人保健事業 の中間施設 である老 人保

健施設の増設が計画 されてお り,62年10月 に は80ヵ 所 が予定 されてお り,将 来的 には数千 ヵ所 へ増

加す ることが推定 されてい る。同施設 には リハ ビリ機能 を付 置する ことが義務づ けられてい るが,

果 してPTの 供 給 が可能 で あろ うか。 その他,地 域 ケア,在 宅 ケアが拡 大 される につ れて,全 国

3300の 市 町村 でPTに よる理学療法 の指導 が要望 されてい るが,そ の要求 に応 えるこ とが どの程度

で きるのか,大 変難 しい問題が課題 としてある。

欧米先進 国では,理 学療法 は,病 者,障 害者 だけに貢献 しているのではな く,健 常 者に対 して も,

physicalfittnessを 通 して素晴 しい貢献 をしてい るので ある。理学療法 はすべての人 に役 に立 つ も

の として,社 会的 に重要 な機 能 を果 しつつあるのである。人間社 会 にとってな くてはな らない社会

的機能 として存在す ることとなった。理学療法 の将来 を考 えるうえで,会 員諸氏 に とって参考 にな

れば と願 っている。
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祝 辞

厚生大臣 斎藤 十朗

本日ここに社団法人 日本理学療法士協会及び社団法人日本作業療法士協会設立20周年合同記念式

典が開催 されるに当たり,一 言お祝いの言葉を申し上げます。

両協会におかれましては,理 学療法士及び作業療法士法が制定された翌年の昭和41年 に設立され

て以来,理 学療法士及び作業療法士の資質の向上 とリハビリテーションの進歩,発 展に尽力 され,

国民医療の確保 と向上 に大 きく貢献 してこられました。

これはひとえに,両 協会の歴代会長,役 員及び会員の皆様方が力 を合わせて斯界の発展のために

尽力された賜であ り,心 から敬意 を表する次第であります。

近年,我 が国の医学医療は著 しい進歩を遂げ,社 会保障制度の整備等 とあいまって,国 民の健康

水準の向上に大 きく寄与 してきました。この結果,我 が国は人生80年 代を迎え,今 や世界の最長寿

国となるに至 っております。

厚生省 といたしましては,高 齢化の進展,疾 病構造の変化等,我 が国の医療を取 り巻 く状況の変

化に的確に対応 しつつ,21世 紀における保険医療体制の確固たる基盤を築 くために各般の施策を進

めているところであります。理学療法士,作 業療法士につ きましては,近 い将来量的には一応の水

準に達することが見込まれてお り,量 的拡大の時代から今後は資質の一層の向上が求められる時代

となってまい りました。この時代の要請に応える施策の一環として,先 般養成施設の指定基準の改

正に着手 したところであ りますが,こ の点で両協会が資質の向上に果たす役割は誠に大きなものが

あると考えます。

本日表彰 を受けられた48名 の方々には永年にわた り我が国のリハビリテーション医療の向上に御

貢献いただき,ま た斯界の発展に御尽力いただいてきたところであります。ここにその御功績に深

甚なる敬意を表 します とともに,心 からお祝い申し上げます。

また表彰を受けられた方々はもとより,会 員各位におかれましても,長 寿社会においてリハビリ

テーション医療が果たす重要な使命 を御認識の上,今 後とも我が国の医療の向上のため一層御尽力

されますようお願いする次第であります。

終 りに両協会のますますの御発展,皆 様方の御健康と御活躍 をお祈 り申し上げまして私のお祝い

の言葉といた します。

昭和61年10月6日
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祝 辞

厚生省健康政策局長 竹中 浩治

日本理学療法士協会が設立20周 年を迎えられましたことを心からお慶び申し上げます。 協会が

理学療法士及び作業療法士法の制定された翌年の昭和41年7月17日 に設立されて以来,理 学療法士

の資質の向上とリハビリテーションの進歩,発 展に尽力され,国 民医療の確保 と向上に大きく貢献

してこられましたことに対 し改めて敬意を表する次第であ ります。

顧みますと戦後,医 学的 リハ ビリテーションに対する需要は,(イ)治 療医学の進歩により,重

症であっても治療可能 となり,リ ハ ビリテーションの対象者が増加 したこと,(ロ)人 口の高齢化

の進行によって,脳 卒中等成人病の増加が顕著になったこと,(ハ)交 通事故,労 働災害,そ の他

生活様式の複雑化,多 様化によってもたらされる障害者が増加 したこと,(二)リ ハビリテーショ

ンの分野における医学,心 理学,社 会学的技術水準の進歩によって,従 来は困難 とされていた障害

についても更生が可能になって きたこと等により著 しい増大を示 し,医 学的リハビリテーションは

医療の重要な一部門を占めるようになりました。

このような状況の中で,昭 和38年3月 医療制度調査会は,医 学的 リハビリテーション専門職種の

資格制度について答申をおこないました。

この答申を受けて厚生省は,同 年6月 専門家によるフィジカルセラピス ト・オキュペイシ ョナル

セラピス ト身分制度調査打合会 を設け,こ れに検討委嘱するとともに,国 立療養所東京病院に附属

リハビリテーション学院を設け,理 学療法士,作 業療法士の本格的な養成を開始 しました。この打

合会では,欧 米諸国の制度 を検討 し,WHO,世 界理学療法連盟の勧告,意 見を検討する等の審議

を行い,同 年12月 に厚生大臣あて意見書 を提出しました。 厚生省ではこの意見書を基に理学療法

士及び作業療法士法案の作成作業を行い,視 覚障害者団体等との調整を経て,昭 和40年 第48回 国会

に法案が提出され,同 年6月 「理学療法士及び作業療法士法」(昭和40年6月29日 法律137号)が

制定 されるに至ったものであ ります。

私は,昭 和37年11月 か ら昭和40年12月 まで医事課の課長補佐 として当時理学療法士及び作業療法

士の身分法制化の作業に従事 してお りました。法律制定当時の情勢に思いをいたせば誠に感慨深い

ものがあります。我が子が成人式を迎えた気持 ちであ り今後の成長を期待いた します。

次に,養 成力 については,昭 和51年9月 理学療法士,作 業療法士の当面の養成目標として,そ れ

ぞれ理学療法士6000人,作 業療法士4000人 と医療関係者審議会理学療法士作業療法士部会で決定 し,

厚生省では政策的にその拡大を推進 してきたところであります(表 参照)。 その結果,理 学療法士は

一応 目標数を達成 し,昭 和67年 頃には需要と供給が均衡するものと予測されるまでになりました。

近年,我 が国の医学医療は,著 しい発展 を遂げ,国 民の健康水準の向上に大 きく寄与 して きたと

ころでありますが,人 口の高齢化の伸展に伴い,医 療におけるリハビリテーションの重要性は益々
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高まるとともに,多 様化が進んでおります。このため,リ ハビリテーションの中核的役割 を果たす

理学療法士,作 業療法士については,量 的拡大 もさることながら,そ の資質の向上に重きを置 くこ

とが課題となり,昭 和61年3月 に学校養成施設の教員に関する基準 を改正 し専任教員の数を増やす

など充実強化の一策を図ったところであります。 また,教 育カリキュラムの中で大 きいウエイトを

しめる臨床実習を行う施設の指導者 についても,同 様に資質の向上を図る必要があることか ら,昭

和49年 から実施 している理学療法士作業療法士養成等専任教員講習会を受けるよう指導を行い医療

の高度化,多 様化に対応で きる質の高い理学療法士,作 業療法士の専任教員等の養成に努めてきた

ところであります。

日本理学療法士協会においても従来より,理 学療法士の質の向上を図るため学会等 を開催 し卒後

教育の充実に努められてきたところでありますが,今 後 とも会員相互の研鎖や理学療法士の質の向

上に努めることにより国民の期待 とニーズに応えて行かれることを希望いたします。

理学療法士 ・作業療法士学校養成施設設置状況

(各年度4月1日 現在)

年 度

(昭和)

理 学 療 法 士 作 業 療 法 士

厚生大臣 文部大臣 計 厚生大臣 文部大臣 計

施設数

ヵ所

入学定員

人

施設数

ヵ所

入学定員

人

施設数

ヵ所

入学定員

人

施設数

ヵ所

入学定員

人

施設数

ヵ所

入学定員

人

施設

ヵ所

入学定員

人

40 1 20 3 40 4 60 1 20 1 ZO

41 2 40 3 40 5 80 2 40 2 40

42 2 40 3 40 5 80 2 40 2 40

43 3 60 3 40 6 100 2 40 2 40

44 4 80 3 40 7 120 3 60 3 60

45 5 100 3 40 8 140 3 60 3 60

46 5 100 3 40 8 140 3 60 3 60

47 5 100 3 40 8 140 3 60 3 60

48 7 140 3 40 10 180 4 80 4 80

49 8 160 3 40 11 200 5 100 5 100

50 8 160 3 40 11 200 5 100 5 100

51 8 160 3 40 11 200 5 100 5 100

52 10 200 3 40 13 240 6 120 6 120

53 11 220 3 40 14 260 6 120 6 120

54 15 310 4 60 19 370 8 160 1 20 9 180

55 17 360 5 75 22 435 11 230 2 40 13 270

56 21 460 6 95 27 555 14 300 3 60 17 360

57 26 625 8 135 34 760 16 345 5 100 21 445

58 28 705 10 175 38 880 17 365 7 140 24 505

59 30 745 12 215 42 960 18 385 9 180 27 565

60 30 745 13 235 43 980 18 385 10 200 28 585

61 29 725 15 285 44 1010 17 365 12 250 29 615
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日本理学療法士協会設立20周 年を祝 って

日本リハビリテーション医学会

会長 上 田 敏

日本理学療法士協会設立20周 年のお祝いを申上げます。 日本リハビリテーション医学会の設立は

1963年 ですから,僅 か3年 の長があるだけですが,理 学療法士の教育,国 家試験,研 修会,診 療報

酬の問題,そ の他あらゆる面でお手伝いをしてきた立場から,理 学療法士協会が20年 の風雪に耐え

て大きく成長 されたことはまことに喜ばしいことと思います。また学会の立場 を離れた個人 として

も松村協会長 をはじめ多数の協会の幹部の方々,会 員の方々とは20数年来の友人であり,よ りよい

リハビリテーシ ョン医療 を築 こうという共通の目標 をもとに協力 してきた仲間であるわけですか

ら,「 もう20年 も経って しまったのか」 という驚きと同時に短期間のうちに多 くの面で世界第2位

といえるまで成長 したわが国の理学療法界の現状 をみて,大 きな喜びを感 じます。思えばリハビリ

テーション医学会も理学療法界 もこの20年間を夢中になって走 り続け,い くつもの山河を走 り越え

て,気 がついたら20年前には思いも及ばなかったところまで走 りついていたというところでしょう。

しか しここで手放しで喜んでいればよいというものでもありません。理学療法士養成校が世界第

2位 の数に達 し,理 学療法士数 も予想外に急増 したというような20年前には想像 もしなかったよう

な発展がある反面,20年 前から念願 してきたことで,ま だ実現 していないことも数多 くあ ります。

さしずめ4年 制大学における教育の実現などがそうで しょう。この点はリハビリテーション医学も

同様で,専門医制度ができ,若い優秀な人材が卒業直後からリハビリテーション医学の途に多数入っ

てくるようになり,ま た研究の面でも,わ が国の最大の問題である脳卒中をはじめ,多 くの点で世

界の トップレベルに達する研究が出つつあるなど喜ぶべき面が少なからずある反面,た とえば 「リ

ハビリテーション科」の標榜がまだ認められていなかったり,国 立大学にはまだリハ医学の講座が

ないなど未解決の問題 も少なくあ りません。 ともに道はまだ長 く,こ れからも10年,20年 と走 りつ

づけなければいけないということでしょう。

先に,「20年 の風雪に耐 えて」と書 きましたが,あ るいは本当の風雪はこれから来るのか もしれ

ません。医療費削減,日 本の医療の体質改善に向けての動 きはまことに深刻なものがあり,医 療機

関の再編成 もどんどん進行 しつつあ ります。日本の医療が世界に稀 にみるほど私的性質が強 く,そ

れが健保の出来高携い制とあいまって,体 質的に医療費を高騰させることになっていることは以前

から指摘 されていることで,そ れが日本の医療の歪みを作 り出している根本原因なのですが,そ れ

が我々医療人の自浄努力によって改革されるのでなく,単に医療費削減に役立ちさえすればよい(そ

れにより犠牲 となる患者,障 害者のことには目をつむって)と いわんばか りに上から強引に 「改革」

されていくのはまことに残念です。このような中で,理 学療法を含めたリハビリテーション医療全

体 を,国 民のニーズに応えられるよう,経 済的にも十分な裏付けが得られるようにしてい くために



7

はこれまでと同じ対応ではやっていけないで しょう。科学的な原価計算にもとつ く正当な要求を説

得的に展開していかなければならないと思いますし,リ ハ医学会はすでにその研究を開始 していま

す。またリハ ビリテーション医療の現実をよく見定めて,理 想 と現実を混同 しないで,全 体 として

のリハビリテーション医療が国民のニーズによりよく応えるためにはどうあるべきかを考えつつ,

大きな構想のもとに進めていかないと 「職種エゴ」として国民の支持を得られないことになるおそ

れがないではあ りません。最近の運動療法施設認定問題 をめぐる議論で もかなりその辺が懸念 され

るところです。

リハ ビリテーション医療 をめ ぐる情勢はこれ以外の点で も大 きく変化 しつつあ ります。現在急

ピッチでST,SW,義 肢装具士の資格法制定が進められてお り,62年 の秋までには法律が制定され

る見通 しです。ここでようやくリハ ビリテーション ・チームの主要職種の法的裏付けができるわけ

で,そ れは間もなく経済的裏付けにも反映 し,リ ハビリテーション医療のあり方にも色々と影響 し

てくるだろうと思います。これがよりよいチームワークの建設に向けての契機 となるように努力す

るのが今後の課題です。

以上,思 わず筆がすべって20周年祝賀 という本来の目的からはややはずれたかもしれません。 し

かし,20年 間の進歩 をふ りかえる時に同時に残された種々の課題に思いをはせることは非常に有

益だと思います。それは過去の業績に酔 って現在 ・未来の問題点を忘れないことに役立つ というだ

けでなく,現 在 ・未来の問題点(そ れはいずれも考えただけでも気が遠 くなるような非常に困難な

ものに見えがちなのですが)も,時 間と努力のつみ重ねさえあれば,過 去20年 間の業績が示すよう

に必ずや解決で きるに違いないという自信 をも与えてくれるだろうからです。

改めて20周年のお祝いを申し上げるとともに今後の様々な問題に対 して共に手を組んで努力 して

いこうということを呼びかけて,私 の御挨拶 と致 します。
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日本理学療法士協会設立20周年を祝い将来を展望する

日本整形外科学会会長 田島 達也

顧みると昭和38年,清 瀬の国立療養所附属 リハ ビリ学院が開校 し,3年 後の昭和41年 には,そ の

前年成立 した理学療法士 ・作業療法士法に基づく第1回 の国家試験が施行 され,国 で認定された理

学療法士及び作業療法士が誕生 した。同年7月 理学療法士協会が,2ヵ 月程遅れて作業療法士協会

が発足 したので昭和61年 には丁度20周 年になった。同年10月6日 両協会合同で記念式典を遂行 さ

れたことは誠に有意義であ り,関 連の深い日本整形外科学会として心からお祝い申し上げたい。

この度これを記念して発行することにした記念誌に日本整形外科学会会長 として寄稿するよう要

請を受けたので,わ が国におけるPT・OTの 現状 と将来展望について私見 を述べさせていただ く

ことにしたい。

両協会 にとって最大の関心事はそれぞれの協会会員並 びに会員外のPT・OTの 総数の将来の推

移,と くに全ての有資格者が力量を充分発揮でき 「や り甲斐」を感 じられる職場 を確保できるかど

うかについての将来展望であろう。

側聞する処によると,4年 後の昭和66年 にはPT総 数は10,000名,OT総 数は5,000名 を越えて厚

生省の予想する需要総数に達 し,そ れ以降は過剰傾向になるとされているようである。私はこのよ

うな推測の根拠を充分に理解 しているわけではないが,恐 らく現時点における医療機関数 とそこに

勤務 しているPT・OT数 の比率が根拠になっているように思われる。その推測によると昭和66年

におけるPT総 数10,000余 名中病院 ・診療所 を含 む医療機 関のニーズは高々7,000名,OT総 数

5,000余 名中医療機関におけるニーズは3,000余 名 とのことである。

しかし私はこのような推測には強い疑問を持っている。その根拠 を以下に述べる。

昭和66年 に医師数は20万 を大きく越えて,病 院数は1万 を,診 療所数は10万 を越えると予測され

る上に,こ れ らの医療機関におけるPT・OT数 の比率が高 くなる公算があるからである。

当新潟県における現状 を見 ると,新 潟大学医学部と何等かの関連 をもつ国公私立を含む70病院に

おけるPT総 数は約60名,OT総 数は約30名 でそれらも,リ ハビリ学院が付設されている国立犀潟

療養所,県 内2つ の労災病院,は まぐみ小児療育園と整形外科 と神経内科が強力な2～3の 病院に

集中してお りその他の病院における有資格者PT・OTは 皆無に近い。犀潟 リハ ビリ学院卒業生の

県内病院への就職率は極めて低い。

このような現状になっている原因は何 んであろうか?ま ず第一に,上 述 したPT・OTが 集中し

ている病院以外,リ ハ医学会の認定する専門医や認定医,ま たはリハビリに強い関心 をもつ整形外

科医,神経内科 ・外科医や精神科医がいないことである。PT・OTは 理学療法士及び作業療法士法第

二条第三 ・四項の 「医師の指示の下に … 」という規定を待つまで もなくリハビリに深い造詣 を

もつ医師 とチームを作ることによって能力を充分発揮 し,や り甲斐ある仕事ができる。慈恵会医大
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阿部学長が云われるように医療は 「学」と 「術」と 「道」より成る。PT・OTは 「術」に優れ,「学」

にも 「道」にも精進 しているが,こ れらの三要素のバランスを保ってリハ ビリ医療を実践するため

には医師の指示は不可欠である。従って医師とチームを組める見込みのない病院にPT・OTが 就

職 したが らないことは当然である。

それではPT・OTと チームを組み充分な指示 を与え得る資格 または実力と時間をもつ医師が現

在 どれほどいるだろうか?昭 和61年 度でリハビリ医学会の審査で認定されている専門医は100名 足

らずで,リ ハ ビリの特定領域で充分 な能力をもつと認定された認定医は120名 に満たずいずれ も驚

くほど少数である。以上の考察からリハ ビリ ・チームの中で活躍できる医師数 をもっと増やすこと

ができればPT・OTの ニーズ も飛躍的に増加する筈 と考えられる。それを実現するための具体策

は多数のリハビリ専門医を系統的な育成する体制を整えること,す なわち医学部においてリハビリ

医学講座や診療科の施設を推進することである。

次に病院以外の医療機関,す なわち開業医が運営する診療所に注目する必要がある。整形外科や

神経内科を標榜する診療所の数はそれらの科 をもつ病院以上に多いであろう。ところで殆 どあらゆ

る標榜科 目がリハビリ医療の要素をもっていることはいうまでもなく,と くに整形外科や神経内科

ではその要素が大 きいので,こ れらの科 目の正統な研修を積んでいる医師は,そ の科 目特有の領域

のリハビリ医療についてはかな り造詣が深い。その能力を発揮するために必ずしもスタンダード以

上のリハビリ設備を要するわけではない。リハ ビリ医療の本質を心得ておりそれを自在に応用する

能力をもつ者はスタンダー ド以上の設備の中にいてそれを充分使いこなせない者 より遙かにリハビ

リ医療の成果を挙げ得る。この考えに立 って設備のみを重視せずそこに勤務する医師の専門領域に

おける能力を正当に評価 して,そ れにリハビリ医療に対する正当な医療報酬 を認めるようにすれば

PT・OTの 潜在的要素は飛躍的に増大する筈である。

もう一つ将来の展望に立ってPT・OTの ニー一ズについて考慮すべき問題がある。現在の医療保

険では罹患 した疾患に対する治療には出来高携いで報酬を与えているが,す でに老人保健法にお り

込 まれている疾病の予防を目的とする保健活動に対する報酬システムが確立 していない。 また国民

の平均寿命が高齢化するにつれてcureさ せることはできないが生涯ADL能 力の低下を防止するよ

うcareし て行 くべ き人口が増加する筈である。これらの領域においてもPT・OTの 将来のニーズ

は極めて高いと考えられる。

次に医学のあらゆる領域 において進歩に伴って増々深 く狭い超専門領域 と,将 来の診療科 目を横

あるいは斜に統合 したような新 しい観点からの専門科目が形成されつつあることに注 目する必要が

ある。 リハビリ医療においても例外ではない。近年のリハビリテーション科 という診療科は,そ れ

が守備範囲としている多 くの以前から存在 していた専門科目のリハビリに関する部分を横に統合 し

て成立 した新 しい科目とも見倣 される。統合 されて一つの科目が形成 されるためには共通な理念や

方法論があるからなのでそれを系統的に学んでリハビリ専門医やPT・OTに なることは無論大変

有意義であるが,そ の一人がリハビリ医療が対象 とする全領域のエキスパー トになり得ないこと"'

認めねばならない。PT・OTの 超専門領域の一例 として私が特に関係 して来たHandTherapyが 挙
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げられる。そこでPT・OTと しての幅広い知識と技術 を土台 として各 自の専門領域をもつことも

大切なことと考える。むろんいずれの超専門領域に進んで も医療の最も基本的な目標は患者を社会

人 として復帰させることであることを忘れてはならない。

最後 に考えてお くべ きことはPT・OTの 業務内容は法的には保健婦助産婦看護婦法により看護

婦の独占義務 と規定されている診療の補助の特例 として認められていることである。裏がえせば

PT・OTの 業務内容はPT・OTの 独占業務ではない。

これは整形外科医の立場からは整形外科医療は医師法第17条 で「医師でなければしてはならない」

ことになっているがその一部とも見倣 される柔道整複師の施術が法的に認められているし,ま た自

由職業としてカイロプラクターの"療 治"も 行われている現実と対比される。結局PT・OTの 医

療界における地位の向上はリハビリ医療 に関する限り医師の良 きパー トナーとな り 「リハビリテー

ション的診療の補助 はPT・OTで なければ任せ られない」 という客観的評価を獲得するような成

果 を築 き上げる以外にない。それは整形外科医が柔道整複師やカイロプラクターからも信頼を得て

指導的地位につくべ きであると考えていることと一脈合い通ずる点があろう。

私 はPT及 びOT協 会が将来に対する深い洞察をもった運営を行って,PT・OTの 存在意識をま

すます高め,国 民の保健 と医療に貢献されることを期待 しかつ祈 りたい。
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"PT20周 年"は 本番飛行

日本作業療法士協会会長 矢谷 令子

暖冬 といわれなが らも,さ すがに大寒に入ると清瀬の町の空気 も一際ひきしまりきびしいものと

な りました。 この冬の日に私が思い起こしているのは,20年 前の清瀬のあの真夏の日のことです。

その日,昭 和41年7月17日 は晴れたそれは熱い日でした。 日本理学療法士協会の発足式は清瀬に

ある,国 立療養所東京病院附属 リハビリテーション学院の当時の第一教室に於いて行われました。

私は多 くの方々を存 じ上げませんがそれでも,後 藤宜久 さん,矢 郷弥太郎さん,一 期生の諸氏の晴

.れやかな顔々が浮かび,そ れ等の方々にまじって二期生三期生の皆さんのあの嬉 しそうなご様子 も

浮かび上がって参 ります。思えば100人 を前後するだけの数の集 まりではなかったでしょうか。発

足式のご案内を載いて,こ れは是非出席させていただかなくてはと,い そいそと出かけたのでした

が,あ の日,そ のことの意義深 さを,今 日の日に感ずる程 には及びもつかぬ ものであったと今にし

て思います。私達はその日のことで精一杯であったように思えます。 日記には,発 足式を祝い将来

のご発展をお祈 り致しますと,短 いなが ら感激的にしるされております。そしてあれから20年,私

達は一緒に20歳 を迎えました。共に手をたつさえ土台づ くりに励んで参 りました,私 達の大事な,

理学療法士協会の皆様,

"20周年
,お めでとうございます!"

短い,と いえば短 く長いといえば,長 い歳月のご苦労はまた___.入であったことと存 じます。特 に協

会運営にあたられました各世代の会長諸氏を始め多 くの関係諸氏には人知れぬご苦労の数々 もおあ

りでいらっしゃいましょう。それ等の日々を乗 りこえての今日のご成長,ご 発展は誠に目覚ましい

ものがございます。作業療法と理学療法はその法律を同じくし,発 足年 を共にしなが ら数 も多 く法

人化 も,い ち早 くなされた理学療法士協会には現協会長さんを始め両副会長 さん事務局長さんそ し

て各県士会長さん方に学ぶところ多 く,数 知れぬご指導,ご 支援にあつかりました。全国の作業療

法士協会会員に代 りまして心より厚 く御礼申し上げます。

何年か前に"平 和"と 題 した作品展の最優秀賞 を拝見 したことがあ りました。画面.__.杯に広がる

嵐 とそそり立つ断崖のけわ しさが目前に息 をもつかせぬが如 く迫って来る絵でした。私は一体何が

平和なのか,わ か りませんで した。嵐に呑みこまれそうな画面をしばし眺めて興奮のおさまる頃,

やっと私はその断崖の縁の草陰に鷲の巣をみつけました。そこには勝に両眼燗々と輝 く親鷲が,安

らかにねむる可愛いい雛を数匹,抱 えてお りました。私は感激 しました!思 わず目頭が熱 くなりま

した。その作家のやさしい心が,グ ングンと私の心の中を一人占めして行きました。そこから目を

放 して画面全体をみます と,ま たそこには凄じいばかりの嵐が音をたてていました。私は改めて感

嘆したものでした。さて,雛 鳥が私達の過去であれば巣を守った岩石や樹木や草,そ の根は,そ し

てその暖かい翼を張 り一寸の隙 も赦さず雛を護った親鷲はどこかに居なければなりません。こころ
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当る方々が次々といらっしゃいます。心当る事々が次々と想起 こされます。明らかに私達は一人で

大 きくなったのではなく自分達だけで,飛 べるようになったのではないことを知ってお ります。親

の恩は返せぬものといいます。では私達にで きる事とは何でしょうか。

理学療法士協会,作 業療法士協会の誕生 した時代の日本は経済発展へ向けて飛び立つ若鷲のよう

であったと思えます。そして20年後の現在,大 空を飛びかった鷲を飛ばせた大空 も,決 して昔 と同

じではな くまた同じであってはならないのでしょうが,当 然そこには,20年 の変化をもった"現 代"

が気ぜわ しく且,毅 然として存在 しています。春にひばりを飛ばせ,秋 に雁を渡らせた空には,ジ ェッ

ト機が,す れ違 う迄に飛びかい,今 やSDIの 行われるかと案ずる大空にまで,な りました。つま

り非常に複雑な社会,生 死の競いあいを要求される経済と医療体制関係の中で生きて行 くという現

状です。おのずと私共の選んでいる医療専門職の職業生命の問われる時代であるということです。

1960年代 に始 まって70年代 に広が り今や常識 となった,障 害者の1.L.運 動や自己決定権,そ して

QOLの 精神 と実行は,す べて人権尊重に基づ く考え方 といえます。障害者のみならず病人や弱者,

しいては健常者にとってもこれらの考え方は無関係なものではなく,誰 にも必要な考え方,当 然の

要求といえましょう。21世 紀の地球は,危 険が見えていれば,い るほど私達は,"平 和"を 叫びた

いものです。人々の心に平和な青空を広が らせたいものです。たとえ体に障害があっても,社 会に

障害の傷跡が残 っていても,私 達は障害や不自由を改善 し,新 しい道を探 し力強 く生きて行 く方法

を見出す職業人です。人権を尊びより多 くの国民の皆様 に役立ち,よ ろこんで使っていただける理

学療法士,作 業療法士になりたいものです。昭和62年 の前半までには新 しい医療職種の資格制度が

出来ると云われてお ります。既存の医療 ・保健 ・福祉関連職員共々,相 互の役割を最善に調整 し

あい,良 く知 り尊敬 し合いつつ,求 める方々に"最 も善きもの"を 提供できる私達であ りたいと願

います。

今迄は自分達が育つことで一杯で した。で もこれからの私達にできることは,周 囲の皆様 に考え

を及ぼすこと,社 会的にお役に立つ仕事を率先 して行うことといえるでしょう。少 しでも親鷲の役

割の荷なえることこそ先輩の教えて下さった教訓ではないでしょうか。先輩諸氏のお仲間入 りをさ

せていただいて,私 達の大事 な皆さんと車椅子に翼つけて,21世 紀の大空に"平 和"の 二字,"健 康"

の二字描 きたいですね。本番飛行です。飛びましょう!
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WCPT rJ

WORLD CONFEDERATION FOR PHYSICAL THERAPY

 E41.SICA1.141‘/7

 SECRETARY-GENERAL: Miss E. M. McKay 
W.C.P.T. 
 16/19  Ecutcastle Street, 
London,  WiN 7PA England

TELEPHONE:  01-637-2104

Dear Mr. Matsumura,

                      on behalf of the World Confederation for 

Physical Therapy I congratulate the Japanese Physical Therapy 

Association being recognised and honoured by the Minister 

of Social Welfare and Health in celebrating its 20th Anni-

versary. 

The Japanese Physical Therapy Association can be proud of its 

high professional standard based on an excellent educational 

system for physical  therapy.-...As president of the World  Con-

federation for Physical Therapy I thank you for your active 

cooperation. Mr. Morinaga is a well recognised member of our 

Executive Committee. 

I am looking forward to meeting  your delegates at the 

XI th General Meeting next year.

Sincerely yours 

Parait5,1    gri  List 

president  25th.Sept.1986
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厚生大臣表彰を受けた日本理学療法士協会会員

大塚 欣壮

大正15年9月14日 生

(61歳)

北 海道

昭和41年 日本理学療法士協会設立委員 となり,以 後48年 まで理事 として協会創立に活躍 した。42

年から46年 まで 「理学療法 と作業療法」編集同人,44年 には北海道理学療法士協会初代会長 として

士会活動の基礎 を築いた。

昭和38年 以来北海道 リハビリテーション学会評議員,編 集委員,北 海道小児麻痺財団編集委員,

北海道社会福祉協議会調査研究委員,他 要職を多数歴任 し地域 リハビリテーション活動,社 会福祉

活動に貢献 した。昭和58年 より札幌医科大学衛生短期大学部理学療法学科の教授 として後進の育成

に尽力 されている。

欝

濱島 良知

大正10年4月24日 生

(65歳)

宮 城県

日本のリハビリテーシ ョン医療の草分けの頃,昭 和30年 より東北労災病院に勤務するかたわら,

41年 日本理学療法士協会創立に参画 し,42年 より協会理事を務め,44年 の宮城県士会を創立に際 し

ては中心的役割を果たした。昭和51年 には第11回 日本理学療法士学会長を務め斯会の発展 に寄与す

る傍ら熱心な学術活動,多 数の学術論文の発表がある。仙台市保険課主催の老人健康教室に指導者

として参画し,理 学療法の啓蒙につ とめ地域医療,福 祉活動の向上 と発展に寄与された。

駒沢 治夫

昭和10年6月26日 生

(51歳)

山形県

日本理学療法士協会設立委員として協会の創設 と組織づ くりに積極的な役割 を果 し,設 立 と同時

に学術部長を担当 し,第1回 全国研修会会長並びに第1回 日本理学療法士学会準備委員長 としてそ

の責務を全 うした。その後 も協会常任理事,調 査部長,学 会評議員及び同幹事など協会運営に重要

な役割を果 し,理 学療法業務の向上 と会員の身分確立に尽 くした。また東京士会創立にも努力 し,

昭和45年 士会副会長として会員の指導育成に努力 し,山 形士会に転入後 も士会監事 として地方士会

活動の活性化に努力されている。
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片寄 章三

昭和3年3月4日 生

(59歳)

茨城県

昭和46年 に茨城県士会を結成すると共に初代会長,49年 より士会理事(学 術部長)と して,士 会

の基盤づ くりに奔走 した。昭和36年 以来,県 内市町村における巡回診療相談,在 宅訪問指導に当た

ると共に地域社会の療育体制の・基礎づ くりを積極的に行い,医 療行政の推進に協力 した。特に全国

肢体不 自由児療育大会においては,PT・OTの 両分野に亘って,多 数の研究発表を行い,斯 界の発

展に寄与 し,地 域社会のリハビリテーシ ョン医療の普及向上に貢献 した。昭和61年 には日本作業療

法士協会の茨城士会設立に努力され,同 会の士会長 としても,積 極的に取 り組 まれている。

齋藤 友吉

昭和7年10.月27日 生

(53歳)

埼 玉県

昭和46年 埼玉県士会結成副準備委員 として士会創設に参画 し,49年 には士会長を務め以後監事と

して会務の公正な遂行 に努力 した。此の間,昭 和50年 に関東ブロック理学療法研修会長,58年 には

関東甲信越ブロック副学会長 を務め会員の学術活動の推進に尽力した。 また昭和53年 には国民保健

事業の発展に尽 したことにより神奈川県知事表彰を受け,理 学療法の発展向上に寄与された。

池田 政隆

大正4年5月13日 生

(71歳)

東 京都

法施行前の昭和17年 より理学療法業務を通 じて臨床活動 を続け,専 門職としての理学療法士の重

要性 を提唱されてきた。

昭和41年 日本理学療法士協会設立発起人,協 会設立総会議長 として,ま た常任理事 として協会の

規約,整 備に尽力され,「理学療法 と作業療法」の編集委員等を務めた。更に44年か らは監事,そ

の後協会相談役 として,適 切な助言 を与え協会の発展に大きく寄与した。昭和53年 以後は,品 川区,

渋谷区等で老人福祉事業の専門員として,地 域医療活動を実践 し,理 学療法士の業務を発展させた

功績は大 きい。
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齊藤 章二

大正11年10月6日 生

(63歳)

東 京都

昭和43年 東京都士会発足の発起人 として参画 し,士 会理事(広 報担当)を45年 まで努めた。翌46

年から協会理事に就任 し,以 後58年 までの6期12年 間に亘って協会の金庫番 としての財務部長を歴

任 し,健 全な協会運営 と発展に寄与 した。昭和47年 より日本赤十字理学療法協会会長 として10年 余

務め,会 員の教育,指 導に尽 くした。特に長い臨床経験を生かした小児整形外科での業績,母 親教

室の成果等理学療法の発展 と後進の育成に著 しい功績がみられた。

慧i鈴 木 正彦

齢 糊騰
東京都

協会理事,副 会長,監 事 などの役割 を歴任 し組織の拡充,会 則の規定,大 学制度化対策等に尽力

した。殊に昭和48年 の副会長を努めた際,第3代 会長矢郷弥太郎氏の急逝のため協会長代行に就 き

会務の執行に尽力された。

永年に亘って我が国の障害者医療の中心的な存在である国立身体障害者センターに勤務する傍 ら

リハ技術者の育成に尽力 した。昭和49年 より現在に至るまで国立病院理学療法士会会長 を務め国立

病院のPTの 教育指導に活躍された。

垂 関川 博
鎌 羅 蟹

1藻 羅 霧 大正13年2月7日 生
慧 羅 一(62歳)

讃耀
東京都

理学療法士の誕生 と日本理学療法士協会設立準備のため尽力 し協会発足後,昭 和42年 より常任理

事,45年 から副会長 ・事務局長 として16年 間の長きにわたり協会の組織拡充県士会の発足 に尽力 し

た。特に昭和46年 日本理学療法士協会を公益法人として設立するため主導的な役割を果たした。昭

和45年 には世界理学療法連盟加盟のため,ア ムステルダムの総会に出席 し,加 盟申請に奔走した。

昭和53年,54年 には沖縄県理学療法士特例試験受験資格者取得のための講師 としてその育成 に尽力

した。昭和43年 第3回 日本理学療法士学会準備委員長,昭 和58年 第18回学会長を努め,理 学療法の

発展向上に多大の貢献をされた。
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松村 秩

昭和7年3月17日 生

(54歳)

東 京都

昭和41年 から48年 まで国立療養所東京付属病院リハビリテーション学院で理学療法士の養成に当

る傍ら,日 本理学療法士協会の設立準備に主導的役割を果 した。米国留学後協会の第二代会長に就

き,協 会の組織づ くりと理学療法士の資質向土 に努めた。昭和45年 から55年 までPT・OT国 家試

験委員,55年 より医療関係審議委員会のPT・OT部 会員 として重要事項の審議に参加。昭和49年

より現在に至るまで第五代会長 として13年 間に亘 り国民医療の一翼 を担 う理学療法の発展と普及に

尽力 した。

宮腰 正雄

大正3年8月17日 生

(72歳)

東 京都

PT・OT法 制定以前から関東労災病院で脊髄損傷による重度身体障害者に理学療法を行いこれら

の障害者の社会復帰 に力を注いだ。この頃よりPT・OT法 の誕生に活躍 し,PTが 誕生すると協会

設立発起人 として尽力 した。協会設立当初 より常任理事を務め,そ の後副会長 として会長を補佐 し

広 く協会活動 を展開した。殊に医療の各方面へ理学療法の重要性を説きPTの 社会的地位の向上と

その啓蒙に尽 くした。昭和56年 より現在 まで協会相談役 として適切 な助言 を与え理学療法の発展に

寄与 された。

米澤 幸子

昭和8年3月31日 生

(54歳)

神 奈川県

昭和29年 から横浜市立大学医学部付属病院に勤務する。神奈川士会設立に当たって準備段階から

積極的に参画 された。士会の設立後は昭和45年 に理事に就任 し,現在 まで16年 間に亘って務められ,

61年には士会副会長 として士会の発展のため活躍 している。此の間,会 員の資質向上のための研修

活動 に力を注 ぎ,会 員全体の学術の向上に寄与している。更に県内職業訓練校等で永年に亘って講

師を務め理学療法についての正 しい知識の啓発 に力を注がれた。
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藤巻 寿雄

昭和8年8月26日 生

(53歳)

新潟県

昭和45年 新潟県士会の創立に積極的に参画 し,士 会発足 と共に士会監事を3年 間,48年 から8年

間士会副会長,56年 から4年 間士会長として長い間士会の牽引車的な役割を果た し,士 会組織の基

礎づくりと発展向上に尽 した。この永年にわたる士会活動 を通 して地域社会への理学療法の啓蒙 と

会員の資質向上に果された役割は大きい。

杉本 一夫

昭和2年3月22日 生

(59歳)

石 川 県

昭和45年 石川県士会発足 と同時に,副 会長に就任 し,以 来,会 長,監 事 と県士会の要職を16年 に

わたり歴任 し,士 会組織の拡充に尽力 された。一方,地 域 リハビリテーションの推進にとりくみ,

厚生省主催の全国国保保健婦中央講習会,各 県主催の国保保健婦研修会等で講師を務め,福 光町リ

ハビテーシ ョン事業,石 川県脳卒中リハ推進懇話会委員,石 川県脳卒中リハ推進協議会理事,加 賀

市地域 リハビリテーション事業などで活躍された。また第19回 日本理学療法士学会の副学長を務め,

会員の学術研鎭にも貢献された。

落合 兵吉

昭和11年3月1日 生

(51歳)

三 重県

昭和44年 東海士会(愛 知 ・岐阜 ・三重県)の 理事 として6年,監 事 として2年 間,士 会組織の育

成に尽力 し,理 学療法の啓蒙と理学療法士の身分向上に努力 した。更に昭和55年 の東海士会を三県

に分離する際には,三 重県士会誕生の主導者 として活躍 した。三重県士会発足 と共に学術部長,副

会長,士 会長,監 事等の士会役員を歴任 し,組 織の拡充に献身的な努力を重ねた。また,地 域社会

において保健医療,社 会福祉関係の教育指導に携わ り,リ ハビリテーション医療の向上,理 学療法

士の身分向上に尽力 された。
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宮風 隆夫

昭和6年3月27日 生

(56歳)

京都府

理学療法の先駆者 として昭和24年 から京都大学付属病院に勤務され,42年 には特例国家試験受験

資格取得講習会の開催に奔走された。45年 には京都士会を設立 し初代会長となり以後14年 に及ぶ間

卓越 した指導力 と組織作 りに奮斗 し士会組織の基礎 を築いた。43年 には協会理事 として協会運営に

参画 し,50年 には第10回 日本理学療法士協会全国研修会長 として,又56年 には第16回 日本理学療法

士学会長 として,理 学療法学の発展向上のため積極的に尽力された。

中島 靖夫

昭和9年7月8日 生

(52歳)

京都府

昭和45年 に京都士会の設立とともに,士 会理事に就任 し,従 来の理学療法従事者 との関係整備に

努め,各 団体が共同して発展 してゆ くことを目的に合同の研修会などを主催 し,友 好的発展の道を

拓いた。昭和49年 から士会副会長として10年 間財政,規 約作成等を担当 し組織強化に取 り組んだ。

また第16回 日本理学療法士学会の副学会長をしてその運営に尽力 した。更に長年に亘たって,盲 学

校の理療科教育に携わり,リハ ビリテーション医療を捉 えた理療科教育を創造的に展開されている。

浅野 達雄

昭和4年5月16日 生

(57歳)

大 阪府

昭和40,41年 に厚生大臣指定PT・OT資 格取得講習会運営委員 としてPT・OT誕 生のため尽力

した。PT発 足後は早速協会設立を図り,設 立後は理事 として協会の基礎 を作 るため都道府県の士

会設置に尽力 した。昭和47年 から1年6ヶ 月アフガニスタンにて理学療法の教育 と治療を行い,国

際医療協力の成果を高 く評価 された。帰国後大阪士会長を5ヶ 年務め,昭 和48年 第8回 学会長とし

て会員の学問技術の向上に貢献 した。昭和52年 より協会副会長として会長を補佐 しその運営に参画

した。昭和58年 より組織検討委員長 を兼任 して機構組織の改革に尽力 した。
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川畑 光雄

駕 大正12年2月21日 生

(64歳)

大 阪府

昭和42年 近畿士会発足 とともに士会理事,43年 同副会長,45年 大阪士会監事,47年 同副会長 とし

て士会運営に活躍 し,43年 から協会代議員を10年間務めた。此の間43年 に第3回 日本理学療法士協

会全国研修会長 として会員の学術活動の向上に尽力 した。 また,多 数の学術研究発表の傍 ら43年の

早い時期から府下理学療法士養成校の数校の講師として後進の育成に尽 くした。

首藤 茂香

昭和9年10月1日 生

(52歳)

大 阪府

昭和42年 近畿理学療法士会発足とともに理事 として士会活動に参画 し,45年 大阪士会に改組 され

てから通算連続19年 余 り士会理事,副 会長,士 会長等の要職を歴任 し,士 会運営の活性化に尽 くし

た。また,49年 より協会の診療報酬担当理事として重責を担 うほか規約審議,組 織検討,表 彰審査

等の委員を務め幅広 く協会運営発展のために顕著な働 きをした。また,59年 には第24回近畿理学療

法士学会長を務め士会の学術部活動の向上に寄与 し,更 に,48年 の 日本理学療法士学会では事務局

長を,60年 の第20回 学会では記念事業委員長として学会運営に著 しい貢献をした。

武富 由雄

昭和8年8月14日 生

(53歳)

兵 庫県

協会発足 と共に学術,広 報部を担当し,昭 和45年 から現在まで理事として16年協会運営に尽力 し

た。この間,昭 和50年 から規約審議委員会委員長 として協会の定款,そ の他規約,規 定について検

討 し,会 務の公正な運用に努力 した。また大阪士会長を7年 間に亘って務め,昭 和48年 には第8回

学会の準備委員長,54年 には第8回 全国研修会長 として協会学術活動を遂行 した。 また昭和42年 に

は,第5回WCPT総 会(メ ルボル ン)へ 日本の加盟依頼のため出席,更 に43年 には国際医療技術

協力の一環 としてアフガニスタンにて1ヶ 年間理学療法の指導に尽力 した。
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平 川 教 次

+r.rn。,'昭 和3年12月3日 生

灘 霧雛 霧

1鍵(57歳)
兵庫県

昭和42年 に全国最初の士会組織として兵庫士会を創設 し,初 代士会長として活躍 した。昭和43年

から協会理事,45年 には同監事を務め,協 会発足時の士会組織の育成と,士 会活動の活性化に尽力

した。 この間,昭 和44年 には,第4回 日本理学療法士学会長を務め,47年 から学会評議員,後 に学

会評議員選考委員として活躍 した。学会開催 を通 して兵庫県における理学療法の発展 と,後 進の育

成,関 連職種の育成に多大の貢献をした。

出路 成晴

昭和3年4月9日 生

(58歳)

鳥取県

昭和47年 に鳥取士会 を創立 し初代会長 となり,以 後5期10年 間に亘って士会長を歴任 し,士 会の

基盤づ くりと発展に寄与 した。昭和52年 には中国地方ブロック理事を務め,協 会現職者教育短期講

習会の開催に尽力 し,57年 から2期 協会代議員を務める。また地域医療の一環として通所,在 宅訪

問指導,巡 回相談等に活躍 し,理 学療法の普及と向上に尽 くした。

梅田 晃昌

大正8年10月17日 生

(67歳)

岡 山県

昭和32年 から岡山大学付属病院へ勤務する傍 ら,40年 に理学療法士受験資格取得講習会の準備委

員長 として,そ の企画運営に奔走 しPT誕 生のため努力 した。昭和46年 から52年 まで岡山県士会長,

中国ブロック長,協 会理事,54年 士会監事,46年 から51年まで学会評議員等を歴任 した。この間,

昭和47年 には第7回 全国研修会長,50年 には厚生省主催理学療法士養成施設等短期講習会運営委員

長を務め会員の学術向上 と後進の育成に尽力 した。
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高橋 長

大正13年11月1日 生

(61歳)

広 島県

昭和32年 か ら中国労災病院に勤務する傍 ら協会設立 とともに41年から43年 まで協会地方担当の理

事 として参画 し、46年 広島士会監事、47年 から53年まで士会理事を務め、昭和52年 から現在まで10

年間にわたって学会評議員として活躍 した。この間昭和54年 には、第15回 日本理学療法士学会会長

を務め学術振興 と会員の資質向上に努力 された。長い臨床経験を通 して後進の育成 と地域社会の医

療機関に理学療法の普及、啓蒙に寄与 された。

八木 徳夫

昭和5年4月29日 生

(56歳)

徳 島県

昭和40年 より54年まで徳島県立盲学校理学療法科の主任教官 として,視 覚障害者の理学療法士育

成に尽力 し,昭 和44年 に徳島県士会が設立されると初代会長に就任 し,副 会長,相 談役等,16年 に

わたって士会役員を歴任 し昭和46,47年 には協会理事を務めた。この間46年 には四国理学療法士会

会長 を務め,四 国ブロックの会員の資質向上と地域医療機関に対 して理学療法の必要性 を啓蒙 され

た。

松尾 国城

昭和10年12月27日 生

(50歳)

高 知県

昭和41年 高知県士会発足後監事5年,副 会長3年,理 事8年 の16年 に亘 り役員を歴任 した。この

間,老 人保健法にかかる機能訓練事業の参画を士会の社会活動 として位置づけ,県 下24市 町村への

理学療法士派遣システム,派 遣理学療法士の研修,指 導等 を通 して地域 リハビリテーション活動 と

士会の発展に務めた。昭和53年 の第13回 学会には運営部長,61年 には第15回 四国理学療法士学会長

としてその重責 を果たし理学療法の普及発展に努めた。
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楠 一 義

大正14年3月14日 生

(62歳)

福 岡県

昭和44年 福岡県士会発足に当たっては主導的な役割を果たし設立 と共に副会長,46年 同士会長,

50年同相談役,55年 より現在まで監事を務め士会活動 を充実 し後進の指導に積極的に努力 した。昭

和47年 から50年 まで学会評議員,50年 協会理事,52年 常任理事(保 険部長)を つ とめ保険点数改正

などで協会運営に参画 した。この間昭和47年 第7回 日本理学療法士学会の副学会長 としてその運営

に努力し,地 域 リハ ビリテーション医療の向上に活躍された。

課 灘一 、、 細 川 忠 義
灘藻.競

　 騰 雛 大正7年11月5日 生

　　り り
i::S:N、懸(67歳)

輔醸 福岡県

理学療法士法が発足する以前の昭和25年 から九州労災病院に勤務され運動療法の必要性を唱え,

昭和41年 協会発足時から44年 まで協会理事 として理学療法の発展と普及に尽力した。福岡士会設立

後現在に至るまで士会理事,相 談役 として会員の資質向上に活躍 した。また,豊 富な臨床経験 と多

数の研究業績を生か し九州リハビリテーション大学校講師 として,開 校当初から17年間に亘 り後進

の育成に尽力 した。

和才 嘉昭

昭和6年1月21日 生

,(56歳)

福 岡県

昭和44年 福岡士会発足.}り52年 まで学術担当理事 を8年 間に亘 り務めた。この間昭和45年 には第

4回 日本作業療法士学会,47年 には第7回 日本理学療法士学会の会長を務めリハビリテーシ ョン技

術の普及 と振興 に貢献 した。また,昭 和48年 か ら54年 までPT・OT国 家試験委員を務める傍 ら,

日本 リハ ビリテーション医学会会員として幅広 く活躍 した。昭和52年 より現在まで学会評議員選考

委員 を歴任。九州 リハビリテーション大学校開校以来,理 学療法の理論 と技術の実践 を統合 させる

べ く後進の育成に尽力されている。
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松原 正勝

灘

昭和47年 大分士会の結成に尽力 し初代会長として6期11年,以 後58年 から現在 まで士会相談役 と

して,地 方における士会基盤の強化 に務め士会員の指導教育に当った。此の間昭和51年 からは別府

市身体障害者センターにおける在宅身障者の機能回復訓練指導を士会活動として実施 した。 また県

保健予防課の保健婦と寝たきり老人在宅訪問看護に取 り組み,地 域社会に理学療法の理解 とその啓

蒙に務めた。

昭和3年3月9日 生

(58歳)

大分県

川上 三喜夫

昭和9年7月28日 生

(52歳)

大 分県

昭和47年 に大分県士会が設立されると士会副会長 として7期13年 間に亘 り,士 会長を補佐 して士

会組織の拡充 と会員の指導に尽力した。昭和51年 から別府市身体障害者センターの在宅障害者の機

能回復訓練に参加 し,技 術指導を積極的に行 った。昭和58年 より老人保健事業に士会員を参加せ し

め,当 該事業に対する支援体制 を確立 し地域社会に貢献 した。昭和57年 第6回 九州地区PT・OT

合同研修会の副学会長を務め士会員の学術向上に努力 した。

川村 和夫

昭和5年9月15日 生

(56歳)

宮 崎県

理学療法士法施行前の昭和29年 より県立宮崎病院理学療法科に勤務 し,34年 から日本理療師会宮

崎支部長を務める傍 ら,49年 に日本理学療法士協会宮崎士会を創立 した。士会設立 と同時に昭和58

年まで士会長を10年 に亘 り務め以後監事 として現在に至る。この永年に亘る士会役員を通 して,地

域社会への理学療法の啓蒙 と会員の資質向上に尽力 した。
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齊藤 禮達

昭和8年4月5日 生

(53歳)

鹿児島県

昭和41年 より鹿児島士会発足のため世話役 として44年 までその準備に奔走 した。昭和44年 から50

年 までの6年 間に亘 り士会長,以 後現在に至るまで事務局,財 務局を担当した。地域に理学療法士

が少なく士会事務,財 務などを永年に亘 り担い,士 会員の増加と理学療法の啓蒙に活躍 した。昭和

59年 より県中央児童相談所の重度心身障害の在宅訪問指導,療 育相談などを通 して地域医療活動に

寄与 した。

酒元 一雄

大正13年3月25日 生

(63歳)

鹿 児 島県

理学療法士法施行前の昭和29年 から全国病院理学療法協会鹿児島支部長及び同会理事 を務めた。

この間同会の第12回,第19回,第25回 九州学会長,同 会の第19回 日本理学療法学会長 を務めた。 ま

た看護,鍼 灸等の養成機関においてその育成に尽力した。昭和60年 から鹿児島大学医療短期大学部

理学療法学科にて理学療法士の育成に尽力されている。

表彰者掲載については次の要領にそった。

1)資 料は士会長又は厚生省へ提出された書類に拠った。

2)業 績内容は形式にとらわれず,20周 年で もあり年代 を中心に受賞者の人 となりを文章で

まとめた。

3)今 回の表彰はPT従 事年数,団 体役員歴 と年齢が主になっているので学術論文,著 書等

の業績は除いた。

4)職 歴,履 歴等,他 団体からの表彰等 も割愛 した。

5)既 叙勲者は除いた。

6)敬 称は略 した。
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グラフにみ る理学療法士の動向

世界理学療法連盟加盟国(1986)

→

ルク捷.ブ ルグ

ベルギー

オランダ

砺
!

驚
ンタ

香

スキ融
.癌

瘍
届θ

ノポ

凱
屯 アシ一レマ

穣
フ
乃

」義 エブバンジ

轟 μ
6ト_詮 豊_

Q

Oσ ∠ク

ほ

馳
カナダ

・

ノ ァ,.ヵ 合衆国

喉゚＼滋ゴ
う
じ

ブラジル

ソ

AUSTRALIA

AUSTRIA

BELGIUM

BRAZIL

CANADA

CHILE

REPUBLICOFCHINA

(Taiwan)

COLOMBIA

DENMARK

FINLAND

FRANCE

FEDERALREPUBLIC

OFGERMANY

GREATBRITAIN

GREECE

AustralianPhysiotherapyAussociation,25-27KerrStreet,Fitzroy,Vic-

toria3065

VerbandderDiplomiertenAssistentenfurPhysikalischeMedizinOester-

reichs,Alserstrasse4Garnisonshof,A-1090Vienna.

AssociationdesKinesitherapeutesdeBelgique,GroteMarkt261,8970

Poperinge.

AsociacaoBrasileiradeFisioterapeutas,LgodeArouche,337Sala603-6°

andar,CEPO1210SaoPaulo-SP.

CanadianPhysiotherapyAssociation,44EglintonAvenueWest,Suite201,

Toronto,Ont.M4RIAl

ColegiodeKinesiologosdeChile,Casilla9317,CorreoCentral,Santiago.

ThePhysicalTherapyAssociationoftheRepublicofChinaNo.1

Change-TeStreet,Taipei100,Taiwan(ROC).

AsociacionColombianadeFisioterapia,ApartadoAero16560,Bogota

D.E.

DanskeFysioterapeuter,NOrreVoldgade90,1358CopenhagenK.

FinnishPhysicalTherapyAssociation,Aurorankatu17A4.00100Hel-

sinki.

FederationFrancaisedesMasseursKinesitherapeutesReeducateurs,9et

llruedesPetits-Hotels,75010Paris.

DeutscherVerbandfiirPhysiotherapie(ZVK)DeutzerFreiheit72-74,

5000Koln21,Postfach21280.

CharteredSocietyofPhysiotherapy,14BedfordRow,London.WCIR4ED.

PanhellenicPhysicalTherapyAssociation,12GilfordouStreet,Athens104.



HONG KONG

ICELAND 

ISRAEL

INDIA

IRAN 

JAMAICA 

JAPAN

KENYA 

KOREA

LUXEMBOURG

MALAYSIA

NETHERLANDS

NEW ZEALAND 

NIGERIA

NORWAY 

PAKISTAN 

POLAND

PORTUGAL

SINGAPORE

SOUTH AFRICA

SPAIN

SURINAM 

SWEDEN

SWITZERLAND 

THAILAND 

TURKEY

U.S.A

VENEZUELA

ZAMBIA 

ZIMBABWE

                                               27 

Hong Kong Physiotherapy  Association,  P.O. Box 10139 General Post 
 Office, Hong Kong. 

Felag Islenskra Sjukrapjalfara, P.O. Box 5023, Reykjavik55. 
The National Union of Physiotherapists In Israel,  93, Arlosoroff St. Tel-
Aviv Israel. 
Indian Association of  Physiotherapists  ,  Opp. Tata Memorial  Hospital. Dr 
E Borges Marg, Parel; Bombay 400012. 
Iranian Physiotherapy  Association,  P.O. Box  13445-133,  Tehran. 

Jamaica Physiotherapy  Association,  P.O. Box  167,  Mona, Kingston  7. 
Japanese Physical Therapy  Association  ,  2-18-810  Sumiyoshi-Cho  ,  Shin-

juku-ku , Tokyo 162 
Kenya Society of  Physiotherapists  ,  P.O. Box  20768,  Nairobi. 
Korean Physical Therapy Association, 806 Sinseung Apt, 192-30, 2-Ga 

 Inhundong, Joong  Ku, Seoul 
Association Luxembourgeoise de  Kinesitherapeutes  Dipleimes,  B.P. 

 645,2016  Luxembourg. 
Malaysian Physiotherapy  Association,  c/o Physiotherapy Department, 
General  Hospital  , Kuala  Lumpur. 
Nederlands Genootschap voor  Fysiotherapie  , Post Bas 248 3800  AE, 

 Amersfoort. 
New Zealand Society of Physiotherapists Inc., P.O. Box 5198, Wellington, 
Nigeria Society of Physiotherapy , Physiotherapy  Department  ,  Lagos. Uni-
versity Teaching  Hospital.  P.M.B.  12003,  Lagos. 
Norske Fysiotherapeuters  Forbund  , Postboks  9590,  Egertorget  , Oslo 1. 
Pakistan Physiotherapy Society , Post Bag  3997, Karachi 1. 
Section for Physical Therapy , Polish Section for Preventing and Combating 
Disability , Zarzad  Glowny ,  ul. Partyzantow 4m  10,00-629  Warsaw. 
Asociacao Portuguesa de  Fisioterapeutas,  Ave. Alvares Cabral  1-2°, Lis-
bon 1200. 
Singapore Physiotherapy  Association  , Blk  23, 129B Outram Park , Singa-

pore 0316. 
South Africa Society of  Physiotherapy  ,  P.O. Box  47238,  Parklands, 2121 

Johannesburg. 
 AsociaclOn Espanola de  Fisioterapeutas. Gran Via de les Corts  Catalanes, 
548,  1°,  la, Barcelona 11. 
Surinaamse Vereniging voor  Fysiotherapie  ,  P.O. Box  719,  Paramaribo. 
Legitimerade Sjukgymnasters  Riksforbund. Box  3196, Wallingatan  5, 
10363  Stockholm. 

 Federation Suisse des  Physiotherapeutes  , Postfach  516, 8027  Zurich. 
Physical Therapy Association of  Thailand  ,  P.O. Box  2331,  Bangkok. 
Physical Therapy Association 'Turkey' ,  c/o Hacettepe University , School 
of Physical Therapy and  Rehabilitation  ,  Ankara. 
American Physical Therapy Association, 1111 North Fairfax Street, Alex-
andria, Virginia 22314. 

 AsociaciOn Venezolana de  Fisioterapeutas  , Apartado  1208, Carmelitas 
101, Caracas. 
Zambia Society of  Physiotherapy  , P.  0. Box RW  227,  Lusaka. 
Zimbabwe Physiotherapy  Society  ,  P.O. Box  A, 147  Avondale,  Harare.
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主な職種の従業者数の推移

主な職種の従業者数(一 般病院)

昭 和47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

病院数

7047

7104

7198

7235

7334

7422

7524

7749

8003

8167

8340

8448

8500

87195

88352

90814

95830

99346

105204

110901

118484

127979

136079

143657

153048

159643

薬剤師 看護婦 理学療法士

13172

13786

14612

15432

16323

17224

18269

19538

20924

22143

23271

24125

24898

98924

106135

116491

125889

137800

150081

162670

175938

189166

204310

216370

228375

242756

1481

1564

1693

1827

1880

2068

2231

2404

2552

2782

3147

3546

4076

作業療法士

272

339

333

393

418

459

513

569

622

663

777

911

1107

4408

4437

4771

4939

5041

5277

5383

5629

5997

6241

6400

6446

6648

診療放射線技師

6200

6799

7772

i・i

9308

10105

10819

11695

12804

13894

14835

15724

16653

臨床検査技師

13184

14534

16093

17770

19377

20950

22893

24866

26644

:・1・

30579

31833

33168

主な職種の従業者数(社 会福祉施設)

年 度 医 師 保健婦 ・看護婦 理学療法員 作業療法員 その他セラピス ト セラピス ト総数

昭和47 17784 7480 一 一 一 1035

48 16833 8839 704 279 323 1306

49 19507 10035 705 281 386 1372

50 21650 10706 764 285 473 1522

51 20943 11263 847 301 492 1640

52 20415 11834 927 307 616 1850

53 23995 12658 936 365 745 2046

54 25872 13499 1087 400 729 2216

55 28287 14348 1154 419 792 2365

56 29087 15245 1196 445 811 2452

57 31031 15967 1289 478 1073 2840

58 32193 16494 1382 519 1051 2952

59 34835 17325 1366 556 1163 3085
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都道府県別PT数(人 口10万対比)

人口10万人対比の理学療法士数

口 ・-2人

圏2人 一4人

㎜4人 一6人

囲6人 一8人

圏8人 以上

(昭和59年)

4000

3000

A

P20
00

T

数

口1000

OS48495051

脚

一般病院のPT数(開 所者別)

購

順

一

　

7

.;

.;

::
.;

遜
蛋

7

1華1難

覇

羅
:・.

:.
..

駆

彩

.;

::
:.:
.

≡三:

弓

・:

...;
.
・:

・:

.・.:
.:

.:
・

睡階

;
三

M

I

墜
醐

i
r
N

l
::::
・:
・::
.・::
....

:.・:

:・

器響

ミ

1
≡

1華;蒙

蕎睡

l
l

難
:::
.:・:...

::・:
.・:ニ・:

嚢1睡

塵

ミ

i

l

:・

.;

≡≡華

義
罰感

ヨ

醸
li

舞鍵

難蓋

號懸 陰

蓑難

馨韮

墨
毅

璽

5253545556575859

(昭和48年 ～59年)

團
圏
㎜
團
囮
囮

国立

公的

社保

法人

個人

その他



30

A

4000

3000

P2000

T

数

`-1000

0

一般病院のPT数(病 床規模別)

S48495051-5253545556575859

圃
團
囲
囲
囮
囮

500床 以 上

300-499床

200-299床

100-199床

50-99床

20-49床

(昭和48年 ～59年)

.一.

1500

p1000

T

数

　
500

0

社会福祉施設のPT数(総 数)

囲
團
㎜
囲
囮
囮

保護施設

老人福祉施設

身障更生援護施設

児童福祉施設

精薄援護施設

その他

S4849505152535455565?5859

(昭和48年 ～59年)
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理学療法士に関連する法等の変遷

理学療法士及び作業療法士は昭和40年6月29日 に昭和40年 法律137号 として公布 された。本法律

の公布によって,わ が国が理学療法および作業療法という医学的リハ ビリテーションの分野でその

本格的な普及発展をめざして歩みはじめたのであった。本法の制定 とそれに関連する法,規 定の変

遷について記す。

○ 理学療法士及び作業療法士法

本法の公布 と同時に理学療法士 ・作業療法士審議会に関する規定が施行され,審 議会の組織等に

ついて定めた理学療法士 ・作業療法士審議会令(昭和40年6 .月29日政令第228号)が 公布施行 された。

本審議会は国家試験,学 校,養 成施設に関する重要事項について審議 し,厚 生大臣への答申に基づ

いて,理 学療法士及び作業療法士施行令(昭 和40年10月1日 政令第327号),理 学療法士及び作業療

法士施行規則(昭 和40年10月20日 厚生省令第47号)が 制定公布 された。前者の法令は,免 許の申請,

名簿の登録事項など,法 の第二章 ・免許の手続きについて規定 されている。法制定移行措置として

付則の規定が添えられた。受験資格の特例がそれである。三条件 を満たす特例条件があった。

①高校卒 またはこれ以上の学力ありと認められたもの

②厚生大臣が指定 した講習会を終了 したもの

③医師の下に理学療法または作業療法を5年 以上,業 として行ったもの。

昭和46年,本 法の一部を改正する法律第28号 により受験資格の特例 とその受験期限が昭和49年3月

31日 までに延長された。 リハビリテーション医学会,日 本理学 ・作業療法士協会は反対の要望書を

関係筋に提出したが議員立法によって延長がやむなく行われた。

昭和47年 には審議会理学療法 ・作業療法部会より,4年 制大学卒業者に2年 の課程で免許取得課

程(サ ーティフィケー ト・コース)を 設けるべき主旨の話があったが質的低下をきたすとの考えで

法はこの点で改正されなかった。後者の規則 は,試 験の科 目,受 験の申請,合 格 した者に合格証書

を交付するなどの規定があ り,法 の第二章試験 についての具体的な手続 きを規定したものである。

昭和44年,厚 生省設置法等の一部の改正する法律(法 律第51号),医 療関係者審議会令(政 令第

268号)に より理学療法士 ・作業療法士審議会は医療関係者審議会の中の理学療法 ・作業療法部会

でその役割を果たすことになり,審 議会の役員は理学療法士 ・作業療法士試験委員 と改められた。

○ 肢体不自由養護学校関係の法律

教育職員免許法(昭 和24年5.月31日)は 教育職員の免許に関する基準を定めている法律であるが,

戦後の教員養成制度の原則の一つである大学における教員養成が一部の特例 を除いて原則 とされて

いた。 しか し,昭 和48年7月20日 の改正により,22歳 以上で大学に入学できる者は教員資格認定試

験の受験が可能となり,肢 体不 自由教育関係では養護学校養護訓練教論免許状 を得ることが可能と

なった。これは,多 くの理学療法士が大学 を卒業 していないことを考えると,理 学療法士にも養護

学校養護訓練教論への道を開いたものである。
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○老人保健法

老人保健法(昭 和57年8月17日)に よる保健事業に含 まれる機能訓練と訪問指導は医師の指導の

もとに訓練を実施するもの と定めてある。この法の制定により,地 域の住民に対 して医療 と疾病予

防という保健事業に理学療法士の参加がより必要 となってきている。

<資 料>

S40.6.29

S40.6.29

S40.10.1

S40.10.20

S40.10.27

法律第137号

政令第228号

政令第327号

厚生省令第47号

厚生省告示第491号

S40.10.27厚 生 省告示第492号

S40.10.27厚 生 省告示第493号

S41.1.11厚 生 省告示第4号

S41.1.11厚 生 省告示第5号

S41.3.30

S42.7.26

S44.6.25

S44.10.31

S45.4.14

S45.7.9

S46.4.1

S47.2.23

文部省厚生省令第3号

厚生省令第24号

法律第51号

政令第268号

法律第19号

政令第217号

法律第28号

文部省厚生省令第1号

S47.4.28政 令 第108号

S48.7.20

S49.1.25

S49.10.7

S50.11.8

法律第57号

厚生省告示第16号

厚生省令第37号

厚生省令第40号

理学療法士及び作業療法士法

理学療法士作業療法士審議会令

理学療法士及び作業療法士法施行令

理学療法士及び作業療法士法施行規則

理学療法士及び作業療法士法施行令に基づき,保健衛生に関

する相当の知識を有する者

理学療法士及び作業療法士法施行規則に基づき医学的管理の

下に理学療法又は作業療法を行う施設

理学療法士及び作業療法士法施行規則に基づき国家試験の試

験科目の免除をしない者

理学療法士及び作業療法士法の規定に基づき,理学療法士と

して必要な知識及び技能を修得させる施設

理学療法士及び作業療法士法の規定に基づき,理学療法士と

して必要な知識及び技能を修得される施設

理学療法士作業療法士学校養成施設指定規則

登録免許税法等の施行に伴う改正

厚生省設置法等の一部を改正する法律

医療関係者審議会令

柔道整複師法

柔道整複師法施行令

理学療法士及び作業療法士の一部を改正する法律

理学療法士作業療法士学校養成施設指定規則の一部を改正す

る省令

沖縄の復帰に伴う厚生省関係法令の適用の特別措置等に関す

る政令

教育教員免許法等の一部を改正する法律

整形外科機能訓練等の施設基準

理学療法士及び作業療法士施行規則の一部改正する省令

医師法施行規則等の一部を改正する省令



S51.1.10文 部 省厚生省令第1号

S51.3.31

S53.3.29

S53.8.1

S56.3.31

S56.5.29

S57.4.23

S57.8.17

S59.4.13

S61.3.26

厚生省令第10号

厚生省令第11号

文部省厚生省令第1号

厚生省令第22号

厚生省告示第97号

文部省厚生省令第1号

法律第80号

厚生省令第25号

文部省厚生省令第1号
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保健婦助産婦看護婦学校養成施設指定規則等の一部を改正す

る省令

医師法施行規則等の一部を改正する省令

医師法施行規則等の一部を改正する省令

保健婦助産婦看護婦学校養成施設指定規則等の一部を改正す

る省令

医師法施行規則等の一部を改正する省令

整形外科機能訓練等の施設基準の一一部改正

理学療法士作業療法士学校養成施設指定規則の一部を改正す

る省令

老人保健法

医師法施行規則等の一部改正する省令

理学療法士作業療法士学校養成施設指定規則の一部を改正す

る省令
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会員数と組織率の変遷

本協会の設立総会は昭和41年7月17日,会 場であった国立療養所東京病院附属 リハ ビリテーショ

ン学院に第1回 国家試験合格者183名 の内65名 が参加 しておこなわれた。その年度には表に示す よ

うに110名 が会員となり,組 織率60.1%を もって出発 した。

わが国で,新 しく誕生 した医療専門職を会員とする職能団体 としての発足であった。しかし既に

類似の団体である全国病院理学療法協会(病 院勤務者で,マ ッサージ師を中心とする団体で会員数

約3500名)が 存在 していた。本協会会員 と全国病院理学療法協会その両方,あ るいは,全 国病院理

学療法協会のみに参加する理学療法士 もあり,今 似て,こ の状態は数は激減 しているとはいえ続い

ているようである。

協会発足後,6年 を経過 してようや く会員数 も800名 を越え,一 定の社会的責任 を果たす職能団

体 として厚生省 も認めるところとな り,当 時の役員の努力によって昭和47年1月26日,社 団法人と

して認可された。

この様な会の形態の変更を経ながらも会員数は学校養成施設の卒業生増加 もあり,順 調に増加 し

た。組織率は昭和50年 度までの60%台 より,50年 度以降はほぼ70%台 を前後 し向上を見せている。

60年度に入 り80%に 達 し,会 員数も,1986年11月 には4996名 とほぼ5000名 に達 し,20年 間に約45倍

に増加 した。

理学療法士合格者数と日本理学療法士協会会員数の関係

年度(昭和) 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61

合格者数 183 310 228 167 224 136 128 138 212 125 98 184 168 216 256 267 419 449 618 729 859

合格者累計 183 493 721 888 1112 1248 1376 1514 1726 1851 1949 2133 2301 2517 2773 3040 3459 3908 4526 5255 6110

会 員 数 110 229 282 502 592 692 860 1031 1127 1285 1422 1524 1672
..
.1. 1994 2225 2386 2743 3144 4325 (4996)

組織率(%) 60.1 46.5 39.1 56.5 53.2 55.4 62.5 68.1 65.3 69.4 72.9 71.4 72.6 n.s 71.9 73.2 68.9 70.2 (80.4) 82.3 (ai.s)

会員数:年 度始めの数 を示す

()は61年11月 における数である。

死亡者数が含 まれている
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社団法人 日本理学療法士協会の規約の変遷

昭和41年7月17日

昭和41年10月7日

昭和42年6月16日

昭和42年9月20日

昭和42年10月20日

昭 和43年8月15日

昭 和44年6月6日

昭和44年7～10月

昭和46年7月1日

昭和46年11月1日

昭和47年1月26日

昭 和47年6月11日

昭和49年4月10日

昭和50年5月16日

昭和52年6月8日

昭和52年6月9日

昭和53年5月1日

昭和53年7月1日

日本理学療法士協会設立総会開催(於:清 瀬 リハ ビリ学院)

日本理学療法士協会会則及び細則原案可決

協会臨時総会開催(於:東 大病院内好仁会ホール)

会則の修正,1.標 題に 「社団法人」 とあるが法人格を得るまで削除.2.監

事が理事会に出席,意 見を述べることができる,を 付け加えた.3.相 談役 と

相談役会を付 け加えた.4.「 会長は委員会 を設ける事ができる」を付 け加 えた。

協会総会(於:大 阪大学松下講堂)

会則の一部改正,1.会 長任期 を2年 に延長.2.副 会長は総会推せんを会長

推せんとした。

会則審議委員会 を設置,委 員長に池田政隆氏。「社団法人」化 をすすめる。

協定定款(案),会 則と平行 して協会ニュースに掲載。

会則審議委員長に関川 博氏。

第4回 協会総会(於:兵 庫県民会館)

理事は20名 に限定された。従来は35名いた。理事は各部の部長を兼任 しない

(但し事務局長 と財務部長を除 く)

会則審議委員長,脇 屋直人氏。

松村 秩会長,関 川 博,伊 藤直栄,矢 郷弥太郎氏 らが厚生省担当専門官 と社

団法人化のための定款案作 りに実に30数 回協議を重ねた。

規約審議委員長に鈴木正彦氏。

「社団法人」化へ厚生省に再提出。

公益法人 として 「社団法人」が許可された。協会の3大 目標,1)公 益法人化,

2)WCPT加 盟,3)業 務独占のうち1つ の公約が実現 した。

社団法人としての第1回 総会(於:九 州リハビリ大学校)。

第1回 学会評議委員会開催

協会総会(於:名 古屋)

定款細則(会 費値上げ),選 挙規定,慶 弔規定,可 決された。

協会総会(於:国 立教育会館)

規約審議委員長に武富由雄氏。

定款細則,学 会に関する項改正施行。学会長,幹 事会の権能明示。

評議員選考規定,総 会に於て可決。評議員選考委員会,選 考方法など規定。

感謝状,表 彰状,褒 章の基準について。

定款細則,庶 務及び会計に関する項改正(会 費6000円 から7000円 に値上げ)
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昭和55年4月20日

昭和55年5月22日

昭和56年5月7日

昭和57年4月1日

昭和58年7月26日

昭和59年6月9日

昭和61年2月1日

昭和61年6月20日

昭和61年8月20日

昭和61年10月15日

昭和61年10月30日

賛助会員(特 別会員)規 定一部改正により施行。

表彰規則施行。学会奨励賞候補者推せん要項,協 会賞候補者推せん要項など規

定。

定款細則,会 員に関する項(会 員の都道府県士会の所属)改 正。

旅費規定一部改正。

学生会員制度は定款に組み入れない,会 務統轄が困難視される,と の答申。

協会長は,1.総 会について,2.役 員の選出について,3.定 款の変更につ

いて,規 約審議委員会に諮問 した。

組織検討委員会委員長浅野達雄氏,定 款改正の経緯,主 旨紙上説明。

"定款改正は何故必要なので しょうか"Q&A式 で協会ニ
ュースに改正理由を

説明。

協会長,定 款改正の趣旨とその内容説明。

定款改正案,臨 時代議員会,臨 時総会(於:川 崎市)に て可決,承 認された。

理事 と代議員の役員の数を削減,限 定した。本部役員 としての権限と責任が重

くなる。協会が法人 として社会的責任 をとれる組織 として発展 し機能を果たす

ための抜本的改正。総会の構成員の2分 の1が,3分 の1以 上の出席によって

開会 されることに改正された。定款改正に基づいて定款細則 も一部改正 された。
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代議員会の変遷

代議員は協会役員 として各士会から選出されている。代議員によって構成される代議員会の機能

は本部提出議題を審議するとともに,士会総会で決議提出された議題の理由を説明し十分審議の上,

最高決議機関である総会へ提出 して会員の承認 を得ることである。このように代議員会は協会の運

営に重要な役割を果たしている。

昭和41年7月17日,清 瀬の国立療養所東京病院附属 リハビリテーション学院で理学療法士協会の

設立総会 と発会式が行われた。このとき協会の定款 と細則が承認されている。この設立総会で会長

と副会長が選出され,理 事 は会長の推薦で任命 されている。会議は,理 事会と総会であって代議員

会は定められていなかった。

昭和44年6月6日,第4回,神 戸学会前 日の総会に定款の改正案が提出され承認 された。この定

款ならびに細則のなかに

定款:第16条 会議は,総 会,代 議員会,理 事会および常任理事とし,総 会を定期総会,臨 時総

会にわける。と代議員会が定められた。

定款:第17条2項 代議員会は代議員 をもって構成する。

代議員の選出比率は総会の議決をもって別に定める。

細則:皿.代 議員に関する項 代議員の選出比率は各士会の構成員30毎 に1名 とする。端数の場合

30未満に対 し1名 を選出する。と改正 された。その後,士 会会員数の増加に伴い,選 出比率50に1

名,端 数50に対 して1名 と改正。さらに昭和61年10月 の臨時総会で定款改正案が承認されて,昭 和

62年度から代議員の定数100名 以内と決まった。また選出比率は70名 まで1名,端 数71名以上150名

増加毎に1名 となる。これからも会員増加に伴い選出比率は改正される。改正された定款に代議員

会と代議員会の(権 能)が 明確に決められた。細則の中には,代 議員の選出方法が士会総会で選出

されることに定められた。

昭和47年1月 社団法人の認可を受け,改 めて昭和47年6月11日 九州 リハ ビリテーション大学校

で,社 団法人日本理学療法士協会 第1回 代議員会ならびに総会として代議員会が開催された。翌

年,第2回 代議員会並びに総会が同日開催された。第3回 以降現在のような代議員会と総会が分離

され現在に至 っている。

代議員会では提出された要望事項や決議事項を審議 して幾多の重要課題の解決に努力 し士会の発

展に,そ して協会の運営に本部役員 として代議員は代議員会 を構成 し貢献 している。

協会の会員増に伴い提起される幾多の問題を審議する上にも予算的に可能になれば年間2回 の代

議員会の開催が望 まれよう。



日本理学療法士

回 数 開催年月日 開催地 会 場 議 長

1 昭 和41.7.17 東 京 リハ ビ リテー シ ョン学 院 後藤 宜久・岩本 敬

臨時総会 昭 和41.10.7 東 京 東大病院 西本 東彦 ・池田 政隆

2 昭 和42.6.16 大 阪 阪大松下講堂 若月 督司 ・森内 邦雄

3 昭 和43.5.30 東 京 東医健保会館 窪田 準 ・小沼 正臣

4 昭 和44.6.6 兵 庫 兵庫県民会館 山崎 忠

設立総会 昭 和44.11.23 東 京 東大南講堂 山崎 忠

5 昭 和45.6.7 東 京 東京教育大雑司ヶ谷分校 西村 岩男 ・藤本 欽也

6 昭 和46.6.20 東 京 東京逓信病院看護学院講堂 川畑 光男 ・西村 岩男

設立総会 昭 和46.11.21 東 京 東京女子医科大学病院講堂 池田 政隆

社団法人
第1回 総会

昭 和47.6.11 福 岡 九 州 リハ ビ リテ ーシ ョン大学校 山北 雅一・浅野 達雄

2 昭 和48.4.13 大 阪 行岡学園 嶋田 智明 ・野々垣嘉男

3 昭 和49.5.11 名古屋 名古屋市民会館 浅野 達雄

4 昭 和50.5.16 東 京 国立教育会館虎ノ門ホール 浅野 達雄 ・古川 良三

5 昭 和51.6.10 宮 城 仙台市民会館 首藤 茂香 ・古川 良三

6 昭 和52.6.9 北海道 札幌市民会館 山上 弘義 ・沖 広剛

7 昭 和53.5.17 高 知 高知県民文化ホール 首藤 茂香 ・古川 良三

8 昭 和54.5.31 神奈川 神奈川県立音楽堂 鈴木 正彦 ・森内 邦雄

臨時総会 昭 和54.10.14 大 阪 阪大松下講堂 旭 輝雄

9 昭 和55.5.22 広 島 広島市公会堂 旭 輝雄

10 昭 和56.5.7 京 都 京都会館 旭 輝雄 ・鈴木 正彦

11 昭 和57.5.13 秋 田 秋田文化会館 川面 幸男 ・林 義孝

12 昭 和58.5.12 東 京 国立教育会館 旭 輝雄 ・林 満彦

13 昭 和59.5.16 石 川 金沢市文化ホール 旭 輝雄 ・福光 英彦

14 昭 和60.5.16 大 阪 大阪府青少年会館 嶋田 智明 ・福光 英彦



協会総会の変遷

主 た る 議 題 並 び に 決 議 事 項

会則審議 ・組織編成 ・会則の承認 ・協会役員の選出,会 費2000円

定款 修正 ・会員 ワ ッペ ン侃用 義務化 ・WCPT派 遣 カ ンパ 会員1人500円 決定

メルボ ル ン派遣 報告 ・会長任 期 を2年 に延 長 ・入会金2000円 より3000円 へ,会 費3000円

社団法人化の検討 ・学会の本格的運営 ・業務独占の検討 ・会費3500円 に

リハ学 院大学昇 格運動 の展 開 ・理事35名 よ り20名 となる ・理事 ・部長 の兼務 を認 めない

社団法人・設立総会

学会細則の決定 ・評議員制 ・士会結成促進委員会の新設 ・第1回 代議員会

特例試験延長反対 ・会費3800円 に

社団法人日本理学療法士協会定款の承認 ・法人許可,昭 和47.1.26付

法 人化 第1回 定 期総会 ・保 険点数改 正 につ いて 竃PT・OTジ ャーナル 自由購読制 につ いて

PT類 似名名称の使用について・PT待 遇改善 ・臨床実習地並びに指導者について

代議員会と総会が完全に独立した形式をとる。大学制度化の検討

WCPT加 盟 ・保険点数改正要望に関して・定款細則の改正

サー テ ィフィケー トコー ス反対 ・教 育委 員会 よ り教育 部へ ・都立保 健大学 設置 の運動 につい て

創立15周年準備委員会発足の件 ・学会細則改正 ・本部旅費負担に関して ・顧問設置

会費7000円 に ・PT待 遇改善

PT身 分,待 遇 問題 ・業務制 限,開 業権 につ いて

定款改定 ・第2条 ・第36条 ・事務所変更並びに評議員選出方法について

PT助 手 の問題 ・地域 リハ ビ リテーシ ョンの活動 方向 につ いて

2級PT問 題 ・診療報酬改定の件 ・理学療法士要精校設置について

"臨床理学療法"誌 の件 ・現職講習会 ・事務局常勤職員

老人保健法と職域拡大 ・大学制度問題

義肢装具士身分法について・保健事業について ・定款細則改正

診療報酬改正に伴う件 ・義肢装具士法案 ・業務独占の問題 ・会費1000円 の値上げ

39
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各部 ・各委員会の変遷

各部 ・各委員会の変遷の調査に当っては次の手順にそった。

1.発 足順に列挙した。

2.活 動内容は主として代議員会,総 会資料によった。

3.各 組織部長,委 員長氏名は別に役員一覧の項に掲載 し,

会則審議委員会

(昭和42年 度～昭和44年 度)

年 度 活 動 内 容

昭和42 ・定款及び(案)を 掲載

・規約改正草案作成 し,「公益法人の理論と実務」により修正案を作 り理事会へ

昭和44 ・定款細則の学会に関する項の中で
,各 分科会における評議員の選出方法の検討

・監事に関 して定款の現行と案の対照

・事務局及び事務局長を設置することを決定

規約審議委員会

(昭和45年 度 ～)

年 度 活 動 内 容

昭和45 ・定款の変更

昭和46 ・委員会の委嘱

・定款及び細則改正案の作成

・報告書提出

・社団法人日本理学療法士協会設立総会に報告及び説明

・問題点についての審議

・同報告書提出

昭和47 ・委員の委嘱

・定款細則改定案作成

・賛助会員制度規定案作成

・報告書提出(上 記)

昭和48 ・委員の委嘱

・定款細則改正案作成(選 挙に関する諸規定及び選挙実施上の問題点)

・慶弔規定案作成

・答申書提出(定 款細則改正案及び慶弔規定案)

昭和49 ・委員の委嘱

・定款細則改正案作成(会 員
,選 挙規定)

・答申書作成(定 款細則改正案)

昭和51 ・学会に関する規定細則の検討
,総 会への提出

・学会規約
,学 会評議員先行規定案も同時提出



41

昭和52 ・答申

1:外 人会員制度一規定できない

:学生会員制度一規定できない,理 事会で内部処理を

2:感 謝状,表 彰状,褒 章等の推薦基準

3:協 会定款細則の一部改正 と削除の件

昭和55 ・答申

1:日 本理学療法士協会,定 款細則の改正案

:会 員に関する項

:会 員は,会 員の勤務する都道府県の士会に所属する

昭和58

騨難撫三一 一
昭和59 ・会 長 よ り

繍 藷:三]欝 盟緩タ羨灘 灘 灘 墨
昭和60 ・定款改正及び定款細則改正案については,組 織検討委員会と協議の上,理 事会に提出 した

身分保険対策委員会

(昭和48年 度 ～昭和49年 度)

年 度 活 動 内 容

昭和48 ・ 「理学療法士の待遇改善に関する陳情書」提出

・理学療法点数の基礎算出法の検討

・「国立リハビリテーションセンター設立に関する要望書」提出

・社会党及び全国保険医団体連合会等の主催する会議に出席並びに意見陳述

・名称独占の厳守を求める要望書提出

昭和49 ・保険点数について

:診療報酬点数の解釈等につき保険局長に公開質問状提出

:現行理学療法点数の大幅引 き上げ、並びに中枢神経疾患評価料の新設について要望書を提

出

・業務独占に向う方向づけについての試案作成

・国家公務員 ,地 方公務員につ き調整額を検討

身 分 部

(昭和50年 度 より身分部に組織 を改めた)

年 度 活 動 内 容

昭和50 ・国立 リハ ビリテーションセンターに対する要望書の作成 と配布

・業務制限に関する基礎資料の作成

・身分制度に対する意向調査

・討論会の開催

・新卒PTの 格付けに対する要望書の作成
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昭和51 身分問題に関するビジョン討論会の開催

・身分に関するブロック懇談会開催(関 東ブロック)

・OT協 会 との懇談会

昭和52 ・日本医療技術者団体協議会に参加 し
,身 分問題に関して共闘出来得るか協議中。

昭和53 ・国家公務員給与3等 級頭打を2等 級に昇格させるべく人事院に要望書を提出

・国家公務員技師長制度新設を人事院
,厚 生省,文 部省に要望 した。

・国公立病院に於ける主任の実態を調査部と協力しアンケー ト方式により調査 した
。

昭和54 ・無資格理学療法従事者を主体とする関係団体による政治的働 きかけに対応するため特別委員

会 を組織 し,関 係機関団体等への情報収集,陳 情,協 会員への働きかけ等の活動 を行った。

・身分,教 育制度審議会の設置を本部に要請した。

昭和55 ・国家公務員たるPTの 「初号制限」 と,施 設問に於ける待遇格差をなくせとの要望に対処す

る 。

・PT助 手の身分制度化問題を消滅させるべ く適切な処置を行 う

以上の2点 に重点を置き活動 した。

昭和56 ・一般身分渉外活動

:一 般市民への啓蒙活動

・会員身分渉外活動

:「 国家公務員理学療法士 ・作業療法士の待遇改善に関する要望書」を作成 し厚生省,文 部

省,人 事院に提出

:国家公務員初号問題

:国 家公務員PT・OT2等 級確立運動

・長期的活動

:開 業権

:業 務独占 資料収集

:四年制大学制度の確立

昭和57 ・開業権,業 務独占等に必要な資料収集及び翻訳,整 理の作業

・調整額獲得のための調査(医 師,看 護婦等ヘアンケート)

・四年制大学制度に必要な資料収集,翻 訳,整 理の作業

・突発するPT身 分渉外問題に対応

・国家公務員の初号問題及び2等 級確立に対する運動継続

昭和58 ・業務独占,開 業権推進委員会

:業 務独占,開 業権に関する資料収集と会員への啓蒙の為協会ニュースに資料掲載

・待遇改善委員会

:待 遇改善に関する資料等の収集,整 理

・四年制大学推進委員会

:医療短大三年制を四年制大学に昇格する目的として活動

・突発するPT身 分渉外問題への対応

昭和59 ・業務独占,開 業権推進委員会

:業務独占,開 業権に関する資料を協会ニュースに掲載(5回)

:業務独占に関する資料の収集

:義肢装具士資格制度に関する検討(答 申)

:上記答申及び検討内容の"理 学療法学"へ の掲載

:業 務独占,開 業権に関するアンケー ト調査

・待遇改善委員会

:2等 級受給者及び技師長(国 家公務員)の 調査

:調整額支給要望書作成

:経験加算改善及び初号制限撤廃の要望書作成
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昭和60

:義 肢装具士(仮 称)日 本理学療法士協会検討案の整理,配 布

・四年制大学推進委員会

:海 外の教育制度についての資料収集

:資 料をまとめ,広 報部に提出

・一般身分渉外として,突 発するPT身 分渉外問題への対応

:義 肢装具士(仮 称)資 格制度確立の要望書(日 本義肢協会)に 関して検討 し,答 申を"理

学療法学"に 掲載

:診 療報酬の改正にあた り,保 険部 と共同で対応 した

・第1回 全国身分部長会議の開催

・業務独占
,開 業権推進部会

:開 業権,独 占権に関するアンケー ト調査の整理

:ニ ュース118号[身 分をめぐる諸問題」解説掲載

:身分資格に関する歴史的経過事実について資料収集,記 録作成中

:そ の他関係資料収集

・待遇改善部会

:人事院勧告に伴 う等級機構の再編成について資料収集 し報告書作成

:他 団体で保険点数改正の動きがあ り,こ れに対すべく資料を収集 し保険部等と公開質問状

を作成 し,関 係団体に提出

:初 号制限調整額の現状把握のための調査

:初 号制限及び経験加算に関する要望書を提出

:人 事院勧告に伴 う等級機構の再編後の問題点,男 女平等雇用法施行に伴う問題点等の資料

収集

・四年制大学推進部会

:「 米国におけるPT教 育制度の推移」一 四年制から六年制へ一 協会ニュースに掲載,

引 き続き調査

:国 内四年制看護学校のカリキュラムについて調査継続中(協 会ニュースに発表)

:米 国以外の諸外国PT教 育制度について調査継続中(協 会ニュースに発表)

・類似職種身分対応部会

:理 学療法と医療行為

:理 学療法と医療類似行為 調査
した:養護教員

:資 格制度のない隣接 した職種

・突発身分対応部会

:現 在考えられる諸問題に対する資料の収集 と検討

:身 分部の各部会と連絡を取 りながら,突 発的な問題に対応 した

・保険対応部会

:協 会保険部会に出席 し,今 後の保険点数要望書作成について討議 した

:身 分部会待遇改善部会長と今後の保険点数改正要望について検討 し資料提出

:保 険部長より保険に関 してアンケー ト要旨作成の協力及び資料提出

:OT協 会編 「作業療法部門解説ガイ ド'85」資料を検討 し,資 料を保険部に提出

:保 険部のアンケー ト発送について打ち合わせ及び協力

・その他の主たる活動

:昭 和60年 度全国身分部,保 険部,渉 外部三部合同部長会議

:国 民医療を守る全国病院大会参加

:保険改正等に伴う団体の情報及び資料収集

:日本におけるPT助 手の扱いについての検討

:保 険部,身 分部両部の共通問題に対する対応

:そ の他各身分部部会の事業活動調整及び対応



44

保 険 B立口

(昭和50年 度 より保険部に組織を改めた)

年 度 活 動 内 容

昭和50 ・身分,保 険対策委員会 より引 き継 ぎをうける

・診療報酬点数の大幅引 き上げ,理 学療法関係検査料の改正又は新設,項 目の新設等を審議検

討

・理学療法関係の診療報酬点数について,協 会三役 と調整の上,要 望書作成 し,関 係各方面に

提出

・日本医師会並び日本 リハビリテーション医学会の診療報酬点数関係の担当者と話 し合い

昭和51 ・診療報酬請求に関し,リ ハ医学会保険点数関係担当者との懇談,厚 生省との話 し合い,担 当

技官の東大 リハ部の視察実現等の活動を進めた

・全国公私立病院連盟主催の総決起集会に参加し,診 療報酬点数の改善を求める活動を行 った

・士会長 レベルでの診療報酬に係るアンケー ト調査

昭和52 ・診療報酬引 き上げに関する要望書の原案を作成。要望内容の修正の後,最 終要望書を作成,

関係方面に発送。会長と共に陳情に回る一方,早 期実施を国会に要請

・53年2月 ,保 険点数の改訂が実施された

昭和53 ・理学療法関係保険点数引き上げに関する要望書 を作成 し,厚 生省,中 医協,リ ハ医学会に陳

情

昭和54 ・第1回 部会(9/13・ 大阪)

:「 身体障害運動療法」の点数運用方法の検討

:「 理 ・作 ・療法」の特集診療報酬の掲載内容の検討

・第2回 部会(2/28・ 大阪)

:「 理 ・作 ・療法」の特集"診 療報酬"に ついての内容検討

:診 療報酬の検討,在 宅訪問PTの 問題,医 療の場,福 祉行政の場におけるPTの 問題の検

討

昭和55 ・広島総会,代 議委員会の提起

・今次の診療報酬改定に備えて,要 望書や,資 料の提出等の活動

(現時点の感触では,技 術料のかなりの引 き上げという形で診療報酬改定が行われるだろう

との見通 しをもっている。今後も,基 本技術料の引 き上げに向けて進みたい。)

昭和56 ・京都総会,代 議員会における士会提出議題について,協 会ニュースNo.90に 回答
・診療報酬改正について

,全 国会員からの問い会わせに,個 別に回答した

・部会活動

:文 書による部員の意見提出

:文 書,電 話連絡による情報交換

:正 副部長会

昭和57 ・診療報酬改定に関する要望書提出

昭和58 ・診療報酬改定要望書提出

・保険請求の疑義の対応

・「保険診療11月 号」の花井論文に対 し意見交換

昭和59 ・診療報酬について,1月 に続き,12月1日 付け 「指導料」についての要望書提出(協 会ニュー

スNo.112)

・昭和60年3月 改正の問題点を理事会で検討の結果、本旨を厚生省に質問した

(協会ニュースNo.113)

・ア ンケー ト(全 国士会長会議)回 収率62%

・全 国公私病院連盟から,医 療職能団体として診療報酬改定要求書
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昭和60 ・診療報酬改定に関する要望書提出

・理学療法士の身分,資 格に関する公開質問状提出

・広報

:「 診療報酬に関する動きについて」(協 会ニュースNo.115)

:「 身分,資 格に関する公開質問状,及 び診療報酬改定要望書」

(協会ニュースNo.116)

:「 国民医療を守る全国病院大会参加」(協会ニュースNo.117)

:「 保険部だより=社 会保険医療の機構」(協会ニュースNo.118)

:「 改定診療報酬について」(協 会ニュースNo.119)

・病院診療報酬適性化推進会議出席

・国民医療を守る全国病院大会出席

・アンケート:回 収率72 .9%集 計作業中

東京都特別養護老人ホーム派遣部会

(昭和46年 度 ～昭和47年 度)

年 度 活 動 内 容

昭和46 ・昭和46年4月 ,理 事会で発足承認 される

・特養におけるPT・OTの 必要性検討

・昭和46年5月 ,第1回 研修会開催

・昭和46年 度派遣PT数26名 ,19施 設 の業務実施,特 別に2名 が大島老人ホームに派遣

・昭和46年11月 ,第2回 研修会(OTと 合 同)

・昭和47年3月 ,特 養施設長会議出席

・昭和47年 度の業務継続事業 として東京都側とOT協 会施設職員合同の検討会開催

昭和47 ・昭和47年4月 ,第1回 研修会開催

・昭和47年9月 ,第2回 研修会開催

・ 「特養の理学療法実態調査」実施 し,結 果を理事会に報告

・理事会答申は,

1.契 約 は施設 とPT個 人が行 う

2.事 務業務は東京都が行う

3.都 にPT,医 師,都 職員の三者より委員会を結成し、監査指導にあたる

・理事会を通 して東京都と協議 し来年度契約は施設 とPT個 人との契約となった

・協会 と都 との契約は今年度で解消

老 人 福 祉 部

(昭和55年 度 ～)

年 度 活 動 内 容

昭和55 ・老人部発足準備委員会報告

・老人部発足準備の年として,既 存文献,資 料等により病弱,身 障老人の実態把握に努めた

・厚生省社会局老人福祉課 を訪問し,全 国の特別養護老人ホームへ 「機能回復訓練士」の雇い

上げ費を昭和56年 より計上 していることの実情の把握を行った

昭和56 ・特別養護老人ホーム理学療法及び地域 リハビリテーション活動実施状況に関する調査の実施

昭和57 ・老人保健法(特 に保健事業)の 情報入手
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昭和58 ・老人保健法実施状況調査結果集計

・日本学術会議主催 「高齢者問題について」シンポジウム出席

・東社協会議出席

・教育部門における老人保健法等に関する実態調査アンケー ト発送

昭和59 ・教育部門における老人保健法等に関する実態調査アンケー ト集計

・PT白 書"老 人問題と理学療法"原 稿投稿

・各都道府県における老人福祉施策の概要,資 料収集

・老人部会の開催

昭和60 ・いわゆる中間施設構想に対する部の意見をまとめ厚生大臣に提出
'

・「機能訓練マニュアル」として地域 リハシリーズを老人部が企画,"理 学療法学"に 掲載

・全国老人問題連絡会(全 老連)の 委員名簿作成,連 絡網整備
・老健法に基づく機能訓練事業に関する調査を名士会に依頼

・60年度福祉事業の概要,報 告書 を収集

・東京都老人保健事業調査委員会の機能訓練マニュアル作成に協力

大学制度化対策委員会

(昭和47年 度～昭和48年 度 ・昭和50年 度)

年 度 活 動 内 容

昭和48 ・本委員会はOT協 会と合同委員会で活動

・6回 の合同委員会をもち,運 動方針の決定 と運動実施

5月:PT・OTの 四年制大学における教育の是非 とその実現の可能性の打診並びにその方法

につき各界の意見を聞く

6月:国 会議員,大 学各校の教授,リ バビリ医学会の役員に働きかけ

7月:PT協 会で問題になったPT養 成校の件に関連 して,協 会長代行に対 し,諮 問 ・答申を

行った

昭和50 ・保健大学構想以外に,岡 山地区,北 海道地区において大学設置の動きがあり,そ の情報収集

・九州地区に発足する産業医科大学におけるPT科 設置に関する可能性について情報収集

理学療法白書委員会

(昭和55年 度 ～)

年 度 活 動 内 容

昭和56 昭和56年6月 理事会で委員会の新設が承認される

・委員会開催5回

:白書作成について,骨 子作成

:理学療法の定義,領 域についての討議

:理学療法 ・理学療法士に関する問題点について

・資料収集作業

昭和57 ・事業計画の検討

・白書骨子の作成

・アンケー ト調査方法
,デ ータ処理方法の検討

・ア ンケ ー ト項 目作 成

・アンケー ト調査実施
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・回収データの整理 ,ま とめ作業

・白書出版手段
,経 費の検討

・PT必 要数の基礎資料の収集

・白書に必要なその他の資料の収集

・来年度の事業計画予定の検討

昭和58 ・アンケー ト調査集計作業

・理学療法士必要数に関する調査実施,集 計作業

・理学療法白書
,編 集作業

昭和59 ・ 「理学療法白書」発刊に向けての作業

・「理学療法士実態調査」データの集計,整 理作業

昭和60 ・昭 和60年9月1日 付 発 刊 され る ,B5版205頁,7000部 印 刷

・ 「白書 」 配 布一5308部(会 員4155名)

・訂 正 個 所 の チ ェ ッ ク及 び 内容 の再 チ ェ ック,ア ンケ ー ト調査

組織検討委員会

(昭和56年 度 ～)

年 度

昭和56

昭和57

昭和58

昭和59

昭和60

活 動 内 容

・基本方針

:委 員会の性格を諮問委員会とする

:委 員会の経過報告は理事会へする

:昭 和57年 度の全国研修会における全国士会長,理 事会へ案を提出

:昭 和58年 度の総会にまとまった案 を提出

・検討事項

:看 護協会の組織を参考にして検討

:当 協会の地方ブロックの再編成の必要性検討

:学 会と協会の関係について検討

・各部局,委 員会の分掌事項を明確にする

・組織図の作成

・各部局委員会間調整機能を明確に設ける

・常任理事(会) ,地 方理事の明確化

・地方ブロックの再検討

・代議員の役割を明確 にする

・委員会(例 えば,常 設委員会,特 設委員会)の 性格について

・学会について

8項 目の検討

・昭和57年 度の8項 目の整理と検討

:各 部局,委 員会の調整役は会長,副 会長がつ とめる

:協 会組織図承認される

・定款細則について検討を加え
,委 員会(案)を 会長へ答申

・規約審議委員会へ参加 し
,協 会定款の全面見直 し,細 則の改正について協議 した

・組織運営上の問題点を協議した

・協会運営に伴う組織編成について検討

・規約審議委員会と協議の上,定 款改正案の作成 亀

・協会ニュース等で,定 款ならびに細則の改正を会員へ報告
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身障スポーツ委員会

(昭和56年 度 ～昭和59年 度)

年 度 活 動 内 容

昭和56 ・昭和56年8月 発足

昭和57 ・会員のスポーツ領域に対するニーズに対 し

:ス ポーッ外傷の理学療法

:障 害者のスポーッ活動を介 した体力の獲得等生活の援助に焦点を当て,理 学療法業務の範

囲の拡大 と共に,体 育等を専修 した同種業務担当者と共存共栄することの必要性を確認し

た。

:身 障スポーッ委員会の活動 と将来の展望,"臨 床理学療法"Vol.9 ,No.31982に 掲載

昭和58 ・第36回 現職者講習会(学 術部)を 担当

昭和59 ・ 「スポーッ委員会」に変更

・ 「理学療法(士)と スポーッ」につき
,委 員会報告 まとめ,第7回 理事会の席上,会 長に提

出

会 館 建 設 委 員 会

(昭和57年 度 ～)

年 度 活 動 内 容

昭和57 ・昭和55年 の総会で可決承認を受け
,委 員会設置される

・会館建設委員会答申

昭和58 ・会館の積立金(資 金計画)及 び建設を推進するうえでの諸問題を検討(建 設用地の早期確保
,

建設規模等)

昭和59 ・会館建設用地確保のための基礎資金額(目 標1億 円)を 検討し具申

昭和60 ・ 「趣意書」を作成 し募金活動を行
った

・会館建設に関する調査

・「会館建設の必要性について」機関誌に掲載Vol
.13No.2

基本問題検討委員会

(昭和60年 度 ～)

年 度 活 動 内 容

昭和60 ・昭和59年 度総会において
,委 員会設置が提案 され,昭 和60年 度総会で予算がつく

・委員長は協会長
,委 員は12名 任命

・当面は,各 委員会の意見の交換 を進め,法 の見直 し作業,協 会の長期的方針や取 り組みにつ

いて検討を進める
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協会財務の変遷

一般会計,学 会,研 修会の予算および決算の詳細は総会資料 に記載 されている。

協会設立20年 後の一般会計の決算は初年度(昭 和41年 度)の 約80倍 の6千 万円以上である。会計

処理 として昭和53年 より単式簿記より複式簿記に移行 し,54年 度から複式簿記による収支決算と

なった。また,昭 和56年 度より会計 を専門とする税理士(相 沢健雄氏)の 指導で公益法人としての

会計処理が行われている。

会館建設積立金は昭和55年 度 より会員1人 について1,000円 の積み立てを行 っている。現在富士

銀行に4,532,624円,日 本興業3,013,810円,東 洋信託に9,555,476円 合計17,101,910円 が積み立

てられている。

学会奨励金の前身は矢郷・基金である。矢郷基金は昭和48年11月4日 に故矢郷弥太郎元協会長夫人

富佐子氏より寄付があ り,そ の全額を積み立てた。その利息で昭和50年 度より秀れた研究と業績 を

あげ,他 の研究の模範 となるものに対 して矢郷賞が授与 されている。矢郷基金は昭和51年 に学会奨

励金 と改まった。学会,研 修会からの寄付および個人からの寄付(高 村益次郎,後 藤修司,東 岩清,

ミセス ・ローソン,千 代田ライオンズクラブ)に より現在400万 円の国債がある。

協会基金は昭和57年 度 よりはじまり,利 息で協会の活動,理 学療法の向上,発 展に顕著な功績の

あったものを表彰する費用にあてている。現在300万 円の国債がある。
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本協会の倫理規定

日本理学療法士協会に倫理規定の作成 を目的に倫理規定委員会を設けることが昭和49年 の第9回

学会(名 古屋)時 に開催された総会で承認 された。委員会のメンバーは以下の通 りであった。

委員長:田 村 美枝子

委 員:鈴 木 正彦 金子 誠喜 奈良 勲

その後,委 員会では倫理規定案作成にあたり,WCPT,U.S.A.等 の倫理規定,ヒ ポクラテスの誓

いをはじめ,医 学倫理に関する文献を参考にして倫理規定案の作成に向けて検討 した。

昭和51年 には海外留学のため,田 村氏が委員を辞任,52年 には同じ理由で金子氏が委員を辞任 し

た。よって,51年 より委員長が奈良氏になり,52年 度以降の委員のメンバーは以下の通 りとなった。

委員長:奈 良 勲

委 員:山 下 隆昭 中屋 久長 細田 多穂 福田 修 武富 由雄

昭和52年7月1日 発行の協会ニュース(No.69)に 倫理規定案を掲載 し協会会員の意見を得た後,

再度委員会で検討を加え,53年 に第13回高知学会時の代議員会で審議され、最終的には総会におい

て承認 された。倫理規定委員会は当初の目的を達成 したとのことで,解 散され現在に至る。

昭和53年 度に協会の倫理規定が定められてから9年(62年 度で)に なるが,協 会の流れをみてい

ずれ改正される必要 もあろう。また,会 員に倫理規定10の 原則に関連するような事件が生 じた場合,

それに対 し即座 に対応出来るように,常 時倫理規定委員会 を設けておく必要があろう。
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昭和54年4月1日

日本理学療法士協会倫理規定

(前文)

今 日,分 化,高 度化する医療にあって,リ ハ ビリテーションの_,_を 担 う理学療法士の期待に対

し,応 えることの責任は極めて大きい。理学療法士は,こ の重責を十分に認識 し,こ れに応えるた

めに,理 学療法を業とする個人として,あ るいはその団体(協 会)と して社会や市民に対 し不断の

努力 と善意をもって寄与するよう傾注することが望まれる。

ここに我々は,決 意を新たにし,こ の目標を達成するため次の原則 を掲げる。

1.理 学療法士は患者の国籍,人 種民族,宗 教,文 化,思 想信条,門 地,社 会的地位,性 別など

のいかんにより医療行為の差別 をしない。

2.理 学療法士はその業の目的と限界 と責任の認識のうえにたち医療に携わるものであ り,医 師

の処方の もとに患者の治療 と指導に当る。

3.理 学療法士は患者の医療,福 祉に寄与するために,常 に高水準の専門的知識と技術の習得,

維持に努め,こ れを実践に生かす。

4.理 学療法士は,他 の医療従事者 と誠実に協力 し,そ の責任 を果 し医療チーム全員に対する患

者の信頼を維持する。

5.理 学療法士 は,患 者の人間性を尊重 し,業 務上知 り得た患者資料及び情報については,法 令

に違背することな く特別な事情のない限 り,秘 密を守 り,関 係者以外の者に漏らさない。

6.理 学療法士 は,企 業の営利 目的に関与 しない。

7.理 学療法士は,医 療行為に対する正当な報酬以外の要求をしたり収受 しない。

8.理 学療法士の活動は,病 院 ・施設内にのみ留 まらず,広 く公衆衛生,保 健,地 域活動の向上

にも関与 し,社 会の理学療法士への要求に答えるよう努力する。

9.理 学療法士は,後 進の育成に関心を示 し,教 育水準の向上を図るよう努力する。

10.理 学療法士は,こ こに述べた規定に反する行為が患者に不利益をもたらすことをわきまえ,

それらの行為については正式機関に報告 し,適 切な処置が とられるようにする。



日本理学療法士学会の変遷
(敬称略)

学会開催 開 催 地
特別講演 その他特別企画

一 般

参加数
年月日 学 会 長 演題数

1回 東京 OPT部 門 の管理 と運営 について ○各病院におけるPT管 理の実際 0 60

1966. 遠藤文雄 (佐久 間穣爾) (後藤宜久.宮 腰正雄.保 田良彦.

10.8.9 ○片麻痺のリハビリテーションにつ 山崎勉)

いて(上 田 敏) ○治療器具の正 しい取 り扱いについ

○片麻痺患者のテストと評価につい て(司 会 佐 久 間 穣 爾,B.ナ ッ

て(M.リ ド レー) シュ)(駒 沢治夫,渡 辺昭二,山

崎 忠)

2回 大阪 ○末梢神経の損傷(小 谷 勉) 5 100

1967 岩本 敬 ○呼吸器疾患に対する理学療法

6.17.18 (ジ ー ン ・ワ ー ド)

3回 東京 ○理学療法における寒冷の応用治療 26 300

1968. 矢郷 に つ い て(R.L.ナ ン リ ー)

5.31-一 一一 彌太郎 ○下肢切断の諸問題(佐 藤和男)

6.1

4回 神戸 ○最近に於ける義肢進歩の動向(澤 35 500

1969. 平川教次 村誠志)

6.7.8 ○何処へ行 く日本のリハ ビリテー

シ ョ ン(B.ナ ッ シ ュ)

○水治療法(大 塚哲也)

○進行性筋ジス トロフィー症に対す

る リハ ビ リテ ー シ ョン(野 島元 雄)

○筋性斜頸の治療経験(笠 井実人)

5回 福島 ○片麻痺のリハビリテーション ○シンポジウム 片麻痺の装具 49 700

1970. 山口二郎 (荻島秀男) ・装具の力学(松 沢 正)

9.14.15 ○頸部症候群(吉 田赴夫) ・片麻痺の装具(伊 藤 求)

○運動のエレク トロニクス(塚 原 ・片マヒの装具について(田 原澄

進) 彦)

○足 と歩行(鈴 木良平) ・片麻痺の装具についての問題点

(武富由雄)

・C .V.A.片 麻 痺 患 者 の 下 肢 再 建

術 とBrace(細 田 多穂)

・分科会第6回 世界理学療法連盟

国際会議報告並に欧州リハビリ

テ ー シ ョ ン施 設 に つ いて(関 川

博)

6回 東京 ○臨床医学研究論(砂 原茂一) ○ シンポジウムPTの 現場における 35 550

1971. 谷岡 淳 ○生体における制御機構 教育(司 会 伊藤直栄)

6.21.22 (石川友衛) (遠藤文雄,山 本和儀,福 屋靖子,

山 田 長 一,藤 本 欽 也,谷 岡 淳,

1古 川良三,山 下隆昭)
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1[IIOセ ミナー1臨 床教育 についてll

(司会 松村 秩)

(和才嘉昭,井 野省三,野 村博行,

中村利文,八 木与志雄,栗 原延子,

山下隆昭)

○ セ ミナーH外 来指導の問題点

(司会 駒沢治夫)(保 田良彦,瀬

岡睦子,篠 田晃子,稲 井田秀雄)

○セ ミナー皿 医師とPTと の関係

(司会 谷岡 淳)

(武富由雄,鈴 木 愉,鈴 木貞夫)

7回 北九州 ○神経系の異常による小児骨格体系 ○セミナーPT部 門の運営上の問題 48 600

1972. 和才嘉昭 の変形(高 松鶴吉) 点(司 会 野本 卓)

6.12.13 ○特殊環境における生活とデザイン (関川 博,福 屋靖子,山 本和儀,

(古賀唯夫) 細川忠義,園 田 実,池 辺正治)

○ セ ミナ ー リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン

チ ー ム に お け るPTと 他 のパ ラ メ

デ ィカ ル ・ス タ ッフ との コ ミ ュニ

ケ ー シ ョ ン に つ い て(司 会 下 畑

博正)

(高浜晶彦,池 田俊雄,山 川哲也,

吉良 勲,境 つもえ,田 上美津子)

8回 大阪 ○シンポジウム 理学療法士の壁一 52 700

1973. 浅野達雄 わ が 国 にお け る リハ ビ リテ ー シ ョ

4.14.15 ンの流れの中で一(司 会 荻島秀

男)

・身体障害者福祉行政の立場から

(河野康徳)
・特殊教育の立場から(上田信一)

・脊 損 者 に み る リハ ビ リテ ー シ ョ

ンの問題点一理学療法士の立場

か ら一(一 柳 勝 治)

・わ が 国 に お け る リ ハ ビ リ テ ー

ションの流れの中で(兵庫宏明)

・理学療法士の壁(寺 山久美子)

・患 者 と の真 の 共 闘 を 一PTの 壁

破 りの道(長 倉 功)

・コ ミュニ テ ィー機 能 維 持(安 井

平吉)

・肢体不自由児通園施設 とPTの

問題について(早 川義貞)

・私が感ずる問題点(一 般病院で

の立場)(旭 輝雄)

9回 名古屋 ○症例検討1.五 十肩(司 会 武富 60 50

1974. 古川良三 由雄)

5.11.12 ・全国アンケー ト調査(野 々垣嘉

男)
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・肩関節運動制限を伴 った"五 十 i

肩"(小 島 泉)
1

・Painfulshoulderで 観 血 治 療 を

行った症例(川 畑義光)

・肩関節周囲炎で入院の経過 を要

した症例(梅 村正一)

○症例検討 Ⅱ.腰痛(司 会 和才嘉昭)

・腰椎椎間板ヘルニアの症例(術

後理学療法を中心 として)(浜

口丈夫)

・いわゆる腰痛症(姿 勢性)の 症

例報告(恒 川俊彦)
・変形性脊椎症による腰痛を愁訴

とした1症 例(赤 堀元美)

・腰痛症の理学療法に関するアン

ケー ト報告(浜 口丈夫)

○ パ ネ ル デ ィス カ ッシ ョン リハ ビ

リテーション工学一特に筋力測定

を中心に(司 会 土屋和夫)

・リハ ビ リテ ー シ ョン工 学 にお け

る非専門家の初歩的な失敗につ

いて(明 石 謙)

・筋力及び筋持久力についての一

考察(嶋 田智明)

・徒手筋力検査の問題点(遠 藤文

雄)

・筋力測定 と心理的因子(金 子

翼)

・筋収縮の動特性パターン測定へ

の一提言(田 中 理)

・リハ ビ リテ ー シ ョン工 学 の 方 法

論(土 屋和夫)

10回 東京 ○患者治療その自然科学的側面より ○ ク リニ カ ル デ ィス カ ッシ ョ ン 義 71 750

1975. 後藤宜久 (津山直一) 足10年 のあゆみ(司 会 細田多穂)

5.16.17 ○患者治療その社会科学的側面より ・PTの 立場より(篠 原英二)

(沢口 進) ・PTと 義肢製作者との間の問題

点(遠 藤芳郎)

・義肢製作者の立場より(石 倉祐

二)

・義肢部品製作者の立場より(小

原正二郎)

・医師の立場 より(佐 藤和男)

○ シンポジウム 神経生理学的アブ

ローチ10年 のあゆみ(司 会 和才

嘉昭)

・ブル ンス トロ ー ム の評 価 を 中心

として一その発展の過程と限界

(松村 秩)
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・ボバ ー ス ・テ クニ ック に焦 点 を

合わせ(紀 伊克昌)

・神経生理学的治療体系の統合一

特に片マヒ患者について一(奈

良 勲)

・神経の生理学的訓練方法の今昔

(芹沢勝助)

・医師の立場より(竹 内孝仁)

11回 仙台 ○老人患者への接 し方(田 中多聞) ○業務制限に関するビジョン討論会 101 1000

1976. 浜島良知 ○脳外科疾患とリハビリテーション (司会 一柳勝治)

6.11.12 (鈴木二郎) ・ 〃(三 浦 時男)

・ 〃(松 為 信 二)

・通院者のPTサ ービスの問題点

(喜田義次)

○ シンポジウム 老人 と福祉医療

(司会 浜島良知)(駒 沢治夫,花

村 都,足 利貴子,佐 々木ヒロ子,

藤咲 通)

12回 札幌 ○地域社会と理学療法士の使命(河 ○シンポジウム 地域医療と理学療 121 526

1977. 山内孝彦 邨文一郎) 法(司 会 山内孝彦)

6.9.10 脊柱側轡症の治療一特に理学療法に ・地域医療とPT活 動(村 瀬和夫)

関 して(松 野誠夫) ・地域医療と理学療法(細 田多穂)

・洞爺協会病院リハセンターの地

域活動の経験(山 田 晃)

・肢体不 自由児施設の立場か ら

(三島与志正)

・の ぞ ま しい 地 域 リハ ビ リ テ ー

ションー青森県のながれのなか

から(花 田ミキ)

・地域医療と理学療法(千 葉真二)

13回 高知 ○車イス自立への道(八 代英太) ○ シンポジウム 地域における高齢 120 808

1978. 中屋久長 ○ リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン コ ミュ ニ 者の理学療法(司 会 中屋久長)

5.17.18 テ ィー ケ アー一 地 域 リハ ビ リテ ー ・東京都におけるデイケアーサー

ション活動のために一(今 田 拓) ビスについて(香 川幸次郎)

・秋田県における在宅老人機能回

復訓練事業について(伊 藤日出

男)

・岡山県における在宅脳卒中患者

リハ ビ リテ ー シ ョン事 業 に つ い

て(片 山喜二郎)

・保健婦活動の中における集団リ

ハビリテーション(明 神辰子)

○ ビジョン討論会 十年後の理学療

法および理学療法士

(司会 奈良 勲)(芳 賀敏彦,伊 東

元,森 永敏博,北 野嘉孝,松 村

秩)
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○特別企画(会 員の一般発表 と賛助

会員による発表)

1.理 学療法と基礎研究機器及び

人間工学(司 会 藤本欽也)
・バ バ ー ドタ ン クの 問題 点 の一 考

察(加 藤 真)

・ADL訓 練用 トイレの開発(酒

井喜四郎)

H.M・Eと 理学療法機器(司 会

武富由雄)
・WeightBalanceAnalyzerに よ

る片麻痺の動的立位バランスの

評価(長 井 進)

・ア イ ソキ ネ テ ィ ック マ シ ー ンの

有用性一サイベックスHを 中心

に一(後 藤民男)

・当 社 開 発 のVasculatorの 効 能

について(川 合正規)

14回 横浜 ○遺伝子と奇形の発生(土 屋弘吉) ○ シ ンポ ジ ウム ゴ ー ル セ ッテ ィ ン 76 1186

1979. 谷島朝生 グを考える一PTの 立てた目標が

5.31 どの よ う に 生 か さ れ て い る か 一

6.1 (司会 福井囲彦)

・目標 設 定 の と ら え か た 一 ア ン

ケート調査のもとに(神 内援行)

・一般病院の立場から一急性期に

ついて一(松 瀬多計久)

・片麻痺の目標設定(高 橋輝雄)

・脳性まひの目標設定(平 昭三

郎)

・脊髄損傷の目標設定(橋 元 隆)

○セ ミナー 環境が障害者のゴール

に及ぼす影響(司 会 大川嗣雄)

・車いすの観点より(田 中 理)

・MSWの 視 点から(高 田玲子)

・就学の視点から(手 塚直樹)

15回 広島 ○上肢における腱移行術の問題点 ○シンポジウム 社会のニードと理 101 1200

5.22.23 高橋 長 (津下健哉) 学療法(司 会 鈴木正彦)

○脳の働 きからみた日本人の特徴 ・行 政 サ イ ドよ り

(角田忠信)
・教育サイ ドより(伊 藤直栄)

・広島県下における社会のニード

と理学療法(佐 々木久登)

・障害児と取組んで(佐藤スエコ)

・医師の立場から(明 石 謙)

・評論家の立場から(行 天良雄)

○特別企画 最近の骨格型義肢の動

向
・工学的側面(土 屋和夫)

・臨床的側面(青 山 孝)
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16回 京都 ○運動療法と神経生理学(有働正夫) ○シンポジウム 福祉社会への我々 153 1300

1981. 宮風隆夫 ○国際障害者年にあたって の提言(司 会 武富由雄)

5.7.8
"障害者の歴史 と当面する障害者 ・在宅の立場から(米 田睦男)

の課題"(田 中昌人) ・養護学校の養護 ・訓練から(永

木泰子)
・療育(通 園施設)の 立場から(早

川義貞)

・理学療法士のあり方(奈 良 勲)

17回 秋田 ○秋田県の脳卒中とCTか らみた脳 ○指定演題"脳 血管障害特集"(司 146 1000

1982. 貴田正秀 卒中のリハビリテーション(伊 藤 会 奈良 勲)

5.13.14 政志) ・理学療法士からみた脳血管障害

○脳血管障害の外科的治療(安 井信 診断の進歩(貴 田正秀)

之) ・脳卒中の理学療法評価と評価順

序(金 森正恭)

・脳血管障害の運動療法(半 田健

寿)

・片麻痺の治療(紀 伊克昌)

・当院における地域 リハビリ活動

の現状 と問題点(松 橋一登)

○ シンポジウム 理学療法士の志向

性(司 会 福屋靖子)

・士会活動の立場から(菅 原巳代

治)

・地域活動の立場から(駒沢治夫)

・教育の立場から(高 橋正明)

・協会活動から(松 村 秩)

18回 東京 ○科学 としての理学療法(津 山直一) ○シンポジウム 理学療法学確立を 178 1200

1983. 関川 博 ○大学教育における理学療法(連 めざして(司 会 奈良 勲)

5.12.13 衙南) ・我が国における理学療法水準の

変遷一学会発表を中心として一

(伊東 元)
・理学療法体系にみる非科学性

(山下隆昭)
・理学療法の科学性(藤 原孝之)

・国外における理学療法の科学性

(柳沢 健)

○ ナ イ トセ ミナ ー

・福祉を考える(司 会 中野裕之)

老人保健法の実施上の問題 とこ

れからの課題一特に老人保健法

施行におけるリハチームの効果

的運営について一(小 山秀夫,

山崎国治,山 崎摩耶,岩 崎テル

子,奥 村愛泉)

・成人片麻痺に対するボバースア

ブローチー上肢機能回復につい

て一(司 会 新保松雄)

(古沢正道,山 川友康,曽 根政富,

平木治朗)
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・教育を考える一学内教育と臨床

教育の調和一(司 会 中屋久長)

(武富由雄,溝 呂木忠,清 水光

芳,西 村正明,井 谷達郎)

・技 術 を考 え る 一PNF-(司 会

柳沢 健)(荻 原利昌,今井基次,

乾 公美,高 橋 護)

19回 金沢 ○学問論の新 しい動向一"臨 床"の ○シンポジウム"理 学療法学 と隣接 162 1000

1984.5 奈良 勲 意味を問う(中 村雄二郎) 学問"(司 会 山下隆昭)

17.18 ○理学療法におけるプロフェッショ ・理学療法学と工学(丸 山仁司)

ンの条件(学 会長講演 奈良 ・自然科学と理学療法(坪 井安広)

勲) ・理学療法学と医学(鈴 木 愉)

・指定発言(香 川幸次郎)(金 子

誠 喜)(ポ ー ル ・ア ン ドリュ ー)

○ ナ イ トセ ミナ ー

呼吸 ・ICUに おける呼吸管理と

理学療法(佐 藤 日出夫)

・胸部,上 腹部手術後の肺理

学療法(伊 藤直栄)
・呼吸器理学療法の確立のた

めに(荻 原新八郎)

循環 ・心筋梗塞の理学療法(奈

須田鎮雄)
・心筋梗塞の理学療法(三 船

順一郎)

・急性心筋梗塞症の理学療法

(藤沢 しげ子)

代 謝 ・糖尿病運動療法(清 光

至)

・糖尿病の概説 と運動療法

(三輪俊雄)

・糖尿病の運動療法一試案

(秋山純和,高 倉秀暢,藤

原孝之)

20回 大阪 ○疾病構造の変化と理学療法(小 野 ○シンポジウム"理 学療法士教育の 183 1655

1985.5 西本東彦 啓郎) 展望"(司 会 森永敏博)

16.17.18 記念講演 ・理学療法士の教育の変遷 と展望

○脳の可塑性(岩 間吉也) (金子誠喜)

学会長講演 ・理学療法士の卒前教育:米 国 と

021世 紀社会:福 祉 と理学療法士の 日本の比較(奈 良 勲)

役割(西 本東彦) ・理学療法士臨床教育の展望(武

富由雄)
・臨床実習指導者の立場から(菊

地延子)
・卒後教育(伊 藤直栄)

○ナイトセミナー

・小児理学療法における正常発達

の応用(河 村光俊)
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・脳卒中患者の痙性に対する運動

療法(吉 尾雅春)
・補装具 に対す る理学療法技術

(山下隆昭)

・モ ビラ イ ゼ ー シ ョン(宮 本 重 範)

○指定演題講演
・脊髄 損 傷 の リハ ビ リテ ー シ ョン

20年 と今後の方向(武 田功)

・身障スポーッ,理 学療法研究の

20年 の歩みと今後の方向(中 川

一彦)

・脳卒中一理学療法研究の歩みと

今後の研究課題(高 橋輝雄)
・脳卒中患者を対象とした地域活

動研究の20年 の歩みと今後の課

題(伊 藤 日出男)

・脳性麻痺療育体系の20年 の歩み

と今後の課題(紀 伊克昌)

21回 福岡 ○関節の知覚と運動(猪 狩 忠) ○ セ ミナ ー 184 1555

1986.5 下畑博正 ○関節メカニズムと生体力学(塚 本 ・1:肩 関節 と運動療法(司 会

14.1 行男) 大 峯三郎)(小 林靖幸,稲

○運動療法を考える(学 会長講演 垣 稔)

下畑博正) ・H:膝 関節 と運動療法(司 会

高橋精一郎)(井 原秀俊,

中山彰一)

・1Ⅱ:股 関節 と運動療法(司 会

千代丸信一)(豊 永敏宏,

松瀬多計久)

○シンポジウム"運 動療法の科学性

と将 来 性"(司 会 中 山彰 一一)

・運動療法の技術 と科学性(中 村

隆 一)

・運動療法の臨床的意義について

(長尾竜郎)

・中枢神経疾患に対する運動療法

の科学性(紀 伊克昌)

・整形外科的疾患
,特 に股関節疾

患の運動療法(武 富由雄)
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協会機関誌の変遷

日本理学療法士協会の機関誌は,設 立当初医学書院発行 「理学療法と作業療法」 を準機関誌 とし

てお り,PT協 会→ニュース掲載の為 に紙面の提供 をうけていた。 しばらくこの体制が続いたが,

昭和48年6月20日 の理事会にて,「理学療法と作業療法」誌へPT協 会ニュースの中止を申し入れた。

この件 と相前後 して,昭 和45年 に広報部 より57頁の会報 「理学療法」が発行 され,そ の後,年 一回

「会報」が出された。会員数の増加 に伴い,協 会独自の機関誌発刊の必要性が認識 され,そ の熱意

も高 まってきた。昭和48年10月 社団法人 日本理学療法士協会機関誌,「 臨床理学療法」創刊号が

発刊された。昭和49年 度より,編 集委員会 を広報部か ら独立させることになり,49年7月10日 の理

事会にて編集委員長が決定 した。全国を8地 区に分け,各 地区より参加 した地方編集委員8名 と編

集委員6名 で機関誌編集にあたることになった。

昭和49年 度会員の投稿論文2編 であり,編 集委員会の苦労はいかばかりかと推察される。昭和49

年度は臨時増刊号 を含めて,年 間4回 発行 された。機関誌の発刊状況に関しては,協 会の出版物一.

覧を参照されたい。当初は年間3回 の発行方針であった。

昭和53年 度より,そ れまで別に出されていた 「日本理学療法士学会誌」を 「臨床理学療法」とし

て,学 会担当士会 と協力 して編集発行することになった。

昭和55年,協 会創立15周 年を迎え,「臨床理学療法」では 「日本のPTの 原点を振 り返って」 と

題 して特集を組み,協 会発足の経過 とその後のあゆみをまとめた。この号に 「機関誌の意義につい

て」芳賀先生が文を寄せておられる。この中で,ア メリカPT協 会の機関誌である「PhysicalTherapy」

誌の五つの目的を紹介 している。これは我国の機関誌編集委員会の方針 として,現 在 もかかげられ

ているものである。

昭和56年 度機関誌発行が遅滞 し,57年2月 の理事会にて機関誌発行を会長に___.任した。特別編集

委員長 として会長が56・57年 と機関誌編集発行にあたった。

昭和57年,こ の年国会図書館 に国際登録誌 として登録(ISSNO287-0827)さ れるという大 きな

飛躍 を遂げた。

昭和58年,機 関誌の年間6回 の定期発行を目ざして新編集委員会が発足,編 集顧問に,砂 原茂一

先生,津 山直一先生,五 味重春先生を迎えた。

理事会の承認を経て,従 来いろいろ意見のあった 「臨床理学療法」の誌名を,昭 和59年 より 「理

学療法学」 と変更 した。PTの 活躍の場が増 えた事とあいまって,臨 床だけにとらわれずより広い

意味をもたせ,か つ,理 学療法学の確立 を願 ったものである。昭和59年 第19回金沢学会 より抄録を

かねた学会誌を 「理学療法学」のSupplementと して,学 会事務局で発行する形式をとった。これは,

他学会では採用をされているが,協 会では初めての試みであ り,そ の後踏襲されている。

昭和60年,全 国各地の臨床施設,養 成校の方に編集協力者を広 く依頼することとなった。

昭和61年 「理学療法学」掲載論文は年間30数 編とな り,学 会演題数の1割 強となって来ている。
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固有番号 と国際登録誌名 は次の通 りである。ISSNO289-3770RigakuRyohogaku

61年 度 発行部数 は5300部,機 関誌 を交換 している国は10力 国 にわた ってい る。

編集委員会予算の流れ

年 度 額(円) 協会総予算に占める比率
一

昭和49年 度 1,200,000 14.6%

50年 度 2,000,000 17.3%

51年 度 2,000,000 17.1

52年 度 2,400,000 17,1%

53年 度 3,000,000 17.9%

54年 度 3,600,000 18.1

55年度 4,400,000 16,0%

56年度 5,000,000 16.0/

57年度 4,780,000 14.5%

58年 度 5,162,000 12.4/

59年 度 6,458,000 14.3%

60年 度 7,428,000 12.7/
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理学療法士の養成に関する変遷

〈教育制度の変遷〉

昭和32年,厚 生大臣官房 に厚生行政の進め方について各局間の調整を計ることや厚生白書の編集

を目的 として企画室が設置された。昭和34年 にはそこで 「医学的リハビリテーションに関する現状

と対策」 という課題を受けた当時の参事官である大村潤四郎氏が,省 内研究会を設けた。そして医

学的 リハビリテーションに関する現状 を分析 し,リ ハビリテーション施設整備計画,専 門技術の養

成計画などの提案を盛 り込んだ中間報告が昭和37年 に出されている。

昭和38年3月,医 療制度調査会は,厚 生大臣宛に 「医療制度全般についての改善の基本方策に関

する答申」を提出している。同年38年5月 には,国 立療養所東京病院附属 リハビリテーション学院

が開校され,わ が国で初めての本格的な理学療法士,作 業療法士の専門教育機関における養成を開

始 した。厚生省は,こ の学院か ら卒業生が出るまでには,身 分法 を制定 しなければならないとして,

同年6月 に,理 学療法士,作 業療法士身分制度調査打ち合わせ会を設置している。

この打ち合わせ会は,名 称,業 務内容,資 格要件(教 育課程,試 験,免 許)に 関した意見書を同

年12月 に,厚 生大臣へ提出 している。

その後,法 案制定時に,他 団体よりの働 きかけがあり,政 府原案より相当変化 した内容の法案 と

な り,昭 和40年6月29日 に公布され,同 年8月28日 に施行された。

その後,教 育については,い くつかの答申や勧告がなされたきた。昭和45年 には,医 療関係者審

議会理学療法 ・作業療法部会から厚生大臣,文 部大臣に両分野の養成を学校教育法に基づく大学教

育に委ねることが望 ましいとの意見が出されている。

さらに,52年 には日本学術会議は 「リハビリテーションに関する教育,研 究体制について」勧告

し,そ の中で,理 学療法,作 業療法の教育は,四 年制大学でなされることが強 く望まれたが,教 育

に当たるものが確保 し難い現状では,少 数の四年制大学教育の開始 と平行 して,三 年制短期大学教

育をも発足せしめることも必要 としている。

〈本協会の教育への対策〉

昭和38年 の養成開始以来20年 を経て理学療法士の教育は,理 学療法士実態調査等で見る限 り今 日

の理学療法士教育は,良 い評価 を得ていない。

日本理学療法士協会においても,教 育水準の引き上げ,制 度の改善についていつかの対策を講じ

てきた。

昭和47年 及び昭和50年 には,厚 生省で進められていた2年 間で理学療法士 を養成 しようとする

サーティフィケイト コース案に強 く反対 し全国的な反対運動 を展開した。昭和47年3月 には,東

京都議会へ向け,設 置準備委員会が,前 年に発足 していた東京都立保健大学の開校の請願を,日 本

作業療法士協会と共に行 った。昭和56年 には理学療法士養成校設置に関する意見書を教育規定委員

会で定め教育水準の改善への提言 を示 した。
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〈学校 ・養成施設 ・養成数増加について〉

昭和38年5月 には,国 立療養所東京病院附属 リハビリテーション学院が開校 されて以来その養成

施設の増加は昭和38年 より53年までは緩やかであったが,54年 からは急増 している。

学校分類 としては,昭 和51年 に学校教育法の中に,専 修学校法が盛 り込まれるまでは,各 種学校

の区分に含 まれる養成施設のみであったが,そ れ以後は,専 修学校と,各 種学校に別れ,ま た,昭

和54年 には,学 校 として区分される短期大学が加わった。

61年12月 現在で養成校の数は45校 となった。

昭和59年 度養成定数は960人 と成ったが,田 口の調査 によれば学生に大 きな損耗率が無ければ昭

和61年 には約1000名 の卒業生が世に出ることになる。

この間,養 成校および卒業生の急増については,理 学療法士の適正な需要 と供給の観点から協会

内で,今 までのような養成校の急激な増設 を抑制すること,良 好な教育施設 を準備すること等多 く

の論議がなされ,昭 和56年 には理学療法士養成校設置に関する意見書 を教育規定委員会で作製 し教

育水準の改善への提言を行ってきたが有効な対策 とならぬまま現在 に至 っている。

〈教育期間〉

大学制度による理学療法士養成は,本 協会の宿願である。前述したが,本 協会は,大 学制度によ

る理学療法士養成に向けい くつかの請願 を行ってきた。 しか し,教 育期間は,理 学療法士 ・作業療

法士法に定め られているように,学 校 ・養成施設のほとんどが三年間である。だが,夜 間教育では

あるが,社 会医療技術学院は,四 年間としており,昼 間の養成施設では高知 リハビリテーション学

院が,昭 和50年 に四年間として今 日に至っている。

〈理学療法士養成のカリキュラム〉

理学療法士養成のカリキュラムの基本形は,厚 生省 ・文部省 ・理学療法士 ・作業療法士学校 ・養

成施設指定規則に示されているものである。当初は総時間数3300時 間であったが,昭 和47年 に一一部

改正 され2700時 間に減少 している。しか しながら,学校 ・養成施設連絡協議会理学療法部会カリキュ

ラム専門委員会のカリキュラム総時間数の昭和57年 調査 によれば,学 校 ・養成施設の総時間数は,

2700時 間を大幅に越えていることが判る。この様なカリキュラム総時間数の大 きな食い違いは適正

な教育遂行に困難を生 じるものとして,本 協会教育部においてもカリキュラム改定への検討を鋭意

進めているところである。

〈大学制度による教育養成への展望 と問題〉

前述 したが,大 学制度による理学療法士養成は,本 協会の宿願である。本協会は,大 学制度によ

る理学療法士養成に向け再三請願要望(要 望書請願書一覧参照)を 行ってきた。

文部省は,昭 和54年 に医療技術短期大学部に理学療法学科 を設置 して以来,短 期大学における理

学療法学科は,61年 度迄に12校 に成った。将来はこれらの短期大学部を大学学部に発展 させていく

構想 もあるとのことである。

しか し,大 学の中に新 しい学部学科が設置されるためには,学 内で独自に必要性が認められ,教

員をはじめとして,カ リキュラム,図 書,建 物等 に関する計画書を作成 し,文 部省に概算要求を提
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出しなければならない。これが実現に向けての第一歩であ り,こ のことのためには,学 内の関係者

の努力とともに本協会による協力かつ積極的な支援 ・指導が必要 と考えられる。

この実現のためには,以 前 より問題 となっていた大学の教員 として採用するに足る人材が少ない

ということが一層明確 となってきた。 よって大学での養成制度を実現する為には,臨 床研究等で実

績を持つ理学療法士を輩出させ ることができるように環境づ くりをすることが本協会の重要な課題

のひとつとなってきている。

〈理学療法士 ・作業療法士学校養成施設指定規則の変遷〉

昭和41年3.月30日

文部 ・厚生省令3号 理学療法士 ・作業療法士学校養成施設指定規則(以 後47,51,53,57年 に文部

省 ・厚生省令1号 により改正)

昭和41年9月14日

医務局長通知 医発1099号 理学療法士 ・作業療法士学校養成施設指定規則指導要領について

昭和47年3月21日

医務局長通知 医発442号 教員の資格及び実習施設の基準の変更

昭和55年5月24日

医務局長通知 医発529号 理学療法士 ・作業療法士学校養成施設指定規則指導要領の一部(設 置

申請者は法人であること,教 員の1週 当たりの授業担当時間数,設 備等)改 正について

昭和57年4.月23日

文 部省 ・厚生省告1号 臨床実習を行 うのに適当な診療所を定める。

昭和57年8月5日

医務局長通知 医発759号 理学療法士 ・作業療法士学校養成施設指定規則指導要領の一部(設 置

計画申請方法の変更,教 育上必要な機械器具の変更等)改 正について
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20年 間にみ る広報部活動の展開

広報部は協会設立以来,本 部の事業計画やその実施状況を会員にしらせることを本務 として活動

を行 っている。 また会員か らの声やニーズを執行側にフィー ドバ ックし,相 互の関係が円滑にすす

むよう運営 されている。

広報 としての対外活動はまだ歴史の浅い,理 学療法 ・理学療法士の啓蒙のためにあらゆる機会を

通 して,一 般社会 にアピールし,市 民権を得 られるように努力を続けている。

活動内容は協会組織の成長,発 展の中で,機 能が修正され,現 在のように協会ニュースの発行 ・

協会入会案内 ・理学療法パンフレットなどの発行を通 じて内外に向けての教宣活動が独自の役割 と

なっている。

当初の広報部活動は昭和41年 ～51年迄の10年 間は①会報を出すこと,② 学術 との学会誌の発行,

③入会案内パンフレット作成,④ 理学療法 しおりなどが主たる業務であった。

特に会報に関 しては経年的経過を得て,現 在の 「理学療法学」の前身である 「臨床理学療法」と

して創刊号が出されている。(昭和49年5月15日,協 会編集,医 学図書出版)

創刊号の編集後記では昭和49年 度は編集委員会を広報部から切 り離 し独立することになったこ

と・編集委員長も協会役員の重要なポス トとして位置づけられ,委 員会の組織強化を図 り,よ り充

実 した機関誌の編集が行えるように,よ りよい方向への発展的解消 となった。これ以後,機 関誌編

集委員会が設置されている。

1)広 報部の歴史的流れ

広報部の活動そのものがより明確に示されるようになっのは,従 来,協 会事務局扱いであった協

会ニュース発行が昭和52年 より,広 報部にバ トンタッチされてからである。

これは会員数の増加に伴 う事務処理の多種多様化,量 的問題が一因となり広報部へ移管 された。

現在,協 会ニュース発行は広報部の中心的活動 として隔月ではあるが定期的に発行 されている。

歴代の広報部長の活動方針 もニュース内容の充実化が中心 となり,会 員への投稿の呼びかけのた

めの 「云いたい放題」,患 者との対話の中でのエッセー 「患者の目」などの形で会員相互の交流を

拡げる努力がなされている。その他,会 員の組織率の向上をめざしての協会加入の呼びかけや新卒

者の各県別就職状況などが継続実施されている。

以下,協 会ニュースの足跡や広報 としての出版活動の推移,時 代 に即応 しての対外活動の変遷に

ついて述べる。

2)協 会ニュースの変遷

ニュースは昭和41年9月1日 付で第1号 が発行 されて以来,20年 を迎え,こ の間に発行 された

ニュースは昭和62年3月31日 をもって124号 となる。

ニュース発行の目的は昭和41年7月 に国立療養所東京病院附属 リハビリテーション学院内に協会

事務局が設置されてより,独 自の専門団体としての機能と協会活動の目的を正 しく啓蒙する手段 と
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して広報活動の重要性が初代遠藤文雄会長以下役員によってうち出され,ニ ュース発行の運びと

なった経緯がある。

協会設立当時は特例受験合格者の数が,養成校卒業者よりも圧倒的に多いという社会情勢の中で,

既存の類似職種である病院マ ッサージ協会(現 在の全国病院理学療法協会)と の関係の中で会員獲

得をめぐっての諸種の軋櫟があったと伝えられている。(協会ニュース100号記念特集号)

この新 しく設立された日本理学療法士協会の設立の主旨を明確にし,日 本を代表する唯一一の理学

療法士の職能団体であること,主 たる事業の中心を学術活動に重点をおき,会 員に広報するための

ニュースであることを編集の基本としてはじまっている。

20年 間のニュースの編集人の推移は1号 ～68号 までは事務局長,69号 からは広報部長 ・発行人と

して会長名で発行 されている。

年間の発行回数はほぼ毎月発行 されている時代 もあったが,25号 以後 より,年6回(6,8,10,

12,2,3月)の 隔月発行 となっている。サイズは50号 まではB4,タ ブロイド版,51号 以後から

はB5サ イズに統一 された。

発行部数は会員数の増加 と共に推移 し,昭 和62年 度の予算計画では6000部 を計上,今 後も部数は

確実に増加することが予測 される。

3)協 会ニュース内容の推移

1号 ～125号 迄の歴史は協会活動の足跡であり,年 表作成のための重要な資料に値するものであ

る。

誌面から過去の協会の歴史を垣間みられ,歴 史の積み重ねの20年 であることが実感される。

この歴史の流れの中でリハビリテーション医学や医療の動向 ・変遷 も伝わり,奇 しくも20年目を

迎えた今 日,協 会が直面している大 きな問題である 「運動療法施設規準一部改正に関する要望書」

の内容で関連医学会が理学療法士以外のもので も診療報酬を得 ようとする一連の動 きをみるにつ

け,こ れ迄の関連医学会との協調が昔 日の夢の如 くに脳裏を寄ぎるのは,こ れも医療社会福祉環境

をとりまく社会情勢の大いなる変化 と見 るべ きであろうか?現 在の会員 と共に考え,共 に歩むた

めの報道姿勢を貫 くことの難 しさをどう解決 していくべ きか,こ れからの広報活動の課題であろう。

4)協 会発行物の推移

協会発行物は協会ニュース,機 関誌である理学療法学,学 会誌,全 国研修会誌などの主要なもの

の他,会 員名簿,別 刷,代 議員会,総 会資料など多岐にわたり,現 在では所管下の責任出版の形が

とられている。

その他のものは各講習会後の別刷,協 会入会案内,理 学療法パンフレット,理 学療法白書,臨 床

実習教育の手引などがあげられる。

5)対 外活動

主たる対外活動は三役,渉 外が中心となって行動 しており,広 報面では大きく次の2つ があげら

れる。
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① 「理学療法 と作業療法」誌への協会ニュース掲載

「理学療法 と作業療法」誌は協会準機関誌 として作業療法士協会と,医 学書院の協力により当協

会 と作業療法士協会の準機関誌として,両 会員の代表が企画 ・編集に参画 し昭和43年6月 ～48年7

月迄 この方法が実施された。

このなかに協会の対外向け窓口として誌面の一部(1頁)の 提供を受け,リ ハビリテーシ ョン関

係者に協会の活動を広 く知 らしめることを目的として 「PT協 会ニュース」の形で掲載 された。

これは,諸 種の事情により一時中断されていたが85号(1980年9月)よ り医学書院の好意的申し

出や協会のニーズ もあ り広報部担当で再開され必要に応 じてニュースを掲載 している。

②対外的共催 ・後援 ・協力活動など

これらは厚生省主催のPT・OT長 期講習会へのリハビリテーション医学会との協力や福祉機器

展後援,ホ スピタルショウへの協賛などである。

③その他

主に啓蒙活動を中心 として行われ,国 際交流セ ミナーへのパネル展示(1981年10月15～17日)出

版活動などである。
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協会ニュース創刊号の復刻版

同じ年の体 として昭和41年7月 に会員数110名 を もって結成 され,日本理学療法士協会が任意

魁

団

9月1日 に協会ニュース第1号200部 発行 された。

賑々しく威勢 よく発行された20年前の創刊号の紙面 をここに復刻版 として再現 し紹介する。
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し

ま
し
た
こ
と
を

心
よ
り
お
よ
ろ
こ
び
申
し
上
げ
ま
す
。
世
界

理
学
療
法
連
盟

は
貴
協
会
に
お
祝
い
の
御
挨
拶
を
差
し
上
げ

る
と
共
に
末

永
く
良
き
働
き
が
続
け
ら
れ
る
よ
う
祈
っ
て
お

り
ま
す
。
有

資
格

の
理
学
療
法
士
が
よ
き
判
断
を
も
っ
て
力

強
く
前
向
き

に
協
力
を
続
け
て
い
く
こ
と
に
よ
っ
て
の
み
、

ど
こ
の
国
で
も
理
学
療
法
と
い
う
職
業
が
進
歩
し
て

い
き
ま

す
。
全
て
の
有
資
格
の
理
学
療
法
士
が
理
学
療
法
士
協
会
を

も
り
立
て
る
責
任
と
名
誉
を
に
な

っ
て
い
る
こ
と
を
充
分
認

識
す
る
こ
と

は
極
め
て
望
ま
し
い
こ
と
で
あ
り
ま
す
。
こ
う

し
て
世
界
理
学
療
法
連
盟
は
貴
協
会
を
国
際
会
員
と
し
て
の

加
入
を
受
け

入
れ
る
こ
と
が
出
来
る
の
で
す
。
私
は
日
本
理

学
療
法
士
協
会
の
会
員
各
位
が
患
者
に
よ
り
良
き
治
療
を
与

え
る
技
術
と
理
学
療
法
士
の
養
成
を
よ
り
高
い
規
準
に
も

っ

て
い
く
こ
と
を
す
す
め
て
い
く
よ
う
希
望
し
ま
す
。
こ
れ
が

世
界
理
学
療
法
連
盟
の
主
た
る
目
的

で
も
あ
り
ま
す
。
理
学

療
法
士
は
リ

ハ
ビ
リ
テ
ィ
シ
ョ
ン
チ
ー
ム
に
欠
か
せ
る
こ
と

の
出
来
な
い
メ
ン
バ
ー
で
あ
り
、
理
学
療
法
士
と
他
の
医
療

従
事
者
と
の
間
の
相
互
理
解
と
協
力
が
お
互

い
の
発
展
を
伴

う
の
で
あ
り
ま
す
。
私
が

↓
九
六
三
年
に
日
本
を
訪
れ
ま
し

て
以
来
ず
っ
と
リ
ハ
ビ
リ
テ
ィ
シ

ョ
ン
養
成
機
関
の
発
達
を

熱
心
に
見
つ
め
て
参
り
ま
し
た
が
、
こ
う
し
た
養
成
機
関
が

ま
す
ま
す
高
度
な
規
準
で
発
展
し
て
い
く
こ
と
を
望
ん
で
お

り
ま
す
。
世
界
理
学
療
法
連
盟
は
貴
協
会
に
対
し
よ
ろ
こ
ん

で
御
援
助
す
る
こ
と
を
申
し
上
げ
る
と
共
に
貴
協
会
の
今
後

の
ま
す
ま
す
の
御
発
展
を
心
か
ら
祈
っ
て
お
り
ま
す
。

世
界
理
学
療
法
連
盟

事
務
局
長

M
、
J
、
二
ー
ル
ソ
ン

翻

嶽
慧
鯵劉

的
リ
ハ
ビ
リ
テ
ィ
シ
ョ
ン
発
展
の
た
め
に
誠
に
慶
賀
に

堪
え
な
い
次
第
で
あ
り
ま
す
。

今
後
専
門
技
術
者
と
し
て
の
衿
持
を
も

っ
て
更
に
学

問
技
術
両
面
の
研
鎖
に
つ
と
め
国
際
的
水
準
を
目
標
と

し
、
尚
、
そ
れ
を
越
え
る
実
力
を
具
備
し
て
貰

い
た

い

と
希
う
次
第
で
あ
り
ま
す
。

諸
氏
の
今
後
の
真
蟄
な
努
力
に
対
し
て
我
々
関
係
者

は
全
面
的
な
協
力
を
惜
し
ま
な
い
所
存
で
あ
り
ま
す
。

発
会
式
に
当
り
こ
こ
に
祝
辞
を
述
べ
る
と
共
に
貴
会

の
発
展
を
心
よ
り
祈
り
ま
す
。

昭
和
四
一年
7
月
一七
日

渉
外
部
(国
外
部
)

(国
立
療
養
所
東
京
病
院
)

東
京
大
学
教
授
津
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理学療法に関する診療報酬の変遷

1変 遷のあらまし

理学療法士及び作業療法士法が施行 された昭和40年 当時は,整 形外科的機能訓練 として僅かに6

点(甲 表),9.1点(乙 表)で あった。その後昭和49年 に施設基準 なるものが設けられて理学療法士

にとっては業務上,比 較的評価 された形になった。昭和51年 には 「身体障害運動療法」 と呼称 も変

り,昭 和56年 には一気に包括方式が導入されて,「運動療法」 となり複雑 なもの,簡 単なもの と言

う表示になって,施 設基準以外の保険医療機関では複雑且つ長時間を要するものとその他の簡易な

もの(昭 和56年)及 び消炎,鎮 痛 を目的としたもの(昭 和58年)に 区分 された。

さらに国民総医療費抑制の方向が打ち出され,人 数規定では標準→限度 と変 り,更 に時間規定 も

入って理学療法士の診療報酬は可成 り厳 しい状況になって来た。

改定年月日 診療報酬名目 請 求 点 数 備 考

昭和40年1月 整形外科機能訓練 甲 ・理学療法の部6点 PT・OT法 の誕 生

乙 ・処置料の部9.1点

昭和45年12月 整形外科機能訓練 1.器 具器械を用いた機能訓練 各項 目毎に実施 した場合はそれ

(1日 に つ き)甲 ・6点 それにつ き1日 に1回 算定す

乙 ・9.1点 る 。

2.水 中機 能 訓 練(1日 につ き)

甲 ・6点 乙 ・9.1点

3.温 熱 療 法(1日 につ き)

甲 ・6点 乙 ・9.1点

昭和45年2月 整形外科機能訓練 1.器 械器具を用いた機能訓練10点

2.水 中機能訓練10点

3.温 熱療法10点

昭和47年2月 整形外科機能訓練 1.器 械器具を用いた機能訓練20点 局所蒸気浴装置,ホ ットパ ック

2.水 中機能訓練30点 を運動機能回復を目的とした理

3.温 熱療法15点 学療法訓練 として行った場合を

含 む 。

昭和49年2月 整形外科機能訓練 1.簡 単 な もの(1日 につ き)40点 別に厚生大臣が定める施設基準

2.複 雑 な もの(1日 につ き)80点 に適合 していると都道府県知事

1.器 械器具を用いた機能訓練 が認める保険医療機関において

(1日 につ き)20点 行われる場合において算定 し,

2.水 中機 能 訓 練(1日 に つ き) 当該保険医療機関以外の保険医

30点 療機関において行われる場合は

3.温 熱 療 法(1日 につ き) 次の区分に掲げる点数により算

15点 定する
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昭和51年4月 身体障害運動療法 1.簡 単 な もの(1日 につ き) 施設基準承認施設以外は次の算

60点 定 とする。(省 略)

2.複 雑 な もの(1日 に つ き)

120点

1.器 械器具を用いた機能訓練

(1日 につ き)40点

2.水 中機能訓練(1日 につき)

50点

3.温 熱 療 法(1日 に つ き)

25点

昭和56年6月 運動療法 1.簡 単 なもの120点 施設基準承認施設以外の保険医

2.複 雑 なもの300点 療 機関においては次の通 り算

1.複 雑かつ長時間を要する運動療 定。(省略)

法90点 但し運動療法と牽引療法を併せ

2.簡 単 な水中機能訓練及び器械器 て行った場合は,運 動療法の所

具による運動療法50点 定点数のみにより算定する

昭和58年3月 運動療法 乙表,施 設基準非承認施設の場合 別に牽引療法については頸椎 ・

その他の簡易な運動療法 腰椎ともに介達牽引療法 として

50点 →55点 40点 を算定することとし運動療

消炎 ・鎮痛を目的とする理学療法 法と併せて行う場合はそれに含

30点 →35点 まれる

昭和60年3月 運動療法 1.簡 単 なもの130点 この他に運動療法についての規

2.複 雑なもの320点 定 が①～⑥ は従来通 りであ る

が,⑦ ～⑪が加えられ簡単なも

のの時間が15分 以上とされ,複

雑なもの長時間を要するものは

40分 以上 と規定されたほか,専

任の医師が行った場合の算定,

専用施設外(例 えばベ ットサイ

ド)で の算定がみとめられ,ま

た実施に要 した時間の診療録へ

の記載が規定 された
価

昭和61年4月 運動療法 1.複 雑 なもの330点 これ以外のものは非承認施設の

[特例許可老人病院] ものもすべて改められなかった

イ.運 動療法料(1) が,特 例許可老人病院における

(1)複雑なもの330点 運動療法料が新設 された。

(2)簡単 なもの130点 運動療法と牽引療法を併せて

ロ.運 動療法料(Ⅱ) 行った場合は運動療法の所定点

(1)複雑 なもの150点 数のみにより算定する

(2>簡単 なもの80点

ハ.運 動療法料(皿)

(1)複雑かつ長時間を要するもの

90点

(2)その他の簡単なもの55点



71

※ 現行運動療法施設・基準(承 認事項)要 点

[保険医療機関]

(1)専 任の医師及び専従する理学療法士がそれぞれ一人以上勤務すること。

(2)理 学療法士の取扱う患者数及び症状は次の通 りであること。

ア.(複 雑 なもの)は 理学療法士1人 につ き1日15人 が限度であること。

イ.(簡 単なもの)は 理学療法士1人 につ き1日45人 が限度であること。

(3)治 療,訓 練を十分実施 し得る専用の施設を有しているものであること。

(3)当 該訓練 を行 うために必要な専用の器械,器 具を具備 しているものであること。

※[特 例許可老人病院](昭 和61.4新 設)

(1)運 動療法科(1)の 取扱いは前記保険医療機関に準ずる。

(2)運 動療法科(II)の 取扱いは別に厚生大臣が定める施設基準①,イ,医 師及び週1日 以上勤

務する理学療法士がそれぞれ1人 以上勤務 していること。ロ,専 従する理学療法の経験を有す

る従事者が1人 以上勤務 していること。②従事者1人 につき1日 の患者数は複雑なもの15人,

簡単になもの45人 を限度とすること。③45平 方メー トル以上の専用施設。④専用の器械,器 具

をそれぞれ有すること。

※ 当面する大 きな課題

理学療法士以外の従事者を対象とする運動療法施設基準の新設について他団体の要望が出てお

り,協 会 としては是非 ともこれを阻止 しなければならない局面を迎えている。専門職種団体にあ

りがちなセク ト的,利 害関係か ら反対するのではなく,少 なくとも医学的リハビリテーシ ョンの

主要な役割 を負 う治療者が専門職種以外の手に委ねられたのでは患者はじめ国民への治療的,予

防的リハビリテーション施行に大 きな質的低下を招 くからである。

〈資料一診療報酬〉

S40.1.

542.11.17

S42.11.17

542.11.17

S45.1.21

S45.1.21

S45.1.21

547.1.31

S47.1.

厚生省通知

厚生省告示

厚生省通知 保発第44号

厚生省通知 保険発第122

号

厚生省告示第5。8号

厚生省通知 保発第2号

厚生省通知 保険発5号

厚生省告示第15-18号

厚生省通知 保発第4号

診療点数等一部改正

健康保険法の規定による療養に要する費用の額の算定

方法の一部改正に関する事項

診療点数等一部改正の実施上の留意点

健康保険法の規定による療養に要する費用の額の算定

方法の一部改正に関する事項

診療報酬点数表等の一部改正等について
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S47.1.31 厚生省通知 保険発第6号

S49.1.21厚 生 省告示第7号

S49.1.22厚 生 省通知 保発第5号

S49.1.22厚 生 省通知 保険発 第5号

S49.1.22厚 生省告示 第16号

S49.1.22厚 生省通知 保発第8号

S51.3.31

S51.3.31

S51.3.31

S51.8.7

S56.5.29

S56.6.19

558.1.20

S58.1.20

S58.1.20

S58.1.20

S58.1.20

S58.1.20

S58.1.20

S58.1.20

S58.1.20

S58.1.20

S58.3.

S60.

S60.2.18

厚生省告示第38号

厚生省通知 保発第11号

厚生省通知 保険発第19号

厚生省通知 保発第82号

厚生省通知 保発第43号

厚生省通知 保険発第51号

厚生省告示第15号

厚生省告示第18号

厚生省告示第19号

厚生省告示第20号

厚生省告示第22号

厚生省通知 衛老保第1号

厚生省通知 保発第4号

厚生省通知 保険発第7号

厚生省通知 付衛老第2号

厚生省通知 付衛老第8号

厚生省通知

厚生省通知第17号

厚生省通知 保険発第11号

S60.2.18厚 生 省通知 保発第15号

診療報酬点数表の一部改正等実施上の留意事項 につい

て

健康保険法の規定による療養に要する費用の額の算定

方法の一部改正

診療報酬点数表の一部改正 について

診療報酬点数表等の一部改正等

実施上の留意事項について

整形外科機能訓練等の施設基準

整形外科機能訓練等の施設基準に係る承認に関する取

扱いについて

診療報酬点数表等の一部改正について

診療報酬点数表等の一部改正に伴う実施上の留意事項

について

診療報酬請求書等の記載要領等について

診療報酬請求書等の記載要領等の一部改正について

老人保健法の規定による医療に要する額の算定に関す

る基準

健康保険法の規定による療養に要する費用の額の算定

方法の一部改正

老人の診療報酬算定に関する留意事項

診療報酬点数表の一部改正等について

診療報酬点数表の一部改正等に伴 う実施上の留意事項

について

診療報酬点数表の一部改正等に伴う実施上の留意事項

について

診療報酬点数表の一部改正等について



S60.2.18

S60.2.26

S61.3.15

561.3.15

S61.3..15

S61.3.15

S61.3.15

S61.3.15

厚生省通知 保発第16号

厚生省通知 保険発第15号

健医老第8号

厚生省告示第42号

厚生省告示第45号

厚生省通知 健医老第28号

厚生省通知 健医老第29号

厚生省通知 健医老第5号

厚生省通知 健医老第6号
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運動療法等の施設基準に係わる承認に関する取扱いに

ついて

診療報酬請求書等の記載要領の一部改正について

老人保健法の規定による医療に要する額の算定に関す

る基準の一部改正

老人診療報酬点数表の一部改正等について

老人デイ ・ケア等の施設基準 に係わる承認要領につい

て

老人診療報酬点数表の一部改正等 に伴 う実施上の留意

事項 について

老人デイ ・ケア等の施設基準の承認 に関する取扱いに

ついて
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協 会 の 対 外 活 動

本協会の発足は昭和41年7月 であるが,協 会発足前史とも言うべき,協 会設立準備委員会の活動

があって本協会が誕生 したのである。発足に至る歴史的経過については,理 学療法白書,第1節 「理

学療法の歴史的背景」及び同白書資料,日 本理学療法士会年表を参照 されたい。本稿では過去20年

間の渉外活動の中から,設 立当初かかげた目標達成までの経過と,特 記すべき事項の うち 「PT国

家試験特別措置延長問題」 と日本医療技術者団体連絡協議会の活動及びその他の主な活動について

のべる。

1.本 会発足同時の目標(旗 印)

1)

2)

3)

4)

5)

国際的 レベルの協会であること。

法的根拠をもつ職能団体であること。

業務独占ができること。

独自の機関誌を発行すること。

組織は県単位で構成すること。

特に,1),2),3),上 記3項 が対外的活動の中心課題であった。

1)国 際的レベルの協会であるためには会員の質的な内容が問題であったので,日 本最初の養

成校である国立療養所東京病院附属 リハビリテーション学院は日本の国威 をかけてWCPTの 基準

を守って養成がなされた。WCPTも また開校によせる期待は大なるものがあ り,当 時の会長Rudie

Agersnapは 開校式に寄せたメッセー一ジの中で"最 初の学生は日本における理学療法 という新 しい

職種 を創設する名誉と責任を持っています。そ してやがては世界理学療法連盟(WCPT)の 一員と

しての資格ある日本理学療法士協会が誕生することを望んで止みません"と のべている。

昭和41年 に最初の卒業生 と特例による受験資格 を得て合格 したPTに よって出来た本会は以来

WCPTへ の加盟 を第1の 目標に42年 には初代会長の遠藤文雄氏 を会員のカンパにより武富由雄理

事共々第5回 世界理学療法連盟の学会総会(メ ルボル ン)に 派遣 した。 この間昭和38年 には

WCPTのNeilson事 務局長が来日し政府機関への助言を行っている。この悲願 ともいえる加盟は特

例受験の延長問題の影響 をうけて昭和45年4月 オランダのアムステルダムで開催 された第6回

WCPT総 会では認められず,結 局49年6月 の第7回 総会(モ ントリオール)ま で待たねばならなかっ

た。

2)法 的根拠を持つということは厚生省から社団法人の許可を受けとるということである。

本来,医 療関係団体の所轄官庁は厚生省であり,窓 口は医事課である。本会 も発足当時は任意団

体であったが法人格 を持つことにより一人前に国民から認められるということなので,医 事課には

歴代の会長 を中心に定期便,不 定期便の型で通うということになった。 しか し,こ の問題を解決す

るには大 きな壁があった。それは昭和38年9月 に法人認可されている全国病院理学療法協会があり,

同じような団体には認可 しがたいとのことであった。我々の立場か らすれば構成メンバーに有資格
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者が多少いる会 と全員が有資格者である会とは異なるという見解をもって対応 したが政治的な力関

係 もありなかなか聞 き入れ られなかった。ところがこの問題は昭和46年 に新会長になった野本卓氏

と副会長矢郷弥太郎,関 川博氏等の努力により一挙に解決 し,昭 和47年1月 には法人の認可が下 り

た。

3)業 務独占については現在身分部 を中心 に実現に向け努力をしているが種々様々な資格制度

の誕生 と相 まってさらに長期的な取 り組みが必要となっている。

4)昭 和42年1月 本協会の準機関誌 として医学書院より 「理学療法 と作業療法」が創刊,そ の

後昭和49年5月 に協会独自の機関誌 「臨床理学療法」が創刊 される。

5)ブ ロック集談会から県士会へ

本会の組織作 りは厚生省の地方医務局単位でスター トした。学術団体 としての学術活動 を推進す

るために地方ブロックごとの集談会や学会を開催することにより仲間意識を高揚 させ,勉 強をしな

ければならないという意見を高めた。中で も全国研修会を当分の間は東京 と大阪で開 くことになっ

た。昭和42年 に兵庫県士会が創立され,平 川教次士会長のもとで第4回 日本理学療法士学会が開催

されるに及び少数の会員(当 時9人)で もやれば出来るという地方の意地をみせつけられた。昭和

54年6月 の最後の士会である群馬県士会が創立され,全 国に47の士会が社団法人,日 本理学療法士

協会の下部組織 として整備 された。

県士会の整備に伴い,協 会の対外活動は士会単位としても活発化 し,そ の地域の特性を生か した

形で徐々に,行 政 ・医療 ・保健 ・福祉サービスの役割が拡大 されてきている。(士会における対外

活動参照)。

2.「 理学療法士 ・作業療法士国家試験特別措置延長問題」に関 しての活動

昭和44年5月2日,社 団法人 全国病院理学療法協会第4回 総会が富山県民会館において開催さ

れ,PT,OT国 家試験の特例措置期間の延長を決議 した。本件は,昭 和40年 に制定された理学療法

士及び作業療法士法の付則第4項,す なわち国家試験の特例措置の満了する 「昭和46年3月31日 」

を更に延長するという決議である。さらに昭和45年 には(1)5年 延長する,(2)受 験資格を拡大す

る,と なっている。

これらの動 きに対応 して,本 協会は昭和45年7月4日 に医科歯科大学で開催された第1回 理事会

において,特 例措置の延長反対に関する要望書を関係機関及び関係者に提出する決議を行った。理

事会に先立って行 なわれた第6回WCPT大 会では特例期間延長の中止がなされない日本の現状で

は正会員になり得ないとの通達 もあり,本 協会はじまって以来の一大事 となった。なお,前 後 して

OT協 会 も45年6月 の理事会で延長反対の決議 を行 った。 リハ医学会 も10月17日 に同様決議 し運動

はにわかに国会の場へと展開されて行った。

全国病院理学療法協会が早 くから自民党に働 きかけを行なってきた成果が出て議員立法による5

年延長案が自民党総務会 を通 ったのは昭和46年1月29日 であった。当時の総務会長は鈴木善行氏,

政調会長は水田氏,幹 事長は田中角栄氏であった。本協会とOT協 会の幹部は夜は遅 くまで東大の
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リハ部に集まり対策を練 り,昼 は交代で国会の議員会館や各政党本部に出向いては陳情を重ねた。

リハ医学会の先生方と一緒のことも多 く,津 山先生は政調会長,上 田先生は田中角栄氏,今 村先生

は大石武一議 員 というように大物議員と次々に会見 したが,時 すでに遅 く自民党の大勢は5年 延長

の線でかたまっていた。

それで も諦めることなく,更 に先発3団 体に加えて 日本整形外科学会,日 本 リウマチ学会,日 本

パラプレジア学会の連名による延長反対に関する要望書を提出 した。前半は自民党の壁が厚 く賛成

派におされたので後半は方向を自民党以外の社会労働委員会の委員,及 び各党政策審議会の方へ重

点を移 した。なかでも社会党 には田辺議員をはじめ,山 本議員など理解者が多 く我々にとっては大

きな支えとなった。2月19日 には社会党社会保障政策委員会がリハビリテーションに関する当面の

政策要綱を発表 し,そ の中で特例措置 を3年 延長するが,再 延長は決して行なわないことが明記さ

れていた。これは3月18日 に開催 された衆議員社会労働委員会での田辺議員が行った質問の骨子 と

なった。この田辺議員の行 った質問によって政府側は日本のリハビリテーションの将来に対 して,

積極的な姿勢を示さざるを得なかった意義は大 きい。

一方
,現 状 を国民に広 く訴えるという考えから水野祥太郎元阪大教授の 「理解を欠 く理療士の養

成」が2月3日 の朝日新聞 「声」欄に載った,2月7日 には読売新聞 「気流」欄に三鷹の五島医師

が投稿 した 「理療士の権威 を落すな,受 験期間のばせは筋違い」という一文が載った。

こうして展開された運動の結論は自民,社 会,公 明,民 社による四党共同提案の形で3月18日 の

衆議員社会労働委員会 に動議提案 され,伊 東正義議員(自 民)の 提案理由説明のあと,先 にのべた

社会党の田辺議員の質疑があり,3年 間の延長が決議され官報13282号,昭 和46年4月1日 付で理

学療法士及び作業療法士法の一部改正公布がなされた。

延長問題の背景には常 に理学療法士以外の者で理学療法行為 を行 ってきた者,団体の活動があ り,

昭和40年5月 に理学療法士,作 業療法士法が第48回 通常国会で成立する前から尾を引いていた。

この運動を通 して得た教訓はいろいろ考えられるが,1),国 民や国会議員の中にリハ ビリテーショ

ンに対する認識を高めることにつながった。反面,社 会的な認識のうすさ,軽 さをいやという程感

じさせ られた。特に政治家にとっては常識や理屈をもって対応 して も政治判断の規準が各政党や個

人によってちが うので我々 としては大いに勉強になった。

一方 リハ ビリテーションに関係する各学会が一致団結 して行動を起 したことで,そ の後の協会 と

の関係が一段 と強化されたし,行 政に対 しても大きなデモンス トレーション効果があった。又,行

政サイ ドだけではなかなか進まなかったリハビリテーションに関する諸問題について国家的見地か

らの政策的効果があった。

反省すべ きことは多々あったと思 うが1つ だけにとどめるならば日本理学療法士協会は常に国民

の福祉 と健康 をささえる立場にあるということを常日頃アピールし,認 知されるべ く努力するとと

もにそれにふさわしい資質 とモラルを持ち合せた職能団体でなければならないということである。
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3.「 日本医療技術者団体連絡協議会」の活動

昭和48年 日本社会党政策審議会の もとめに応 じて,医 療技術者団体の代表が集まり,種 々と山積

する問題について話合 う機会が数回にわたってもたれた。

その後医療技術者団体自身の立場で,共 通する問題について協議する機関の必要性が認識 され,

日本歯科技工士会が幹事団体 となって昭和49年 春から"医 療担当者連絡協議会"の 準備会がもたれ

た。出席団体は,日 本栄養士会,日 本衛生検査技師会,日 本歯科衛生士会,全 国病院理学療法協会,

日本歯科技工士会,日 本看護協会,日 本作業療法士協会,日 本放射線技師会及びPT協 会の計9団

体であった。

PT協 会は連絡の行 き違いで第2回6月29日 の会合から出席 したが,10月18日(第5回)ま で毎

回会の性格,規 約の審議に白熱する論議がかわされ,11月20日 漸 く"日 本医療技術者団体連絡協議

会"(日 技協)結 成の運びに至ったものである。

この間作られた規約案は,修 正また修正,最 終的に合意をみたものは実に第4案 であった。

論議の焦点 となったのは,① 会の性格は参加団体の横の連絡協議機関であり,各 団体が同一の権

限と同一の責任をもち,連 絡協議会の名によって強制 ・規制は行なわない。合意をみた事項につい

て執行すること。②会員は医療技術者団体であること。③役員は各団体から2名 選出,其 の中から

互選で役割を決めること。(第1期 については協会ニュースNo52参 照)④ 政治活動にかたよらない

こと。⑤最終的参加を保留 している看護協会については,出 来るだけ参加 を呼びかけること。等で

あった。

以後の協議会活動の方針については,12月19日(結 成後第2回)の 役員会に於いて討議が行なわ

れたが,保 険点数,勤 務者の給与,医 療技術者の教育養成制度,各 職種の事務内容についての広報

活動,各 団体相互間の情報交換等連絡協議会として取組むべ き事項,其 の他各団体がかかえている

諸問題について文書に整理 し,昭 和50年1月23日 の第3回 役員会に於て論議 した。

現在医療保険点数を審議する中央社会保険医療協議会に,医 療技術者の委員は出ていないが,本

協議会の発足はその可能性へ向けて一歩前進 したと考えられよう。

本協議会が目的として掲げる 「医療技術者の地位向上 と福祉増進を図ると共に,会 員相互の連携

を深め,国 民医療の向上に寄与する」活動が活発に行なわれるよう,各 団体は積極的に協力するこ

ととなった。

日本医療技術者団体連絡協議会は各団体の共通する問題をとり上げ,協 議を重ね医療技術者の待

遇改善の要望書の提出,倫 理綱領の作成,日 技協ニュースの発行,"沈 黙の医療戦士"の 出版等の

活動を行った。昭和52年 から講演会 を開催 し55年まで3回 続けた。しかしながら諸般の事情 により,

昭和57年4月 に解散することとなった。

4.そ の他の主な対外活動

1)特 別養護老人ホームへの理学療法士派遣について

1971年 東京都 より特別養護老人ホームへのPT派 遣依頼を受けて,協 会事業として開始 したPT
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派遣事業 を皮切 りに各士会に依頼が拡大されてきた。1987年 現在この事業は大部分の士会で実施 し

ている。

2)地 域活動について

ねたきり老人訪問看護事業及び老人保健法にかかわる事業等にかかわる地域活動は高知士会,兵

庫士会,山 梨士会等の先発士会をはじめとして多 くの士会において も実施されるようになった。

3)行 政関係の対外活動

昭和45年 厚生省より国家試験委員2名(松 村秩,福 屋靖子)が 委任 されその後増員 を重ね

1986年 現在は10名 になる。

昭和46年 中央社会医療協議会の公開審議に参加(副 会長兼渉外部長矢郷弥太郎)

昭和47年 厚生省より社団法人として認可 される。

昭和47年 医療関係者審議会より大学問題について意見を求められる。

昭和50年 医制100周 年記念式典に事務局長(関 川博)出 席

昭和50年 世界医師会の学会 と会議にWCPT会 長代理 として会長(松 村秩)出 席

昭和54年 理学療法士市会議員(門 田司郎,福 岡士会)誕 生

昭和55年 国際障害者年日本推進協議会参加(松 村秩,浅 見敏克,関 川博)

昭和56年 厚生省(社 会局更生課長)よ り身障スポーツに対 しての意見を求め られる。

昭和56年 国際障害者年行動計画推進委員(伊 東元)

昭和56年 厚生省医療関係者審議会理学療法士作業療法士部会委員に松村秩なる

昭和57年 厚生省 より理学療法士の必要数についての意見要請に対 し報告。(理 学療法白書

委員会,調 査部,会 長)

昭和61年 厚生省保健医療局国立療養所課に黒川幸雄併任 さる

4)学 術研究等に関する対外活動

昭和44年 総合医学会シンポジスト(田 口順子)

昭和50年 日本 リハ ビリテーション医学会よりADLに ついてのアンケー ト調査があ り,学

会評議員が回答

昭和51年 身体障害者等級変更について日本整形外科学会より協力要請

昭和52年 リハ ビリテーション交流セ ミナー運営委員 として松村会長参加

昭和55年 リハビリテーション医学会 よりROM検 査について協力依頼に対応(評 価規準委

員会 島田智明)

昭和55年 日仏PT国 際交流セ ミナー開催(松 村秩)

昭和56年 筋萎縮症研究班が発足 し,報 告書作製

その他後述の諸団体 ・学会への協賛協力活動(P93参 照)

5)広 報 ・出版その他による対外活動

☆広報(P65),協 会出版物一一覧(P137),各 士会等の出版活動(P141)

☆機関誌(P60)
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士会の対外活動

士会は協会本部の下部組織であり,構 成単位 となっている。その活動は本部 との会費納入,入 会

退会等の相互の事務手続 きや本部から依頼 ・委託を受けて学会,全 国研修会,現 職者講習会,理 学

療法士 ・作業療法士養成施設等長期講習会等の事業を行 うことである。さらに士会独自の活動 とし

て種々の学術活動 ・渉外活動 を行い地方 自治体,団 体 とも密接に交流,協 力 して地域社会に貢献 し

ている。

しか し,こ れまで行われてきた諸活動,特 に学術活動以外のところでは各士会においてさえも記

録としてまとめられたものは少ない。士会ニュースで士会員に知らされても,他 の士会 ・士会員が

知る機会は少なく,0部 の士会で先駆的な活動や行政,他 団体 と交流 ・協力を行っていて も他士会

まで波及するには致らないことが多かった。

協会20周 年に,各 士会の対外活動 を記録 し,歴 史をふ りかえることは協会,士 会,会 員にとって

も意義の深いことであ り,記 念誌に掲載するにいたった。

ここで対外活動とは,士 会が外向きに行 った活動の意味で使い,士 会内,士 会間,協 会本部 との

相互の活動,士 会主催による主に士会員 を対象 とした学会,研 修会は除いた。記録 したものは,自

治体,団 体,地 域住民に提出 した陳情書,声 明書,要 望書,質 問書,抗 議書,意 見書,決 議文等の

渉外活動の他に,学 会,研 修会,展 示会等の共催,協 賛,後 援,講 習会等への講師派遣である。た

だし,同 じ団体の研修会や催 し物で,年 度毎 に継続 した協力や同じ内容の要望書の提出は2回 目か

らは省略 した。

資料収集は,士 会出版活動の調査と同時に行い,こ れまで協会事務局に保管されていた士会出版

物の整理 と新たに不足分の送付を各士会に依頼 し,最 終的に集 まった物を士会別に整理した。この

ように本部事務局に集めた出版物が資料の源になっているため,出 版物がすべてそろっていなかっ

た り,実 際に活動 を行っていても記録 として残されていないことが多 く,資 料として不十分 になら

ざるを得なかった。特に対外活動の場合,ニ ュース,記 念誌 より抜 き出したが,そ の編集方針や事

務局,担 当部局の記録の有無,具 体的には,い つ,誰 が,ど こへ,何 を提出したという記録方法の

違いにより,内 容の完全な抽出には限界があり,内 容が不統一だったり,士 会によって偏 りが生 じ

た。また,士 会理事会で決定 されたことがその後実行されたかどうか,他 団体からの依頼に対 して

どのように対応 したか,な どの記録がないため省略 した活動もある。

この資料が,各 士会の活動 を忠実にまとめたものではないが,こ れまでの士会組織の歴史的活動

の___.端として,ま た啓蒙のために活用 されることを望む。
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士会の対外活動

都道府県 名 称 ・ 内 容 等 年 月 日

北海道 札幌オリンピック冬期大会の医療班に参加

サーティフィケー トコース新設阻止に関する陳1青書の提出

PT・OT養 成施設等教員長期講習会の助成支給について知事に陳情

北海道医療技術者団体連絡協議会発足に参加

衛生大学設置に向けて要望書提出

老健法改悪反対全道集会に参加

道医療関係職能団体懇談会に出席

PT養 成施設設置計画に対する意見書を道庁に提出

昭和47年1月

〃50年11月

〃50年11月

〃52年8月

〃53年4月

〃61年1月

〃61年4月

〃61年4月

青 森 理学療法士 ・作業療法士確保 に関する要望書を知事に提出

「家族のためのリハビリ教室」を共催

国保保健婦リハビリ研修会に講師派遣

「理学療法士 ・作業療法士修学資金貸与条例」の改正に関する陳情書を県

生活福祉部長,環 境保険部長に提出

特別養護老人ホーム職員リハビリテーション研修会に講師派遣

リハビリテーション評価会議(県 公衆衛生課,各 保健所,士 会等)に 参加

〃46年2月

〃46年3月

〃46年12月

〃56年7月

〃56年7月

〃57年4月

秋 田 PT・OT修 学資金貸与に関する調査結果を県福祉課へ提出

「健康管理推進研修会」へ講師派遣

全病理秋田支部 「第11回 基礎理学療法講習会」へ講師派遣

秋田県リハビリテーション懇談会設立に参加

秋田県農村医学会リハビリ研究班主催 「リハビリ医療技術者研修会」に協

力

〃50年

〃50年7月

〃50年9月

〃53年

〃53年6月

岩 手 在宅老人 リバビリテーション講習会に講師派遣 〃61年

宮 城 仙台市老人教室専門委員会に出席

老人保健法機能訓練事業に対して宮城県医師会懇談会に出席

老人保健法機能訓練小委員会に参加

老人保健法機能訓練事業開始に参加

〃57年3月

〃58年5月

〃58年9月

〃58年9月

山 形 リハビリテーションスクール,保 健婦に対するリハビリ教育研修への協力

山形大学医学部に研修の場設置,研 修費を補助,理 学療法士の確保,奨 学

金支給などに対する要望書を知事に提出

県主催の理学療法士研修会及び保健婦研修会の講師の要請に対 し紹介

県保健婦の在宅脳卒中患者 リハビリテーション指導,評 価基準の選定に関

する検討委員会に出席

県脳卒中在宅 リハ ビリ指導基準を保健所並びに市町村保健婦に通達

県脳卒中片麻痺者管理指導用ADL検 査表改正案に対する試用結果答申書

を衛生部長に提出

労災病院の誘致に関する意見書を県,市 町村,県 医師会等に提出

老人保健法調査特別委員会に参加

老人保健法実施検討委員会に参加

県成人病対策審議会循環器部分に参加

//48年

〃49年2月

〃49年5月

〃50年4月

〃51年1月

〃57年5月

〃57年5月

〃58年3月

//58年3月

〃59年10月

栃 木 「理学療法士及び作業療法士養成機関設置に関する請願書」 を関係方面に

提出

県より委託の 「老人保健 リハビリテーション研修会」を開催

〃46年12月

〃59年



81

群 馬 修学資金貸与条例改正陳情書を知事,県 議会議長に提出(OT士 会と連名) 〃61年10月

埼 玉 「埼玉県 リハビリテーション医学研究協議会」にB会 員として参加 〃61年

千 葉 県老人保健事業推進大会に出席 〃61年10月

東 京 老人の整形外科のリハ ビリテーションを共催

在宅ねたきり老人の理学療法介護方法の講習会を主催

ねたきり老人のための講習会を主催

特別養護老人ホーム従事者対象介護講習会を主催

特別養護老人ホーム機能訓練従事者講習会を主催
'85国際モダンホスピタルショウ看護協会の"在 宅ケア"で 協力

'86国際モダンホスピタルショウに参加

(パンフレット配布.デ モンス トレーション)

都衛生局発行 「機能訓練マニュアル」作成に協力

〃52年11月

〃53年2月

〃58年2月

〃59年11月

〃60年11月

〃60年6月

〃61年6月

〃61年

神奈川 PT養 成校設置希望の意見書 を県に提出

県立リハ学院構想に対 して4年 制大学の要望書を提出

神奈川新聞社の誤記事に対 して 「記事についての抗議及び要望書」を送付

神奈川県病院学会の設立に参加

理学療法士養成校設置に関する意見書(サ マリヤ医科技術専門学校設立に

反対)を 県に提出

医学中央雑誌刊行会の依頼に対 して 「理学療法一技術 ・研究一」のバック

ナンバーを送る

〃45年

〃47年

〃48年

〃55年

〃56年7月

〃60年7月

新 潟 理学療法医療従事者研修会を全病理支部 と共催

新潟県PT・OTの 懇談会に参加

新潟県PT・OT合 同研修会を共催

新潟県PT・OT・ 全病理の合同研修会 を共催

上越市 「心身障害者雇用促進展」,新 潟東工業高校文化祭,新 潟市立石山

中学校文化祭にパネル展示

第2回 新潟福祉祭にパネル展示 とデモンストレーションで参加

〃47年6月

〃47年11月

〃47年11月

〃50年6月

〃56年10月

山 梨 県費補助に関する陳情書を県医薬課,障 害福祉課に提出

研修事業費支給について陳情書を県に提出

研修事業補助金増額に関する要望書を知事へ提出

〃49年11月

//53年5月

〃56年1月

長 野 第11回秋季研修会を全病理と共催

ホームヘルパー新人研修会に講師を派遣

特別養護老人ホーム機能回復訓練指導実施

理学療法研究会を6地 区に分け,全 病理支部と共催

第1回 鹿教湯リハビリテーション講座を後援

理学療法士,作 業療法士奨学金制度設立陳情書を県へ提出

長野県病院医療危機突破大会へ出席

県内普通高校へ 「理学療法士養成校のお知らせ」を発送

理学療法士養成校開設の要望書を信大医療技術短大へ提出

文部大臣宛に養成校(信 大)新 設嘆願書を信大寺山教授に提出

信州リハビリテーション協議会発足に参加

高齢者問題調査研究委員会の発足に参加

老人保健事業実施計画等委員会に出席

理学療法士会 ・作業療法士会 ・県保健予防課三者懇談会に出席

「県PT・OT連 絡協議会」発足に参加

〃47年11月

〃49年

〃49年7月

〃50年5月

〃50年9月

〃52年11月

〃52年11月

〃54年11月

〃56年5月

〃57年11月

〃58年2月

〃58年5月

〃59年10月

〃59年10月

〃57年
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富 山 県内40高校にリハ医療のパンフレット及びPT・OT養 成校一覧表を送付

富山保健所保健婦講習会に講師派遣

県看護協会主催 「成人看護研修会」に講師派遣

痴呆性老人処遇技術研修会に講師派遣(特 養ホーム寮母対策)

県身体障害者協会車椅子友の会部会研修会に講師派遣

〃58年

〃59年7月

〃59年11月

〃60年5月

〃60年8月

福 井 救護施設 「大野荘」からの協力依頼に対 し,定 期的にPT派 遣

福井県福祉協議会に参加

〃54年4月

〃61年4月

東海士会

(愛知)

(岐阜)

(三重)

名古屋大学学長,医 学部長にPT養 成校開設について要望書 を提出

愛知県知事選候補者にPT養 成校開設の意義について公開質問状を送付

〃50年6月

〃50年10月

愛 知 県主催,保 健婦対象のリハビリテーション研修会に講師派遣

県看護協会保健婦部研修会に講師派遣

県病院協会主催,第2回 パラメディカル諸団体 との懇談会に出席

県衛生部長より 「理学療法士作業療法士養成施設の設置計画について(照

会)」 に対 して 「回答」

県衛生部長に 「理学療法士養成施設の設置について(回 答)」

〃58年10月

〃58年11月

〃59年2月

〃61年3月

〃61年6月

京 都

滋 賀 滋賀県鍼灸師会研修会に講師派遣

近畿救護施設協議会研修会に講師派遣

日本看護協会滋賀支部看護部会研修会に講師派遣

日本看護協会滋賀支部保健婦部会研修会に講師派遣

県家庭奉仕員連絡協議会研修会に講師派遣

新旭町ねたきり老人介護教室に講師派遣

長浜市 ・坂田郡保健衛生促進委員対象の研修会に講師派遣

高松町健康管理センター主催の老人介護教室に講師派遣

静岡県心身障害指導者講習会に講師派遣

草津市湖の子教室保護者研修会に講師派遣

第25回全国医学生ゼミナールに講師派遣

岐阜県母子保健家族計画指導者研修会に講師派遣

京都府乳児保育研修会に講師派遣

福井県保育問題研究会に講師派遣

第16回健康まつりリハビリ教室に講師派遣

〃50年10月

〃51年6月

〃51年10月

〃51年10月

〃52年3月

〃55年3月

〃55年7月

〃55年12月

〃56年7月

〃57年6月

〃57年8月

〃57年9月

〃57年10月

//57年11月

〃59年10月

奈 良 PT派 遣事業の委託契約締結決定(奈 良市福祉センターより依頼) 〃60年10月

和歌山 全病理和歌山支部へ講師派遣

全病理和歌山支部,第1回 基礎理学療法講習会に講師派遣

和歌山県公衆衛生協議会に加盟

和歌山県立盲学校開放講座に講師派遣

コーメディカル連絡協議会に出席

保健婦.ヘ ルパー.ボ ランティア対象の 「ねたきり老人の介護法」を主催

特養ホーム 「喜成会」 よりPT派 遣依頼あり,2名 派遣

保健婦,ホ ームヘルパー,ボ ランティア対象 「寝たきり老人介護法」に講

師派遣

「あなたのための健康展」に参加

「健康わかやま推進県民大会」に出席

田辺市西牟婁障害児者文化祭にて療育相談で協力

〃51年2月

〃51年2月

〃52年2月

〃53年10月

〃57年

〃57年2月

〃57年6月

〃57年7月

〃58年4月

〃58年10月

〃61年3月
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大 阪 府衛生対策審議会専門委員に会長選任される 〃49年8月

理学療法士 ・作業療法士養成施設等長期教員講習会の運営 〃54年2月

大阪府地域医療促進協議会に加盟 〃54年10月

老人保健法実施に係わる保健婦講習会に講師派遣(府 公衆衛生課) 〃58年 月

救急の日集会に参加 〃58年9月

国民医療破壊阻止全国医師大会にオブザーバー参加 〃58年9月

大阪府医師会医療保険制度改悪反対集会に参加 〃58年10月

大阪府地域医療推進協議会に要望書提出 〃58年12月

老人保健法に係わる保健婦講習会に講師派遣(市 保健指導課)

健保改悪反対大阪大会に参加 〃59年7月

大阪府家庭看護講座に協力 〃61年9月

兵 庫 兵庫県におけるPT養 成校設立の件につき要望書を県医務課へ提出 〃60年

第9回 リハ交流セミナー協賛 〃60年

脳卒中友の会主催 「脳卒中の集い」に講師派遣 〃60年

岡 山 在宅脳卒中リハビリテーション事業に協力 〃49年

病理協岡山支部との連絡協議会 〃52年4月

県主催 「みんなの福祉展」を後援 〃52年5月

岡山県医療技術者連絡会の発足に参加 〃52年8月

天満屋福祉コーナーに協力 〃52年

岡山県総合福祉会館への協力 〃52年

県成人病訪問指導事業に参加 〃53年

広 島 第1回 広島県理学療法特別研修会を全病理支部と共催 〃46年8月

山口看護協会研修会へ講師派遣 〃47年5月

県医務課へ 「PTに まぎらわ しい名称の使用違反事実について調査,行 政 〃48年7月

指導」を要請

中国新聞紙上に 「物療士」の名称を使用 している事実について県医務課へ 〃49年3月

行政指導の申し入れを行なう

甘口市保健所主催,在 宅患者講習会へ講師派遣 〃49年11月

第1回 リハビリテーション研修会,広 島県病院協会 と共催 〃50年8月

県医務課リハビリ関係者の研修事業の為の予算化要望書提出 〃50年11月

賀茂郡福富町公民館婦人学級に講師派遣 〃51年11月

広島県病院協会主催,看 護婦講習会に講師派遣 〃52年7月

広島市主催保健婦講習会へ講師派遣 〃52年11月

県主催,保 健婦研修事業へ講師派遣 〃52年12月

「リハ関係者の研修事業実施の為の予算化」の要望書を県知事に提出(全 〃53年1月

病理支部と連名)

広島市東保健所主催,「 脳卒中と寝たきりにならないために」講師派遣 〃53年3月

広島市看護協会主催の講習会に講師派遣 〃53年5月

広島市南保健所主催,助 産婦講習会に講師派遣 〃53年5月

第1回 広島県リハビリテーション講習会を全病理支部 と共催(県 委託事業) 〃54年2月

加計町,筒 賀村 「機能回復訓練教室の実施における指導者派遣」 〃54年7月

衆議院社労委,2代 議士に陳情(診 療報酬施設許可基準改悪反対) 〃54年9月

広島市民老人大学講座へ講師派遣 〃54年10月

県老人福祉施設連盟主催リハビリ研修会へ講師派遣 〃55年4月

東城町東寿園に講師派遣 〃55年7月

海田町職員のリハビリ講習会に講師派遣 〃55年7月

広島市安芸区社協主催,リ ハビリ介護講習会に講師派遣 〃55年9月

市福祉センター運営委員 として参加 〃59年
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県家事専門学校へ講師派遣

南保健所に理学療法士派遣

「広島市機能訓練事業における専任理学療法士雇用に関する要望書」を市

に提出

呉市 「健康 まつり」を共催

広島市社協の市民フォーラム 「老人を支える」の開催において,発 言者 と

して出席

〃59年

〃59年

〃61年6月

〃59年

〃61年9月

鳥 取 八頭郡保健婦 「寝たきり老人介助及び訓練」の研修会に講師派遣

根雨保健所 「片マヒ患者の家庭看護」に講師派遣

〃58年

〃59年2月

山 口 山口県リハビリテーション研究会準備会発足に参加

県主催 「61やまぐち健康 フェア」に共催

〃60年5月

〃61年10月

徳 島 士岐町身障者会主催後援会へ講師派遣

第1回 リハビリと福祉交流セミナー後援

〃61年6月

〃61年9月

高 知 第1回 高知県義肢装具研究会を協賛

高知県医師会主催第1回 高知県医療総合福祉展を協賛

高知県へ理学療法士養成機関に関する要望書を提出

幡多郡,大 方郡大方町機能訓練事業理学療法士を派遣する

大日町へ定期的PT派 遣する

土佐市乳児発達調査にPT派 遣する

南国市在宅老人機能回復事業にPT派 遣する

昭和57年度ねたきり老人介護講習会講師派遣する

昭和57年度高知県老人福祉施設職員ブロック別看護婦 ・寮母研修会に講師

派遣する

鏡村機能訓練事業にPT派 遣する

須崎市能訓練事業にPT派 遣する

昭和59年度県内17市町村地域リハ活動に協力

昭和60年度県内25市町村地域リハ活動に協力

〃47年3月

〃50年11月

〃52年7月

〃54年9月

〃55年3月

〃56年7月

〃56年7月

〃57年11月

〃57年11月

〃58年12月

〃58年12月

〃59年

〃60年

香 川

愛 媛 愛媛県OTと の第1回 連絡協議会

第1回 研修会,全 病協県士部 と共催

リハ医療の現状 と問題に関する要望書を愛媛県,県 医師会,他 へ提出

県在宅脳卒中患者対象のリハ ・コーナー開設事業に参加協力する

第3回 リハビリテーション特別研修会を共催

中国 ・四国作業療法士研修会にシンポジス トを派遣

地域住民に対する映画会を他5団 体 と共催

愛媛県理学療法研修会を全病協県士部 と共催

リハビリテーション医学研究会に参加

〃46年7月

〃47年11月

〃47年10月

〃50.1～

58.3

〃50年9月

〃50年11月

〃51年6月

〃52年3月

〃60年

福 岡 第1回PT・OT合 同研修会を共催

第1回PT・ 保健婦連絡会議を開催

〃49年12月

〃52年3月

長 崎 PT・ 全病協合同研修会を共催

第4回 バイオメカニズム学術講演会に共催

第5回PT・OT合 同研修会を共催

長崎市脳卒中リハビリテーション連絡協議会に参加

長崎救急医療財団の救急医療週間を後援

〃57年3月

〃58年11月

//58年11月

〃60年6月
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熊 本 熊本市医療専門団体連合会発足に参加 〃59年

地域 リハビリテーション研究委員会発足に参加する(委 員2名) 〃59年6月

第6回 九州地区PT・OT合 同研修会を共催 〃59年11月

熊本市第2回 健康展に参加(医 療器械展示 ・実演コーナー) 〃60年3月

熊本市老人地域 リハ ビリテーション協議会発足に参加 〃60年2月

佐 賀 嬉野町老人リハ ビリ教室にPT派 遣 〃59年

多久市リハビリ教室にPT派 遣 〃59年

大 分 老健法に基づく保健事業協力に関して萩町と契約 〃60年5月

老健法に基づく保健事業協力に関して安心院町と契約 〃61年2月

大分県PT・OT合 同勉強会 〃61年1月

宮 崎

鹿児島

沖 縄



協会対外活動(国 ・自治体等への要望書,請 願書一覧)

提 出 期 日 提 出 先 タイ トル及び内容 内 容 分 類 備 考

昭和43年9月13日 厚生大臣

関係各団体

理学療法士 作業療法士の職

制確立に関する要望書

身分(職 制) OT協 会 と連名で提出

44年11月29日 厚生大臣 「理学療法士 作業療法士試

験委員に関する要望書」

身分 45年11月 試験委員の

正式メンバーに(福屋,

松村)

45年8月10日 厚生大臣

関係各団体

声明書 理学療法士作業療法

士国家試験特例期限延長反対

身分 46年3月3年 延長と

なるも5年 延長は阻止

46年1月 厚生大臣

関係各団体

「理学療法士作業療法士国家

試験の特例措置の延長反対に

関する要望書」

身分 46年3月3年 延長と

なるも5年 延長は阻止

46年1月26日 厚生大臣

関係各団体

理学療法士,作 業療法士国家

試験の特例措置の延長反対に

関する要望書(6団 体共同要

望書;日本 リハ医学会,日 整

会,日 本リウマチ学会,日 本

パ ラプレジア医学会,OT協

会)

身分 46年3月3年 延長と

なるも5年 延長は阻止

46年8月10日 日本医師会 「リハビリテーション医療に

おける保険点数改正について

の要望書」

保険

(診療報酬)

47年2月1.5-3倍

ア ップ

46年8月 国会 請願書 医療保険制度の抜本

改革にあたり,リ ハビリテー

ション医療の理学療法,作 業

療法 として特別診療報酬の点

数を設定 し,認 めることに関

する請願

保険

(診療報酬)

47年2月1.5-3倍

ア ップ

46年 厚生省

神奈川県

北海道

※理学療法士養成校設立に対

し,大 学制度での設置の要望

の要望書

教育,身 分

47年3月21日 東京都議会 「請願書」医療技術者(看 護

婦,理 学療法士,作 業療法士)

養成のための四年制大学設立

促進に関する請願書

身分,教 育

(四年制大学)

OT協 会 と連名で提出

47年7月 採択,結 局,

4年 制 では設立されな

かつた
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47年6月25日 厚生大臣 「声 明書 」 サ ー テ ィフ ィケ ー 身分,教 育 省令改正されなかった

トコース(大卒2年 養成課程)

に対する反対

47年9月 厚生大臣 医療関係者審議会理学療法士 身分 55年松村氏就任

作業療法士部会小委員会の構

成人員に委員委嘱の要望書

47年11月 国会 理学療法士及び作業療法士の 身分,教 育

国家試験受験資格における法

律改正に関する請願書

47年 国会 保険点数改正の再請願書 保険 49年2月 複雑,簡 単

(診療報酬) 制度きまる

47年 ※自治医科大学設立に伴 うリ 教育,身 分

ハビリテーション大学設置の

要望書

48年6月18日 厚生大臣 「理学療法士の待遇改善に関 身分(調整額, 48年7月 厚生大臣より

人事院総裁 する陳情書」 定員算定,職 人事院に要望書が出さ

制,専 門官設 れる

置)

48年7月20日 東京都知事 「東京都立保健大学開校促進 教育 都知事改選に伴い大学

に関する陳情書」 構想は消滅

61年4月 都立医療技術

短大(理 学療法学科,

作業療法学科,他)と

して開校

48年7月 東京都議会 「請願書」東京都立保健大学 教育 OT協 会 と連名で提出

開校促進に関する 同上

48年 厚生大臣 ※国 立 リハ ビ リテ ー シ ョ ンセ 身分

ンター設立に関する要望書

48年 ※理学療法士養成の大学四年 教育,身 分

制度化促進に関する要望書

49年2月 厚生大臣 「理学療法士の名称独占に関 身分

する要望書」 (名称独占)

49年8月1日 厚生大臣 「要望書」 診療報酬点数改 保険 51年3月5割 ア ップ

正 (診療報酬) 名目が整形外科機能訓

練から身体障害運動療

法 にか わ る。
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49年8月1日 厚生省保険局長 昭和49年2月 の診療報酬改

定,理 学療法の項への疑義に

関する公開質問状

保険

(診療報酬)

49年8月13日,口 頭 で

の 回答 あ り

50年7月 日本医団協からの要望書(待

遇改善)

身分

50年9月 厚生大臣 「要望書」 診療報酬点数改

正

保険

(診療報酬)

51年3月5割 アップ

名 目が整形外科機能訓

練から身体障害運動療

法にかわる。

50年9月25日 厚生大臣 「声 明書」 サーティフィ

ケー トコースに対する反対

身分,教 育 省令改正は撤回された

50年10月30日 厚生大臣 「理学療法士 ・作業療法士学

校養成施設指定規則の一部改

正 に関す る抗議書」 サー

ティフィケートコースに対す

る反対

身分,教 育 同上

50年11月10日 厚生大臣 「サーティフィケー トコース

新設阻止に関する陳情書」

身分,教 育 同上

51年1月 厚生大臣

厚生省関係部局

社労委委員

「要望書」 国立 リハ ビリ

テーションセンター設立に関

してPT,OT養 成 施設 を大

学として併設,研 究部門の公

開利用,研 修部 門の活用,

PTの 待 遇改善,管 理職登用

教育,身 分

52年7月15日 高知県知事 「理学療法士養成機関新設に

関する要望書」

教育

52年10月15日 厚生大臣,中 医

協,厚 生省関係

部局,日 医,社

労委委員

「診療報酬改訂に関する要望

書」

保険

(診療報酬)

56年6月10割 ア ップ

名 目が身体障害運動療

法から運動療法にかわ

る。

53年6月28日 文部大臣 「金沢大学療法技術短期大学

リハビリテーション学科開設

に関する要望書」

教育 54年4月 開校(理 学療

法学科,作 業療法学科)

53年9月 東京都議会 ※東京都立保健大学設置の請

願

教育 都知事改選に伴い四年

制大学構想は消滅

61年4月 都立医療技術

短大(三 年制の理学療

法学科,作 業療法学科,

他)と して開校
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53年9月8日 厚生大臣 「理学療法士の待遇改善に関 身分(主 任,

文部大臣 する要望書」 技師長の職

人事院総裁 制,二 等級昇

格)

53年 ※理学療法士養成校増設に伴 教育

う実習地拡大の充実をはかる

要望書

54年2月15日 人事院総裁 「理学療法部門の技師長新設 身分(職制(技

厚生大臣 に関する要望書」 師長))

文部大臣

54年2月 厚生大臣 「診療報酬改訂に関する要望 保険 56年6月10割 ア ップ

中医協 書」 (診療報酬)

リハ医学会

54年7月 厚生大臣 「陳情書」 身体障害運動療 保険.身 分

法等の施設基準の改訂反対 (施設基準)

54年12月13日 厚生大臣 「要望書」 教育,身 分,待 教 育,身 分,

遇,診 療報酬に関する要望 保険

54年 「「東京都立保健大学開校促 教育 都知事改選に伴い四年

進に関する」要望書」 制構想は消滅

61年4月 都立医療技術

短大(三 年制(理 学療

法学科,作 業療法学科,

他)と して開校

55年6月 厚生大臣 「理学療法士及び理学療法従 身分

事者の現状と問題に関する意

見書」 二級理学療法士制度

反対

55年4月5日 厚生大臣,厚 生 「診療報酬改訂に関する要望 保険 56年6月10割 ア ップ

団,中 医 協,日 書」 (診療報酬)

医,社 労委委員

55年12月13日 厚生大臣,厚 生 診療報酬改訂に関する要望書 保険 56年6月10割 ア ップ

団,中 医 協,日 (診療報酬)

医,社 労委委員

55年 ※主務官庁に理学療法士専門 身分 61年黒川幸雄氏厚生省

官設置の要望書 に併任

55年 厚生大臣 ※国立医療機関理学療法士処 身分

文部大臣 遇,給 与の要望書
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56年 ※理学療法士養成校設置に関 教育

する意見書

56年 厚生大臣 「国家公務員理学療法士,作 身分 国家公務員に初めて2

文部大臣 業療法士の待遇改善に関する 等級昇格者である

人事院総裁 要望書」二等給昇格,初 号制

限の撤廃

関係五団体連盟(OT協 会,

国立PT会,国 立大学PT会,

国家公務員OT会)

59年1月9日 厚生大臣 「診療報酬改訂に関する要望 保険 60年3月1割 ア ップ

書」 (診療報酬) 40分(複 雑),15分(簡

単)の 時間枠,診 療時

間記載義務の他に医師

も理学療法を行えば運

動療法点数の請求が出

来ることが明記された

59年7月11日 厚生大臣 要望書 養成カリキュラム等 教育 OT協 会 と連名

厚生省医療関係 の改正についての要望書

者審議会

59年12月 厚生省保険局医 診療報酬改訂に関する要望書 保険 退院時指導料は理学療

療 課,中 医 協, (H)一 理学療法士の指導料 (診療報酬) 法士も請求可能である

関係各方面 について一 老人医療関係, ことが確認された

老人特掲診療料の退院時指導

料,日 常生活動作指導料を理

学療法士が行っても請求可に

60年9月10日 厚生大臣 「理学療法士 ・作業療法士国 教育

家試験実施会場の東海 ・北陸

地区での開催 に関する要望

書」

60年9月20日 厚生大臣 「理学療法士の身分,資 格に 身分,保 険 理学療法従事者の名称

関する公開質問状」 は他団体要望書等から

まぎらわしい名称反対 消える

60年9月25日 厚生大臣 「診療報酬改訂に関する要望 保険 61年4月10点 ア ップ

書」 診療報酬の他に,治 療

時間枠,治 療時間の診療録記

載への善処も要望

60年11月20日 厚生大臣 「中間施設 に関する懇談会 その他

「中間報告」に対する意見書」
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60年 ※国立医療機関理学療法士の 身分

待遇改善の要望書 初号制限

の撤廃,経 験加算,調 整額支

給

61年5月5日 厚生省医療関係 「要望書」 理学療法士 ・作 教育 OT協 会 と連名で提出

者審議会理学療 業療法士養成施設等教員長期 存続はするが,厚 生省

法士作業療法士 講習会の今後の継続の要望 予算 は減額 され,PT

部会 協会,OT協 会 の負担

金は増える事になる

61年6月4日 厚生大臣 「理学療法士等養成所専任教 教育 リハ医学会,OT協 会

員講習会の存続についての要 と連名で提出

望書」 同上

61年6月30日 厚生大臣 「要望書」四年制大学設置に 教育,身 分 OT協 会 と連名で提出

厚生省健康政策 関する要望

局長

文部大臣

文部省高等教育

局長

61年 厚生大臣 「厚生大 臣表彰のお願 い」 身分 OT協 会 と連名で提出

PT協 会,OT協 会設立20周 PT35名,OT13名 が

年に伴う記念表彰として 表彰された

61年6月 厚生大臣 「「理学療法士 としての専門 身分,保 険

職の確立について」(要望)」

特例許可老人病院の運動療法

料(II)無 資格者,運 動療法

施設基準のリハ医療質的低下
への反対

61年10月5日 厚生大臣 「義肢装具士(仮 称)の 資格 身分(職 域) OT協 会 と連名で提出

厚生省健康政策 制度確立に関する要望」 62年 度に身分法,試 験

局長 制度等が定められる予

定

61年10月16日 厚生大臣 「運動療法の施設基準に関す 保険,身 分

る改正要望(案)に 対する反

対の要望書」 運動療法の施

設基準B案(無 資格者でも理

学療法点数請求可能)へ の反

対

61年10月16日 厚生大臣 「診療報酬改定に関する要望 保険

書」
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61年12月8日 日 (自民党社会部 理学療法士作業療法士の養成 教育 OT協 会 と連名

会) 事業に関する売上高税の非課

1
税扱いに対する要望書

注:提 出日,提 出先については,原 本,内 容及び協会ニュース等から判断

タイ トル及び内容のところの 「 」は,原 本が残っている資料

※ は,原 本も写しも無いが協会ニュース,総 会資料から提出されたと予

想される資料

無印は写 しが残っている資料 を示す

内容分類は,教 育,身 分,保 険,そ の他の四分類とし,内 容から分類 した。

備考は左記の文書に関連 した出来事等を示す。
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諸団体 ・学会への協賛 ・協力活動

〈日本作業療法士協会事業に対して協賛〉

昭和55年6月5～6日

〃

〃

〃

〃

〃

〃

56年6月11～12日

57年6月3～4日

58年6月16～17日

59年5月31日 ～6月1日

60年6月13～14日

61年6月12～13日

「第14回 日本作業療法士協会学会」

「第15回 日本作業療法学会」

「第16回 日本作業療法学会」

「第17回 日本作業療法学会」

「第18回 日本作業療法学会」

「第19回 日本作業療法学会」

「第20回 日本作業療法学会」

(大阪)

(長野)

(岡山)

(静岡)

(福岡)

(神奈川)

(東京)

〈全国病院理学療法協会事業に対して協賛 ・後援〉

昭和53年5月13～14日

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

54年5月25～26日

55年5月17～18日

57年6月5～6日

58年5月28～29日

59年5月25～26日

60年5月25～26日

61年5月17～18日

「第27回 日本理学療法学会」

「第28回 日本理学療法学会」

「第29回 日本理学療法学会」

「第31回 日本理学療法学会」

「第32回 日本理学療法学会」

「第33回 日本理学療法学会」

「第34回 日本理学療法学会」

「第35回 日本理学療法学会」

(名古屋)

(島根)

(小田原)

(熊本)

(東京)

(山梨)

(福井)

(名古屋)

〈 日本アビリティーズ協会事業に対 して後援〉

昭和55年3月1～2日

〃56年2月24～25日

〃56年5月8～10日

〃61年4月10～12日

「関西福祉機器展」(大 阪)

「第2回 関西福祉機器展」(大 阪)

「国際障害者年記念アビリティーズ福祉機器展」(岡 山)

「アビリティーズ運動20周 年記念最新リハビリ機器展」(東 京)
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〈社団法人全国公私病院連盟事業に対 して協賛〉

昭和51年8月27日

〃

〃

〃

〃

//

〃

〃

〃

51年10月15日

52年10月28日

56年2月14日

56年8月26日

57年11月16日

58年10月6日

59年11月22日

60年11月12日

「第1回 全国病院大会」

「病院医療危機突破大会」(東 京)

「病院医療危機突破大会」(東 京)

「病院医療危機突破全国大会」(東 京)

「病院医療危機突破全国大会」(東 京)

「病院医療費原価割れ是正全国大会」

「国民医療崩壊阻止全国病院大会」

「病院経営危機突破全国大会」

「国民医療を守る全国病院大会」

(蟹 灘 灘 驚 院会主催)

〈バイオメカニズム学会に対 して協賛〉

昭和58年11月25～26日

〃60年7月22～24日

〃61年10月24～25日

「第4回 バイオメカニズム学術講演会」

「第9回 バイオメカニズム ・シンポジウム」

「第7回 バイオメカニズム学術講演会」

その他の団体に対する協賛

昭和56年4月25～26日

昭 和56年8月8～10日

昭 和60年4月23日

昭和61年8月28～31日

昭和61年11月28～29日

「京都社会福祉機器展」

(京都市社会福祉協議会主催)

「全国障害者問題研究会第15回全国大会」(東 京)

(全国障害者問題研究会主催)

「日本健康科学学会設立記念講演会」(東 京)

(日本健康科学学会主催)

「国際保健福祉機器展'86」(東 京)

(全国社会福祉協議会主催)

「第2回 エルエスティ学会大会」(東 京)

(LifeSupportTechnology学 会主催)
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国際活動及び海外人事往来

海外人事往来については,協 会ニュースより抜粋 したものであ り協会の役職にあった者の掲載

が多い。この他に数多 くの会員が国際交流に関与 していたと思われるが調査困難のため割愛し

た。国際活動及び海外人事往来についても昭和50年 代に入ると,そ の記事はニュース紙から激

減 している。その出来事が日常化 されはじめ,記 事としての要素がなくなったのかもしれない。

今や社会構造は国際化 しているが,当 協会でもその状況は,今 後とも正確に詳細に把握 してお

く必要があろう。

(昭和41年)

・新藤 信子氏(国 立箱根療養所)日 本PT海 外渡航者第1号 。英国背損センター,ス トークマ ン

デビル病院へ研修留学。

・松村 秩氏(国 立療養所東京病院附属 リハビリティシ ョン学院)米 国ボトスン大学大学院理学療

法課程に2年 間の留学。

・谷岡 淳氏(虎 の門病院)米 国ニューヨーク大学ラスク研究所ベルビュー病院へ2年 間の研修留

学。

(昭和42年)

・第5回WCPT大 会 ,オ ース トラリア,メ ルボル ンにて開催 され る。 日本理学療法士協会 よ り会

員のカ ンパ に よって遠藤文雄会長,武 富 由雄理事 が参加 した。

・MrsRovson;音 楽療法 の創始者 が来 日,リ ハ ビ リテーシ ョン学 院において特別講義 を行 った。

・MrsMargretRood;Rood法 で 有 名 なカ リフォルニア大学教授(PT)が,メ ルボ ル ンで開 かれ た

WCPT大 会 の帰 途,日 本 に滞在。

・アメ リカPT協 会会員 ,メ ルボ ル ンWCPT大 会 の帰途,20名 が 来 日,東 京 ・大 阪で両協 会の会

員が懇親会 を行 った。

・イス ラエルPT
,バ ル サイナ女 史,WCPT実 行 委員の一人であ り来 日,東 京 にて懇親会 を行 った。

・砂原 茂一先生(国 立療養所東京病院附属 リハ ビリテー ション学 院長)は,欧 州 に出張。多忙 の

中を,英 国留学 中の新 藤信子氏 を伴 ってWCPT事 務 局長,ニ ールソ ン女 史 と,WCPT加 盟 の交渉

にあた られた。

・福屋 靖子氏(東 大病 院)米 国ハ イラ ン ド病院 に1年 間研修留学。
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(昭和43年)

・武富由雄氏(阪 大病院)ア フガニスタン国要請により理学療法指導のため1年 間出張。

・田口順子氏(国 立療養所東京病院附属 リハビリテーション学院)WHO主 催
,臨 床実習指導者コー

ス(於 コペンハーゲン,参 加者18国20名)に 厚生省より研修出張,帰 途,WCPT事 務局(ロ ンドン)

を訪問,ニ ールソン事務局長 と会談。

(昭和44年)

・荻原新八郎氏(榛 名荘病院)WCPT事 務局長ニールソン女史の配慮で
,1年 間の英国留学。

・駒沢治夫氏(東 大病院)ロ スアンゼルスにて義肢装具研修コース,(2週 間)に 参加。

・渡辺京子氏(虎 の門病院)フ ィラデルフィア,ニ ューヨークにて1年 間の臨床研修。

・新藤信子氏(国 立箱根療養所)米 国にて臨床研修 ,1年 間。

・荻原新八郎氏,日 本人PT登 録第1号 に。先に日本PT渡 航者第1号 として渡英 していた新藤信

子氏の努力により英国における日本人PTの 登録申請の交渉が進められていたが,認 可がおりた。

・浅野達雄氏(阪 大病院)ア フガニスタン国要請により理学療法指導のため1年6ヵ 月の出張。

・極東医療学術会議(主 催,米 国)が,日 本において開催 された。立川米空軍病院が会場 となり,

グットマンPTの 好意で日本理学療法士協会に参加の認可がでたが,当 時は,参 加人員が規制 され

る状況にありPT12名 が参加 した。

リハ ビリテーション分科会の内容は以下のものであった。

1)上 肢 ・手指の機能 と熱傷の植皮術

2)RagDoll損 傷

3)創 傷に対する早期装具の処方

4)電 動義手の最近の進歩

5)術 後管理におけるPT・OT業 務 と役割

(昭和45年)

・WCPT大 会アムステルダムにて開催。

日本理学療法士協会参加者

松村秩会長,関 川博副会長,矢 郷弥太郎渉外部長,山 口二郎理事,江 原定吉理事,山 陰信夫大

阪士会,西 本東彦大阪士会,東 山敬長崎士会。

・大内二男氏,米 国理学療法士協会の招聰で1年 間,脳 性マヒ専門病院にて研修。

・紀伊克昌氏,英 国ボバースセンターにて1年 間研修。
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(昭和46年)

・田村美枝子氏(国 立療養所東京病院病 院附属 リハ ビリテーシ ョン学院)米 国 ,ワ ームスプ リング

病 院にて,PNFコ ー ス研修 のため1年 間の研 修留学。

・田口順子氏(国 立療養所東京病院附属 リハ ビリテーシ ョン学院)ラ オス ,ビ エ ンチ ャン陸軍病院

にて1年 間PT治 療 にあた る。

・宮 本重範氏(九 州 リハ ビリテー シ ョン大学校)米 国,ハ イラン ドビュー病 院,他 にて1年 半 の研

修留学。

・フィリピ ンPT協 会会長 ,H.Pitog氏 が 来 日,松 村秩 会長 と懇談,ヨ ーロ ッパPT連 盟 に次いで

アジ アPT連 盟 の結 成 を提 唱 した。 この時点 での アジアにお けるWCPT加 盟 国は,イ ン ド,パ

キス タン,フ ィリピンであ った。

(昭和47年)

・松沢博氏(神 奈川 ・七沢リハビリテーション病院)米 国へ1年 間の研修留学。

(昭和48年)

・伊藤直栄氏(浴 風会病院)カ ナダへ2年 間の研修留学。

・篠田豆子氏(国 立療養所東京病院付属 リハ ビリテーション学院)イ タリアへ1年 間の研修。

・荻原新八郎氏,カ ナダにて研修中であったが,カ ナダPT資 格試験 に合格,カ ナダPT協 会会員

となる。

(昭和49年)

・第8回WCPT大 会 カナダ
,モ ン トリオール にて開催。この大会で ようや く日本 のWCPT加 盟 が,

認 め られた。他 にイ ン ドネシア,ギ リシャ,ス ペ イ ン,ス リラ ンカであ り,こ れでWCPT加 盟
　

国は35ヵ 国となった。 日本理学療法士協会からの参加者;松村秩会長,奈 良勲氏,貴 田正秀氏,

馬場将夫氏,丸 山仁司氏。

・橋元隆氏(九 州リハビリテーション大学校)英 国ス トークマンデビル病院にて1年 間の研修留学。

・紀伊克昌氏,英 国においてボバース法の公認インス トラクター認定試験に合格,そ の資格が,ボ

バース女史から授与された。

・会員が海外へ研修等で渡航する場合のWCPT加 盟会員であることの証明様式が整った。

(昭和50年)

・WCPT理 事 会 を日本で行 いたい との申 し入 れがあった
。



98

(昭和51年)

・厚生省が所管するリハビリテーション学院においてPT又 はOT教 育に従事する教員養成のため

の留学制度が本格的に始まる。

・韓国PT協 会 「大韓物理治療士協会」会長,白 進氏が国際部長 と来日,PT学 会 に出席,会 長

はじめ会員 とも懇談を行った。

(昭和52年)

・カナダの身障者グループの訪 日親善旅行。30名 が来 日,カ ナダ滞在中の荻原新八郎氏が随行者 と

して久 し振 りに一時帰国 した。

(昭和53年)

・第9回WCPT大 会 が
,イ スラエ ル ・テル アビブで開催 される。松村秩会長 が出席,こ の年 よ り

協会予算計上 に より正式 に派遣承認 され る。

・かねて来 日中であ ったバ ーバ ン ・バ ッツPTに 厚生 省 か ら外 人登録PTと して免 許 が交付 され

た。東京士会 へ入会。

・米国 スタ ンフ ォー ド大学 ,ブ ラ ッ ト主任教授 が来 日,PT教 育 制度 について,会 員 と懇談 を行 っ

た。

(昭和55年)

・アジア理学療法士連盟(ACPT)の 設 立準備が開始 され る。結成式が台湾 ・台北 にて開催 される。

協会代表 と して,浅 野達雄,関 川博副会長,森 永敏博 理事他2名 が出席。参加国 は,ホ ンコン ・

イン ドネシア ・韓国 ・マ レーシア ・フ ィリッピン ・シンガポール ・日本であ った。

・日本 ・フラ ンスPT協 会共 同セ ミナーの開催。 フラ ンスPT協 会35周 年 記念事業 としてアジア研

修旅行が計画 されて,一 行25名 が来 日,各 地でセ ミナー,交 歓会等が行 われ た。

(昭和56年)

・第1回ACPT総 会 が タイ ・バ ンコ ック にて開催 された。 同時 開催 のACPT学 会 で ,日 本 よ り5

題 の演題 発表 も行 われ た。協会代表参加 者;松 村秩会長 ・遠藤文雄 ・森 永敏博 理事 ・後藤宣 久監

事。演題発表者;松村秩 ・森永敏博 ・青木主税 ・中野裕之 ・遠藤文雄。

・米 国 におけ る医療従事 者就職紹介 機関 であ るNorthAmericanPlacementサ ー ビス社 よ り当協 会

に就職斡旋 に関す る紹介 が届 け られた。
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(昭和57年)

・第10回WCPT大 会 が
,ス ウェーデ ン ・ス トックホルムにて開催 され る。米国PT協 会 の推薦 を

うけて,日 本理学療 法士 協会 は,WCPT理 事 国 に当選 。理事 は森永敏博 国際部長。大会 開催 中

にACPT理 事 会 も同時 開催 された。出席者;松 村秩会長 ・首藤 茂香 ・武富由雄 ・森永敏博理事他

4名 。

・第19回 日本 リハ ビリテーシ ョン医学会 の特別講演招待者 として ,米 国 ・ランチ ョロス アミーゴ病

院研 究所 のジ ャク リ ン ・ペ リー(PT)が 来 日,各 地で 日本 のPT会 員 と懇談 した。 また随行員

として来 日 した,ジ ョア ンナPTと も協会主催で懇談会 を行 い15名 の会員が参加 した。

(昭和58年)

・第2回WCPT理 事 会が
,英 国 ・ロン ドンにて開催 される。森永敏博 理事 が出席。

(昭和59年)

・第2回ACPT学 会総会が,韓 国 ・ソウルにて開催 される。松村秩会長,森 永敏博理事,柳 沢健

理事他11名 が参加 した。 日本からの演題は特別講演,映 画演題を含めて6題 であった。次回総会

は,日 本開催が決定 した。(昭和63年9月)

(昭和60年)

・第3回WCPT理 事会がブラジル ・サ ンパウロで開催された。森永敏博理事が出席。
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〈青年海外協力隊派遣理学療法士〉

日本政府の青年海外協力隊事業はわが国のPT・OTの 身分法の誕生 した同じ年の昭和40年 に創

設 された。 これは青年がボランティアとして2年 間,現 地の人々と共に生活し,働 き,技 術協力を

してい くのが 目的であ り,現 在までに約130職 種,7000名 近い隊員が派遣されている。理学療法士

の要請もかなり以前 よりあったが,国 内の需要にも全 く充たすことの出来なかった10年前には応募

者は皆無であ り,わ が国の理学療法士がはじめて隊員として派遣されたのは昭和54年 のことであっ

た。その トップを切って先ずコスタリカに派遣されたのが山崎利幸(東 北労災病院)大 塚ひろみ(堺

市立市民病院)の2名 であった。

以後,受 入国の評価 も高 く年々,派 遣以来の件数 も増え昭和61年12月 現在で次の10名 が派遣され

ている。現在 は隊員の応募数も増加 し要請国 も益々,増 加 していくものと思われる。応募に当って

は一次試験(筆 記),二 次試験(面 接等)が 行われるが,理 学療法士の技術試験の選考は田口順子(日

本理学療法士協会副会長)が 専門委員 としてその任を委託されている。

み

幸

郎

弘

文

恵

則

子

子

和

禦

利
鉱
嚢

絹
利
幣

邦

備

塚

崎

藤

崎

林

沢

口

村

田

鴫

大

山

佐

野

小

谷

阪

梶

沢

仁

(派遣 国)

コス タ ・リカ

〃

マ レイシァ

コス タ ・リカ

マ レイシア

コスタ ・リカ

ネパ ール

コスタ ・リカ

マ レイシア

マ レイシァ

(任 期)

日召54・10～u召56・10

54・10-一 一%56・10

〃55・2～ 〃57・2

〃58・10～ 〃60・10

〃59・1～ 〃61・1

59・7-一 一%61・7

59.11-一 一%61.11

〃60・7～ 〃62・7

61・3-一 一%63・3

61・3-一 一%63・3
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日本理学療法士協会略年表

年 月 協会事業と関連事項 参 考 事 項

昭29. 稗田正虎氏WHOフ ェローとしてニューヨーク

大学Rusk博 士の ところへ行く。テーマ 「成人

身体障害者とリハビリテーション」特に切断者

の義肢の問題についての調査

昭31. NYUリ ハ ビリテーション医学研究所義肢部長

WilliamA.Tosberg氏 国立身体障害センターに

て"吸 着式大腿義足"の 講習会を行 う

昭34. 松本征二氏,元 厚生省社会局,厚 生課長国連本

部,リ ハビリテーション担当官 としてニュー

ヨークに赴任

日本整形外科学会にリハビリテーション委員会

が設置される=水 野氏(委 員長)

昭35. 医学的リハ ビリテーションが予防および治療と

並ぶ医療の重要部門として力説する(厚生白書)

昭36. 厚生省WHOの 技術援助計画による作業療法,

理学療法顧問を招へいし,短 期講習と勧告を発

した。

リハビリテーション技術者養成の必要性につい

て,初 めて述べる(厚 生白書)

世界作業療法士連盟のSpackman女 史,Wil-

lard女 史来日

ニューヨーク大学Dasco博 士来日,PT,OT養

成の必要 を説 く。

服部一郎氏(九 州労災理学診療部長)PTの 養

成についてのカリキュラムを"理 療"に 発表す

昭37.

6

10

整肢療護園に療育技術者養成所付設機能療法

士,職 能療法士養成コース(2ケ 月)始 まる

厚生省内リハビリテーション研究会 「医学的リ

ハビリテーションに関する現状 と対策」を報告

イリノイ大学作業療法部Drothy大 森女史,国

立身体障害者更生指導所に顧問 として赴任,5

週間講習

高木,水 野,稗 田,小 池氏 らによる 「機能療法

及び職能療法に関する研究」の発表(S36年 度

厚生科学研究補助金)

国立別府病院,中 村裕氏,同 病院内に理学療法

士養成所を付設すべき旨の建議を行う

昭38.3 医療制度調査会が医学的リハビリテーションの

専門技術者の資格制度を答申する
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昭38.4

5国 立療養所東京病院附属リハビリテーション学

院理学療法学科,作 業療法学科設立

6理 学療法士,作 業療法士身分制度打合せ会が厚

生大臣の諮問機関と して発足する

9

10

12理 学療法士 ・作業療法士身分制度打合せ会,厚

生大臣に意見書提出

Dasco博 士 再 度 来 日

日本 医 学 会 に於 い て服 部,上 田敏 氏 らの 努 力 で

リハ ビ リテ ー シ ョ ン懇談 会 開始,座 長 砂 原 茂 一

氏,リ ハ 医 学 会 を整形 外 科 学 会 と協 力 して 設 立

す る方 向 が 打 ち出 され る。

GoldWaterMemorialHospitalの,Emily

C.Mays女 史PT顧 問 と して 来 日,5週 間講 習

始 ま る(国 立 身 障 セ ン ター)

日本 リハ ビ リテ ー シ ョ ン医 学 会 創 立

WCPTNeilson女 史 来 日,打 合 せ 会 へ 助 言

昭39.2

4大 阪府立盲学校高等部専攻科理学療法科開設

5東 京教育大学(現 筑波大学)附 属盲学校高等部

専攻科理学療法科開設

7

8国 家試験受験資格取得講習会始まる(厚生省認

定)

10

「リハビリテーション技術者養成に関する要望

書」 リハビリテーション医学会提出

TaliConine女 史(米 国)WHO顧 問 として国立

療養所東京病院附属 リハビリテーション学院の

理学療法学部長に就任

第1回 日本リハビリテーション医学会(会 長:

水野祥太郎,会 場:大 阪医師会館)

「リハビリテーション医学」創刊

WHO(南 太平洋地域)よ りPenington氏 来 日(学

院視察)

側)日本障害者リハビリテーション協会創立

東 京 オ リ ン ピ ック開 く,パ ラ リ ンピ ック を オ リ

ンピ ック ス タ ジ アム で 開 く ス トー クマ ンデ ビ

ル病 院 のGuttman博 士 来 日

40.

4

4徳 島県立盲学校高等部専攻科理学療法科開設

「リハビリテーションに関する診療並びに技術

者養成学校設置促進に関する要望書」リハビリ

テーション医学会提出

第2回 日本リハビリテーション医学会(会 長:

大 島良雄,会 場:国 立教育会館)

第3回 汎太平洋 リハビリテーション会議開催

(東京)

6理 学療法士,作 業療法士法公布(法 律第137号)

41.2第1回 理学療法士 ・作業療法士国家試験施行

(PT183名,OT20名 合格)

4日 本理学療法士協会設立について厚生省 と交渉

九州リハビリテーシ ョン大学校理学療法科,作

業療法科開設

5理 学療法士協会設立について有志会合(日 本肢

体不自由児協会にて)

第3回 日本リハビリテーション医学会(会 長

天児民和,会 場:九 大医学部)
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6協 会 について厚生省医事課と交渉(矢 郷弥太郎,

保 田良彦,松 村秩,遠 藤文雄,田 口順子出席)

7日 本理学療法士協会創立

創立総会が国立療養所東京病院附属 リハ ビリ

テーション学院で開催される(会長:遠 藤文雄,

副会長:保 田良彦,岩 本敬,会 員110名,協 会

事務所 を同学院におく,清瀬市梅園1-2-7)

8協 会の準機関誌発行について医学書院 と交渉

9協 会ニュース創刊

理学療法士 ・作業療法士養成施設指導要領(医

発1099号)通 知

10第1回 日本理学療法士学会(学 会長:遠 藤文雄,

会場:東 大病院好仁会にて)

PT部 門の管理運営 佐久間穣爾

各病院におけるPT管 理の実際

治療具の正 しい取 り扱いについて

片麻痺リビリテーションについて 上田 敏

片麻痺者 のテス トと評価 についてMaryA.

Ridley

10第1回 全国研修会(研 修会長:駒 沢治夫,会 場

:東 大病院)

日本作業療法士協会創立(会 長:鈴 木明子)

42.1「 理学療法と作業療法」創刊(医 学書院,協 会

準機関誌)

5第5回 世界理学療法連盟の学会総会開催(メ ル

ボルン)遠 藤会長,武 富理事出席,本 協会の加

盟について打診

6第2回 日本理学療法士学会(会 長:岩 本敬,会

場:阪 大)第2回 総会にて(会 長)遠 藤文雄,

(副会長)岩 本敬,江 原定吉選出

8兵 庫県士会創立(士 会長:平 川教次),最 初の

士会発足

9

9

10第2回 全国会長研修会(研 修会長:小 池信雄,

会場:慶 応大学,テ ーマ:フ ァシリテーション)

第4回 日本リハビリテーション医学会(会 長

砂原茂一,会 場:東 京厚生年金会館)

松 村秩,PTと して初の大学留学,ボ ストン大

学へ

WCPT加 盟手続 き終了,認 可待ち

WCPT準 加盟国として認められる

「PT・OTの 教 育改善,向 上に関する要望書」

提出

「PT・OT診 療報酬並びに診療科名設定に関す

る要望書」提出

日本リハ医学会 ・日本整形外科学会が本協会を

正式団体として公認

43.4高 知 リハビリテーション学院理学療法学科開設

5第3回 日本理学療法士学会(会長:矢 郷弥太郎,

会場:東 医健保会館ホール)

5第3回 総会(会 長)遠 藤文雄(副 会長)宮 腰正

雄 岩本敬 選出

6

理学療法士の登録税負担値上げ,3,000円 に

国立療養所東京病院附属 リハビリテーション学

院学生,4年 制大学によるPT・OT教 育 の要

望書を厚生省へ提出 日本医師会武見会長へも

陳情
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6

6

9「PT・OT職 制確立の要望書」提出

10第3回 全国研修会(研 修会長:川 畑光雄,会 場

:大 阪市大 テーマ:痛 み)

各都道府県単位で研修会,集 談会盛んになる

第5回 日本 リハビリテーション医学会(会 長:

小池文英,会 場:東 京国立教育会館)

「技術者養成に関する要望書」提出

・田口順子
,WHOフ ェローとして厚生省 より

派遣さる。デンマークにおける臨床実習指導者

講習会へ参加

・PT・OT教 育
,4年 制への運動始まる

・国立療養所東京病院附属リハビリテーション

学院学生が街頭陳情デモ行進(200名)

44.4東 京都立府中リハビリテーション学院理学療法

学科,作 業療法学科開設

5

6第4回 日本理学療法士学会(会 長:平 川教次,

会場:兵 庫県民会館)

6第4回 総会(会 長)松 村秩(副 会長)関 川博,

伊藤直栄 選出

10第4回 全国研修会(研 修会長:野 本卓,会 場:

順天堂大学 テーマ:脳 卒中)

社 団法人 日本理学療法士協会設立総会(東 大

病院南講堂)

11「PT・OT国 家試験委員任命に関する要望書」

提出

第1回 理学療法士短期講習会,清 瀬リハ学院に

て受講生50名 「神経筋促通手技の理論と手技」

バーバラ ・ナッシュ女史

第6回 日本 リハビリテーション医学会(会 長

相沢豊三,会 場:東 京日本都市センター)

初 のPT実 態調査を行う

日本人PTの 登録(英 国)第1号,萩 原新八郎

45.3

3

4

6

7

8

行岡医学技術専門学校リハビリテーション科開

設

国立療養所東京病院附属リハビリテーション学

院に教育改革紛争おこる卒業式ボイコット,全

学集会

第6回 世界理学療法連盟学会総会開催(ア ムス

テルダム)松 村会長以下10名 の代表団参加

第1回 代議員総会開催,協 会の事務所東京警察

病院へ移転

医療関係者審議会PT・OT部 会 はPT・OT教

育 について厚生 ・文部大臣に意見具申

協会ニュース,手 刷 りよりタイプ印刷へ

9第5回 日本理学療法士学会(会 長 山口二郎,

会場:福 島市民センター)

10

11第5回 全国研修会(研 修会長:野 々垣嘉男,会

場:名 古屋市立大学,テ ーマ:フ ァシリテー

ション ・テクニック)

・総合医学会(水 戸)シ ンポジストにPT代 表
,

田口順子

・会員のコー ド番号化導入

第7回 日本リハビリテーション医学会(会 長:

河邨文一郎,会 場:札 幌市民会館)

「PT・OTの 教育体制改善についての要望書」

提出

「PT・OT国 家試験資格特例の問題についての

要望書」提出

理学療法士,国 家試験委員にPTメ ンバー加わ

る(松 村秩,福 屋靖子)
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46.1「PT・OT国 家試験の特例措置の延長反対に関

する要望書」提出

3特 例措置による国家試験の受験資格,議 員立法

により2年 間延期(49年3.月 末迄)

5第1回PT・OT学 校養成施設連絡協議会開催

(日本 リハビリテーション医学会開催と併行)

5東 京都 と特別養護老人ホームPT派 遣事業につ

いて契約 を結ぶ

6第6回 日本理学療法士学会(学 会長:谷 岡淳,

会場:東 京文化会館)

6第6回 総会(会 長)野 本卓(副 会長)矢 郷弥太

郎 関川博 選出

8

11第6回 全国研修会(研 修会長:鈴 木達司,会 場

:東 京女子医大 テーマ:PTに おけるリスク

管理)

視能訓練士法設立

国立聴力言語障害センター附属聴能言語専門職

員養成所開所

第8回 日本 リハビリテーション医学会(会 長:

小林太刀夫,会 場:東 京国立教育会館)

「リハビリテーションの診療報酬改定に関する

要望書」提出

47.1社 団法人の許可(厚 生省)

2理 学療法士,作 業療法士学校養成施設指定規則

の一部改正(カ リキュラム改訂)

3指 導要領通知(医 発第422号)

5

6

6

7
8

8

Q
》

10

11

第7回 日本理学療法士学会(会 長:和 才嘉昭,

会場:戸 畑文化ホール)

第1回 社団法人日本理学療法士協会総会(会 長

:野本卓)

第1回 現職講習会(治 療計画の作成 東京)

第2回 現職講習会(治 療計画の作成 東京)

「医療関係者審議会PT・OT部 会委員会の委

員委嘱に関する要望書」提出

「大学制度化のための要望書」提出

「サーティフィケートコース」反対運動を展開

第7回 全国研修会(研 修会長:梅 田晃昌,会 場

:岡 山衛生会館 テーマ:リ ウマチ)

「PT・OTの 国家試験受験資格の法改定の請

願」提出

法人化で協会の一本立ち

第9回 日本リハビリテーション医学会(会 長

土屋弘吉,会 場:神 奈川県立音楽堂)

48.4社 会医学技術学院(現 専門学校社会医学技術学

院)理 学療法学科開設(夜 間)

4第8回 日本理学療法士学会(会 長:浅 野達雄,

会場:大 阪大学)

第2回 社団法人理学療法士協会総会(会 長)矢

郷弥太郎,(副 会長)関 川博,鈴 木正彦 選出

国立療養所近畿中央病院附属 リハ ビリテーショ

ン学院理学療法学科,作 業療法学科開設

日本赤十字理学療法士協会設立

賛助会員制度発足

会費値上げ4,000円 に

第10回 日本リハビリテーション医学会(会 長

杉山尚,会 場:東 北大学記念講堂)
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6理 学療法士,作 業療法士学校養成施設授業科 目

内容通知(医 発529号 一2)

6第3回 現職講習会(ICU・CCUとPTの 役割,

東京)

7「 都立保健大学開校促進の要望書」提出

8第4回 現職講習会(治 療プログラムの作成,東

京)

11第8回 全国研修会(研 修会長:奈 良勲,会 場:

東京都養育院,テ ーマ:疹 痛の解消)

医療関係者懇談会発足

(放射線協会,衛 生検査技師協会,医 療社会事

業協会,看 護協会,歯 科技工士協会,保 母連,

薬剤師協会,歯 科医師会,栄 養士協会,精 神看

護協会,PT協 会,OT協 会)

「リハビリテーション医学」学術刊行物として

認可

矢郷弥太郎会長逝去

49.2第5回 現職講習会(脳 卒中の理学療法,神 奈川)

3PT・OTの 国家試験特例措置終る

4川 崎リハビリテーション学院理学療法学部,作

業療法学部開設

5「 臨床理学療法」創刊(協 会機関誌)

5第9回 日本理学療法士学会(会 長:古 川良三,

会場:名 古屋市民会館)

第3回 総会空席だった会長に松村秩就任

6第7回 世界理学療法連盟(モ ントリオール)の

総会にて日本理学療法士協会の正式加盟認めら

れる

7第6回 現職講習会(片 まひのリハビリテーショ

ン,大 阪)

9第9回 全国研修会(研 修会長:伊 藤日出男,会

場:秋 田県厚生連由利組合総合病院 テーマ:

農村における脳卒中)

10第7回 現職講習会(片 まひの評価,治 療プログ

ラムの計画,鳥 取)

10国 立理学療法士会創立(会 長)鈴 木正彦

11

運動療法の診療報酬新設 「複雑なもの」「簡単

なもの」の点数決まる

第11回 日本 リハビリテーション医学会(会 長:

山田憲吾,会 場:徳 島県郷土文化会館)

日本リハビリテーション医学会 「関節可動域表

示ならびに測定法」発表

紀伊克昌,英 国ボバース法の公認インス トラク

ター試験に合格

日本医療技術者団体連絡協議会創立,PT協 会

加入

50.1第1回 理学療法士,作 業療法士養成施設等長期

講習会(厚 生省主催 東京地区,九 州地区)以

下PT・OT長 期講習会という

3第8回 現職講習会(義 肢装具について,東 京)

5第10回 日本理学療法士学会(会 長:後 藤宣久,

会場:東 京国立教育会館)

第4回 総会にて(会 長)松 村秩(副 会長)関 川

博,鈴 木正彦 選出

5「 日本理学療法士協会十年史」発行,田 口順子

編集委員長

6

医制100周 年記念式典に関川事務局長出席

「義肢装具製作技術者の教育 ・資格制度に関す

る要望書」提出(リ ハビリテーション医学会)

第12回 日本リハビリテーション医学会(会 長

柏木大治,会 場:神 戸文化ホール)

会費値上げ6,000円 に

「学校教育法による理学療法士 ・作業療法士の

大学設置基準の制定に関する要望書」提出
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第2回PT・OT長 期講習会(大 阪地区)

第2回PT・OT長 期講習会(東 京地区)

第10回 全国研修会(研 修会長:宮 風隆夫,会 場

:京 都教育文化センター テーマ:関 節症)

第10回 現職講習会(PNF兵 庫)

「サーティフィケー ト・コースに対する反対声

明書」提出

第11回 現職講習会(片 麻痺の評価,治 療プログ

ラム作成 鹿児島)

第1回 臨床実習指導者研修会(東 京)

「リハ医療に関する診療報酬引き上げに関する

要望書」提出

51.2第12回 現職講習会(車 椅子 神奈川)

6第11回 日本理学療法士学会(会 長:浜 島良知,

会場:仙 台市民会館)

7「 リハビリテーション」講習会を賛助会員に対

して行 う(東 京)

9第11回 全国研修会(研 修会長:古 賀友弥 会場

:明 石市民会館 テーマ:歩 行)

国立大学理学療法士会発足(会 長)細 田多穂

10第3回PT・OT長 期講習会(北 海道地区)

第13回 現職講習会(片 まひの治療と評価,高 知)

11第14回 現職講習会(PNF,神 奈川)

第15回 現職講習会(切 断,東 京)

第2回 全国臨床実習指導者研修会(東 京)

第13回 日本リハビリテーション医学会(会 長

横山巌,会 場:神 奈川県民ホール)

52.1

2

4

5

6

11

12

第2回PT・OT長 期講習会(東 京地区)

第3回PT・OT長 期講習会(大 阪地区)

国立犀潟療養所附属リハビリテーシ ョン学院理

学療法学科,作 業療法学科開設

清恵会第二医療専門学院理学療法学科開設

「臨床実習の手引 き」教育部発行

第12回 日本理学療法士学会(会 長:山 内孝彦,

会場:札 幌市民会館)

第6回 総会(会 長)松 村秩(副 会長)関 川博,

浅野達雄選出

理学療法士,作 業療法士専門委員会 「臨床実習

などについて」医療関係者審議会PT・OT部

会の答申

第12回 全国研修会(研 修会長:下 畑博正,会 場

:九 州リハ大 テーマ:早 期 リハビリテーショ

ンの重要性 と諸問題)

第3回 全国臨床実習指導者研修会(東 京)

第16回 現 職講習会(片 まひの評価,治 療プログ

ラム 新潟)

日本学術会議 「リハビリテーションに関する教

育研究体制等について」勧告

第14回 日本 リハビリテーション医学会(会 長:

児玉俊夫,会 場:岡 山市民会館)

53.1第4回PT・OT長 期講習会(東 京地区)

2第4回PT・OT長 期講習会(大 阪地区)

第17回 現職講習会(切 断のリハビリテーション,

東京)

3第18回 現 職講習会(中 枢性疾患に対する神経生

理学的アプローチ 山梨)

保険点数改正(複 雑120点 →160点)
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4高 知医療学院理学療法学科開設

5第13回 日本理学療法士学会(会 長 中屋久長,

会場:高 知県民文化ホール)

5日 本理学療法士協会 「倫理規定」制定

第7回 総会

第15回 日本リハビリテーション医学会(会 長:

木村登,会 場:別 府市杉の井ホテル)

「標榜科目として 「リハビリテーション科」を

新設することに関する要望書」提出 一

年会費7,000円 に値上げ

6第19回 現職講習会(肩 関節を中心 として,兵 庫)

8第20回 現職講習会(呼 吸器疾患のリハビリテー

ション,静 岡)

10第13回 全国研修会(研 修会長:細 田多穂,会 場

:順 天堂大学 テーマ:評 価)

54.1第5回PT・OT長 期 講習会(東 京地区)

2第5回PT・OT長 期 講習会(大 阪地区)

第21回 現 職講習会(中 枢疾患の リハ ビリテー

ション,札 幌)

4金 沢大学医療技術短期大学部理学療法学科,作

業療法学科開設

国立療養所東名古屋病院附属 リハビリテーショ

ン学院理学療法学科,作 業療法学科開設

国立善通寺病院附属 リハビリテーション学院理

学療法学科,作 業療法学科開設

愛媛十全医療学院理学療法学科,作 業療法学科

開設

東京衛生学園専門学校理学療法学科開設

5第14回 日本理学療法士学会(会 長:谷 島朝生,

会場:神 奈川県立音楽堂)

第8回 総会(会 長)松 村秩(副 会長)関 川博,

浅野達雄 選出

「診療報酬改訂に関する要望書」提出

6群 馬県士会創立,全 国47士 会 になる

10第14回 全国研修会(研 修会長:武 富由雄,会 場

:大 阪大学 テーマ:評 価partH)

12第1回 国立大学理学療法士学会(東 京)

専従事務員の雇用化実現

理学療法士の市会議員誕生(福 岡士会 ・門田司

郎)

第16回 日本リハビリテーション医学会(会 長

佐藤孝三 会場:東 京 日本都市センター)

55.1第6回PT・OT長 期 講習会(東 京地区,中 部

地区)

3第22回 現職講習会(義 肢コース,東 京)

第23回 現職講習会(脳 卒中片 まひの理学療法,

石川)

第24回 現職講習会(医 用電子工学,高 知)

4岩 手 リハビリテーション学院理学療法学科,作

業療法学科開設

国立仙台病院附属 リハ ビリテーション学院理学

療法学科,作 業療法学科開設

弘前大学医療短期理学療法学科,作 業療法学科

開設

4ア ジア理学療法士連盟結成(台 北)
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5第15回 日本理学療法士学会(会 長:高 橋長,会

場:広 島市公会堂)

6第9回 総会にて会費10,000円 に値上げ 会館建

設基金積立開始 会員数2,003名

6「 理学療法士及び理学療法従事者の現状と問題

に関する意見書」提出

6理 学療法白書委員会発足(委 員長:福 屋靖子)

8日 仏PT国 際セミナー(東 京)

10第25回 現職講習会(CVAの 理学療法の実践,

大阪)

10第15回 全国研修会(研 修会長:竹 谷春逸,会 場

:浜 松市民会館 テーマ:フ ォローアップを考

える)

11理 学療法士協会創立15周 年式典(ホ テル ・オー

クラ 東京)

第17回 日本リハビリテーション医学会(会 長

佐々木智也,会 場:東 京国立教育会館)

リハビリテーション専門医制度発足

第1回 リハビリテーション専門医決定

日本作業療法士協会,社 団法人の認可
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第2回 アジア理学療法連盟学会 ・総会(バ ンコ

ク)

第7回PT・OT長 期講習会(東 京地区)

第26回 現職講習会(脊 髄損傷,北 九州市)

第7回PT・OT長 期講習会(大 阪地区)

国立療養所箱根病院附属リハビリテーション学

院理学療法学科,作 業療法学科開設

長崎 リハビリテーション学院理学療法学科開設

西 日本 リハビリテーション学院理学療法学科開

設

熊本リハ ビリテーション学院理学療法学科,作

業療法学科開設

北海道大学医療技術短期大学部理学療法学科,

作 業療法学科開設

第16回 日本理学療法士学会(会 長:宮 風隆夫

会場:京 都市立京都会館)

第10回 総会(会 長)松 村秩(副 会長)関 川博,

浅野達雄 選出

診療報酬改正 運動療法 「複雑なもの」160→

300点

「簡単なもの」80→120点 に大巾改定

第27回 現職講習会(切 断とリハビリテーション

東京)

第16回 全国研修会(研 修会長:福 田修 会場:

北大クラーク会館 テーマ:合 併症)

国際障害者年始まる

第18回 日本リハビリテーション医学会(会 長

明石謙,会 場:川 崎医科大学)

相談役会の設置(現 役を退いた会長.副 会長,

監事)

国際リハビリテーション交流セ ミナー(東 京)

57.1第8回PT・OT長 期 講習会(東 京地区,宮 城

地区)

2第28回 現職講習会(モ ビリゼーション,浜 松)

3第29回 現職講習会(片 麻痺のPNF,東 京)



110

4

4

4

4

4

4

4

FO

5

6

7
9

8

10

神戸大学医療技術短期大学部理学療法学科,作

業療法学科開設

京都大学医療技術短期大学部理学療法学科,作

業療法学科開設

国立呉病院附属リハビリテーション学院理学療

法学科,作 業療法学科開設

国立療養所福岡東病院附属 リハビリテーション

学院理学療法学科,作 業療法学科開設

中部リハビリテーション学院理学療法学科開設

愛知医療学院理学療法学科開設

宮崎リハビリテーション学院理学療法学科開設

第17回 日本理学療法士学会(会 長:貴 田正秀,

会場:秋 田市文化会館)

第9回 世界理学療法連盟学会,総 会(ス トック

ホルム)理 事国に当選

第30回 現職講習会(PNF基 礎 コース,東 京)

第31回 現職講習会(PNF応 用編,北 海道)

第32回 現職講習会(片 麻痺の評価 と治療のPT

技術,大 阪)

第17回 全 国研修会開催(研 修会長:吉 田和昭

会場:名 大豊 田講堂 テーマ:難 病 と理学療

法)

第19回 日本 リハビリテーション医学会(会 長

津山直一,会 場:東 京国立教育会館)

58.1第9回PT・OT長 期 講習会(東 京地区,京 都 協会ニュース100号 となる

地区)

3第33回 現職講習会(研 究法,東 京)

4藍 野 医療技術専門学校理学療法学科,作 業療法

学科開設

4埼 玉 リハビリテーション専門学校理学療法学科

開設

4専 門学校社会医学技術学院昼間部理学療法学

科,作 業療法学科開設

4信 州大学医療技術短期大学部理学療法学科,作

業療法学科開設

4札 幌医科大学衛生短期大学部理学療法士学科,

作業療法学科開設

5第18回 日本理学療法士学会(会 長:関 川博,会

場:東 京国立教育会館)

5第12回 総会(会 長)松 村秩(副 会長)関 川博,

浅野達雄 選出

6第20回 日本リハビリテーション医学会(会 長

祖父江逸郎,会 場:愛 知県中小企業センター)

8第34回 現職講習会(脳 性 まひ児の評価 と理学療

法の実際,大 阪)

10第18回 全国研修会(研 修会長:鈴 木一,会 場:

仙台市民会館 テーマ:評 価 と記録)

11臨 床実習指導者研修会(臨 床実習における諸問

題,札 幌医科大学)

第25回 現職講習会(PNF理 論 と実技,長 崎)
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59.1第10回PT・OT長 期講習会(東 京地区)

機 関誌名変更,臨 床理学療法を理学療法学へ

第36回 現職講習会(ス ポーッと理学療法 東京)

2第37回 現職講習会(切 断のリハビリテーシヨン

東京)

第10回PT・OT長 期講習会(大 阪地区)

3第38回 現 職講習会(関 節運動学的アプローチ,

大阪)

4群 馬大学医療技術短期大学部理学療法学科,作

業療法学科開設

4名 古屋大学医療技術短期大学部理学療法学科,

作業療法学科開設

4岐 阜リハビリテーション専門学院理学療法学科

開設

4福 井医療技術専門学校理学療法学科,作 業療法

学科開設

5第19回 日本理学療法士学会(会 長:奈 良勲,会

場:金 沢市文化ホール)

第13回 日本理学療法士協会総会(石 川)

6

7第39回 現職者講習会(PNF・ 基礎コース:東 京)

第40『 現職者講習会(片 麻痺の評価 と治療:大

阪)

8第41回 現職者講習会(脳 性 まひ児の評価 と治療

の実際:大 阪)

9第19回 全国研修会開催(研 修会長:松 本英雄,

会場:松 本市民会館 テーマ:老 化)

11第42回 現職者講習会(呼 吸器疾患における理学

療法:金 沢)

アジアPT大 会,ソ ウルにて開催

第21回 日本リハビリテーション医学会(会 長

野島元雄,会 場:松 山市民会館)

60.1第11回PT・OT長 期講習会(東 京地区)

第11回PT・OT長 期講習会(大 阪地区)

2第43回 現職者講習会(水 中運動療法の実際:神

奈川)

診療報酬改正 運動療法 「複雑なもの」300点

→320点

「簡単なもの」120点 →130点

3臨 床実習指導者研修会(会 場:高 知共済会館)

4長 崎大学医療技術短期大学部理学療法科,作 業

療法科開設

5第20回 日本理学療法士学会(会 長:西 本東彦,会 費値上げ11,000円 に

会場:大 阪府青少年会館,中 央青年センター,

行 岡医学技術専門学校)

第14回 日本理学療法士協会総会(会 長)松 村秩

(副会長)浅 野達雄,田 口順子 選出

昭和60年 国家試験合格者発表 受験者771名

合格者729名
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6

7第44回 現職者講習会(PNF臨 床編,東 京)

第3回WCPT理 事 会(ブ ラジル ・サ ンパウロ

市)に 国際渉外部長森永敏博出席

8第45回 現職者講習会(片 麻痺の評価 と治療,大

阪)

第46回 現職者講習会(脳 性 まひ児の評価 と治療

の実際,大 阪)

9理 学療法白書発刊B5版205頁7000部 発行

診療報酬改定に関する要望書を提出

理学療法士の身分,資 格に関する公開質問状を

提出

10第20回 全国研修会開催(研 修会長:中 屋久長,

会場:高 知県民文化ホール テーマ:理 学療法

の治療効果)

全 国士会長,理 事会合同会議開催

第22回 日本リハビリテ._..ション医学会(会 長

高橋勇 会場:宇 都宮文化会館)

61.1会 員登録コンピュータ購入

第12回PT・OT長 期講習会(東 京地区)

第12回PT・OT長 期講習会(名 古屋地区)

2第47回 現職者講習会(水 中運動療法の実際,神

奈川)

第48回 現職者講習会(切 断のリハビリテーショ

ン,東 京)

3第21回 日本理学療法士学会(会 長:下 畑博正

会場:九 州厚生年金会館)

厚生省健康政策局国立療養所課に黒川幸雄併

任)

10PT・OT両 協会設立20周 年記念式典挙行(霞 ケ

関ビル)

準備委員長,PT,田 口順子,OT,寺 山久美子

厚生大臣表彰者:PT35名,OT13名 受 賞

第21回 全国研修会開催(研 修会長:大 内二男,

会場:川 崎市産業文化会館,テ ーマ:PTの た

めの最新医学)

臨時総会開催
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事務局の変遷

〈協会顧問〉

相沢健雄(税 理士)昭 和56年 ～

村田 稔(弁 護士)昭 和57年 ～

大谷藤郎 昭和61年 ～

〈協会相談役〉

宮腰正雄

池田政隆

保田良彦

〈協会事務局員〉

秋山とも子 昭和53年 ～昭和55年

大原 政子 昭和55年 ～

長谷川久子 昭和60年 ～昭和61年

〈事務局所在地〉

昭和41年7月17日 開設

国立療養所東京病院附属 リハビリテーション学院内

東京都北多摩郡清瀬町梅園1丁 目2-7

昭和45年7月

東京警察病院理学療法室内

東京都千代田区富士見2-10-41

昭和53年1月

東京都千代田区富士見2-4-12野 本ビル301号

昭和60年4月

東京都新宿区住吉町107ウ ィン四谷810号

昭和61年11月 住居表示変更

東京都新宿区住吉町2番18-810号
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協会設立準備委員会 メンバー

大 塚 欣 壮(北 海道)

浜 島 良 知(宮 城)

山 口 二 郎(福 島)

萩 原 新八郎(群 馬)

遠 藤 文 雄(東 京)

田 口 順 子(〃)

大 角 嘉代子(〃)

渡 辺 京 子(〃)

駒 沢 治 夫(〃)

渡 辺 昭 二(〃)

谷 岡 淳(〃)

池 田 政 隆(〃)

保 田 良 彦(〃)

山 崎 忠(〃)

岡 安 利 夫(〃)

遠 藤 芳 郎(東 京)

赤 坂 潤(〃)

山 崎 勉(〃)

江 原 定 吉(〃)

宮 腰 正 雄(神 奈川)

松 沢 博(〃)

大 内 二 男(〃)

神 林 直 二(新 潟)

田 原 澄 彦(静 岡)

保 坂 昭 二(静 岡)

浅 野 達 雄(大 阪)

武 富 由 雄(〃)

岩 本 敬(〃)

細 川 忠 義(福 岡)
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財 務 変 遷

一 般 会 計 会員数 入会金 会 費 学会決算 研修会決算

特別会計(積 立て)

会館建設

積立金

協会基金 学会奨励金

予 算 決 算

昭和41年 度 460,000 ?88,622 110 2,000 2,000

昭和42年 度 1,804,905 1,290,098 229 3,000 3,000 約250,000

昭和43年 度 2,145,367 1,437,984 282 3,000 3,500 786,000 約30,000

昭和44年 度 3,017,145 3,543,198 502 3,000 3,500 約50,000

昭和45年 度 4,454,821 5,679,688 692 3,000 3,500 約100,000

昭和46年 度 4,933,342 5,994,430 860 3,000 4,000 1,406,000 86,160

昭和47年 度 6,102,757 6,102,757 1,031 3,000 4,000 1,972,347 155,000

昭和48年 度 8,183,750 7,818,781 1,127 3,000 4,000 2,932,056 460,000 300,000

日召和49年 度 8,206,593 8,839,889 1,285 3,000 4,000 4,934,666 581,100 317,019

昭和50年 度 11,534,454 12,223,474 1,422 3,000 6,000 6,124,800 728,420 328,174

昭和51年 度 11,681,709 12,271,161 1,524 3,000 6,000 6,688,447 1,075,180 344,451

昭和52年 度 14,032,647 16,344,681 1,672 3,000 6,000 6,321,000 1,288,467 649,151

昭和53年 度 16,732,294 18,013,139
..
.1. 3,000 7,000 7,690,744 3,005,500 722,634

昭和54年 度 19,887,451 19,415,796 1,994 3,000 7,000 9,460,825 4,457,756 1,020,604

昭和55年 度 27,419,492 29,324,849 2,225 3,000 10,000 8,108,696 2,029,106 1,072,648

日召和56年 度 31,185,045 31,529,864 2,386 3,000 10,000 9,423,245 5,968,657 4,841,966 1,191,839

日召和57年 度 32,853,025 38,095,210 2,743 3,000 10,000 9,869,268 6,055,000 7,613,155 2,238,288 2,825,958

昭和58年 度 41,502,860 44,805,142 3,144 3,000 10,000 12,844,828 6,363,000 10,557,115 3,152,079 3,212,078

昭和59年 度 45,235,944 49,670,748 3,689 3,000 10,000 13,290,245 7,356,180 12,436,315 3,306,112 3,553,433

昭和60年 度 58,453,963 61,523,457 4,325 3,000 11,000 18,823,965 7,830,611 17,101,910 3,291,212 4,035,325
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員役

昭和40年 度 昭和41年 度 昭和42～43年 度 昭 和44～45年 度 昭和46～47年 度 昭和48～49年 度

設立準備委員 会長 会長 会長 会長 会長

大 塚 欣 壮 遠 藤 文 雄 遠 藤 文 雄 松 村 秩 野 本 卓 矢 郷 弥太郎

浜 島 良 知 (代行)

山 口 二 郎 鈴 木 正 彦

萩 原 新八郎
遠 藤 文 雄 副会長 副会長 副会長 副会長 副会長

保 田 良 彦 保 田 良 彦 保 田 良 彦 関 川 博 矢 郷 弥太郎 鈴 木 正 彦

田 口 順 子 岩 本 敬 岩 本 敬 伊 藤 直 栄 関 川 博 関 川 博

山 崎 忠
大 角 嘉代子 監事(監 査) 監事 監事 監事

岡 安 利 夫 江 原 定 吉 保 田 良 彦 後 藤 宜 久 後 藤 宜 久

渡 辺 京 子 田 原 澄 彦 池 田 政 隆 山 口 二 郎 山 口 二 郎

遠 藤 芳 郎 西 村 岩 男 西 村 岩 男

駒 沢 治 夫
赤 坂 潤 常任理事 常任理事 常任理事 常任理事

渡 辺 昭 二 田 口 順 子 矢 郷 弥太郎 藤 原 孝 之 奈 良 勲

山 崎 勉 楠 和 佐 子 福 屋 靖 子 野 村 博 行 山 崎 勉

谷 岡 淳 野 本 卓 野 本 卓 一 柳 勝 治 松 沢 博

江 原 定 吉 駒 沢 治 夫 鈴 木 達 司 赤 坂 潤 星 虎 男

池 田 政 隆 浜 島 良 知 吉 田 文 彦 堀 利 光 望 月 圭 一

宮 腰 正 雄 細 田 多 穂 堀 利 光 細 田 多 穂 細 田 多 穂

大 内 二 男 関 川 博 脇 屋 直 人 石 滝 敏 郎 駒 沢 治 夫

松 沢 博 山 口 二 郎 田 口 順 子 遠 藤 文 雄 田 口 順 子

神 林 直 二 池 田 政 隆 山 崎 忠 福 屋 靖 子 堀 利 光

田 原 澄 彦 宮 腰 正 雄 鈴 木 貞 夫 駒 沢 治 夫 田 村 美枝子

保 坂 昭 二 後 藤 宜 久 山 口 二 郎 伊 藤 直 栄 遠 藤 文 雄

浅 野 達 雄 矢 郷 弥太郎 山 野 久 和 香 川 幸次郎 伊 東 元

武 富 由 雄 遠 藤 芳 郎 谷 島 朝 生

岩 本 敬 大 内 二 郎 星 虎 男

細 川 忠 義 浅 野 達 雄
細 川 忠 義
地方選出理事 地方選出理事 地方選出理事 地方選出理事
秋 元 久 実 山 内 孝 彦 山 内 孝 彦 福 田 修
大 塚 欣 壮 浜 島 良 和 清 水 宏 一 浅 見 敏 克
山 口 二 郎 江 原 定 吉 鈴 木 達 司 野々垣 嘉 男
浜 島 良 和 野々垣 嘉 男 武 富 由 雄 後 藤 宜 久
神 林 直 二 武 富 由 雄 梅 田 晃 昌 武 富 由 雄
窪 田 準 森 一 正 八 木 徳 夫 梅 田 晃 昌
加 藤 英 一 島 田 智 明 宮 本 重 範 馬 場 将 夫
野 田 好 延

※
高 橋 長
松 本 隆 之
細 川 忠 義
井 戸 朝 徳
野 口 和 雄

鈴木会長代行

は昭和48年

昭和49年 よ り

松村会長

浅 野 達 雄
宮 風 隆 夫
山 野 久 和
伊 藤 求
平 川 教 次
山 内 孝 彦
西 本 東 彦
春 谷 誠 一
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覧一

昭和50～51年 度 昭和52～53年 度 昭 和54～55年 度 昭 和56～57年 度 昭和58～59年 度 昭 和60～61年 度

会長 会長 会長 会長 会長 会長
松 村 秩 松 村 秩 松 村 秩 松 村 秩 松 村 秩 松 村 秩

副会長 副会長 副会長 副会長 副会長 副会長

鈴 木 正 彦 浅 野 達 雄 関 川 博 関 川 博 関 川 博 浅 野 達 雄
関 川 博 関 川 博 浅 野 達 雄 浅 野 達 雄 浅 野 達 雄 田 口 順 子

監事 監事 監事 監事 監事 監事
山 口 二 郎 山 口 二 郎 山 口 二 郎 鈴 木 正 彦 鈴 木 正 彦 鈴 木 正 彦
後 藤 宜 久 後 藤 宜 久 後 藤 宜 久 後 藤 宜 久 後 藤 宜 久 関 川 博
浅 野 達 雄 梅 田 晃 昌 梅 田 晃 昌 野々垣 嘉 男 篠 原 英 二 篠 原 英 二

常任理事 常任理事 常任理事 常任理事 常任理事 常任理事
奈 良 勲 奈 良 勲 奈 良 勲 奈 良 勲 奈 良 勲 奈 良 勲
遠 藤 文 雄 遠 藤 文 雄 遠 藤 文 雄 遠 藤 文 雄 遠 藤 文 雄 遠 藤 文 雄
溝 呂 木 忠 溝 呂 木 忠 溝 呂 木 忠 溝 呂 木 忠 溝 呂 木 忠 溝 呂 木 忠
星 虎 男 住 吉 啓 治 住 吉 啓 治 福 屋 靖 子 福 屋 靖 子 福 屋 靖 子
細 田 多 穂 齋 藤 章 二 森 永 敏 博 森 永 敏 博 紀 伊 克 昌 紀 伊 克 昌
齋 藤 章 二 森 永 敏 博 谷 島 朝 生 谷 島 朝 生 森 永 敏 博 森 永 敏 博
篠 原 英 二 楠 一 義 細 田 多 穂 細 田 多 穂 首 藤 茂 香 首 藤 茂 香
君 嶋 武 司 松 沢 博 工 藤 俊 輔 工 藤 俊 輔 細 田 多 穂 細 田 多 穂
松 沢 博 田 口 順 子 首 藤 茂 香 北 目 茂 柳 沢 健 柳 沢 健
田 口 順 子 山 崎 勉 谷 岡 淳 谷 岡 淳 高 橋 輝 雄 高 橋 輝 雄
一 柳 勝 治 谷 島 朝 生 金 子 誠 喜 金 子 誠 喜 北 目 茂 菊 地 延 子
谷 島 朝 生 細 田 多 穂 香 川 幸次郎 香 川 幸次郎 藤 沢 しげ子 藤 沢 しげ子

地方選出理事 地方選出理事 地方選出理事 地方選出理事 地方選出理事 地方選出理事
齋 藤 和 平 福 田 修 福 田 修 福 田 修 福 田 修 福 田 修
浅 見 敏 克 浅 見 敏 克 浅 見 敏 克 山 上 弘 義 大河原 和 夫 大河原 和 夫
横 山 隆 幸 横 山 隆 幸 松 村 嘉 綱 松 村 嘉 綱 松 村 嘉 綱 谷 島 朝 生
野々垣 嘉 男 野々垣 嘉 男 野々垣 嘉 男 竹 谷 春 逸 古 川 良 三 古 川 良 三
武 富 由 雄 武 富 由 雄 武 富 由 雄 武 富 由 雄 武 富 由 雄 武 富 由 雄
馬 場 久 夫 出 路 成 治 久 保 裕 竹 下 保 男 愼 原 孝 佐々木 久 登
馬 場 将 夫 中 屋 久 長 中 屋 久 長 中 屋 久 長 中 屋 久 長 中 屋 久 長
楠 一 義 下 畑 博 正 高 木 輝 彦 高 木 輝 彦 高 木 輝 彦 高 柳 朔 司
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昭和45年度代議員

北海道士会

青森士会

日奥羽士会

宮城士会

福 島士会

栃木士会

東京士会

神奈川士会

石川士会

静岡士会

東海士会

大阪士会

兵庫士会

島根士会

京都士会

和歌山士会

徳島士会

福岡士会

鹿児島士会

大塚 欣壮

兼田 昭

木村荘兵衛

鈴木 一

片岡 誠

山崎 勉 ・星

山北 雅一 ・篠原

田村 守 ・大内

今井 章夫

西村 岩男

河村 東一

川畑

栗井 照遠

竹内由里子

虎男

英二

次男

光雄 ・石森 豊熊

春谷 誠一

上田 正信

斉藤 礼達 ・野口 和雄

昭和46年 度代議員

北

青

西

岩

宮

福

栃

埼

東

海

奥

道

森

羽

手

城

島

木

玉

京

神 奈 川

石

静

新

東

大

京

兵

和

島

岡

広

香

徳

歌

川

岡

潟

海

阪

都

庫

山

根

山

島

川

島

福田 修 ・坂田

石川 孝幸

浅見 敏克

清水 宏一

大東 章

小沼 正臣

松村 嘉綱

斉藤 友吉

栗原 延子 ・山崎

山北 雅一 ・斉藤

野村 博行

若月 督司 ・田村

藤谷 尚子

杉本 一夫

西村 岩男

神林 直二

加藤 栄一 ・河村

浅野 達雄 ・川畑

石森 豊熊

砂川 勇

平岡八州麿 ・古賀

春 日 誠一

錦織 清

梅田 晃昌

馬場 久雄

山中 達雄

上田 正信

主税

勉

二章

守

一

雄

東

光

友弥

代議員一覧

岡

島

崎

児

福

鹿

長

和才 嘉昭 ・下畑 博正

斉藤 礼達

高木 輝宏

昭和47年 度代議員

北

青

西

岩

宮

福

茨

栃

埼

千

束

海

奥

道

森

羽

手

城

島

城

木

玉

葉

京

神 奈 川

山

新

石

長

静

東

京

大

梨

潟

川

野

岡

海

都

阪

庫

山

山

島

根

口

川

媛

島

知

岡

本

崎

島

歌

児

兵

和

岡

広

島

山

香

愛

徳

高

福

熊

長

鹿

斉藤 和平 ・池内 峯雄

山田 長一

浅見 敏克

早川 博

鈴木 一

小沼 正臣

横田 健二

松村 嘉綱

斉藤 友吉

柳沢 春樹

山北 雅一 ・川端 きよみ

松沢 正 ・井野 省三

藤沼 一美

大内 二男 ・若月 督司

村井 貞夫

川手 薫

藤巻 寿雄

杉本 一夫

伊藤 求

渡辺 洋

古川 良三 ・加藤 栄一

宮風 隆夫 ・砂川 勇

浅野 達雄 ・川畑 光雄

石森 豊隈

平岡八州磨

萩野 周一

古米 幸好

後藤 末男

錦織 清

中島 敏和

森西 和宏

武田 晴雄

上田 正信 ・

松尾 国域

筒井 国夫 ・船本 信雄

諸富 国彦

坂井 正弘

斉藤 礼達

昭和48年 度代議員

北 海 道

青

秋

山

森

田

形

蛭間 孝次 ・酒井喜代司

大塚欣荘

須藤 輝陸

伊藤 日出男

浅見 敏克

岩

宮

福

茨

栃

群

埼

東

手

城

島

城

木

馬

玉

京

千 葉

神 奈 川

山

新

長

富

福

石

東

静

滋

和 歌

大阪 ・奈良

梨

潟

野

山

井

川

海

岡

賀

山

倉

山

取

根

口

島

島

媛

川

知

岡

本

崎

分

賀

崎

島児

兵

岡

鳥

島

山

広

徳

愛

香

高

福

熊

長

大

佐

宮

鹿

早川 博

鈴木 一

鈴木 賢治

横田 謙二

斉藤 勝己

代表会員

斉藤 友吉

山北 雅一 ・川井 伸夫

菊地 延子 ・堤 茂人

遠藤 芳郎 ・西村 和紘

五島 稔

大内 二男 ・若月 督司

村井 貞夫 ・松沢 博

岩淵 学

藤巻 寿雄

伊藤 求

西川 浩

代表会員

今井 章夫

野々垣嘉男 ・加藤 栄一

松田 宜昭

森永 敏博 ・井出 博

萩野 周一

川畑 光雄 ・石森 豊隈

旭 輝雄 ・久留 繁

平岡八州磨 ・藤林 英樹

古米 幸好

出路 成晴

錦織 清

斉藤 宗一

住川 清隆

上田 正信

三保 善一

森西 和宏

松尾 国域

島田 智明 ・楠 一義

諸富 国彦

高木 輝彦

大原 泰基

代表会員

代表会員

佐々木順一

昭和49年度代議員

北

青

秋

岩

宮

山

海 道

森

田

手

城

形

佐々木 昇 ・北崎 親幸

兼田 昭

伊藤 日出男

早川 博

大東 章

木村荘兵衛



福

茨

栃

埼

千

束

島

城

木

玉

葉

京

神 奈 川

新

富

石

山

長

束

福

静

滋

京

和

潟

山

川

梨

野

海

歌

大阪 ・奈良

井

岡

賀

都

山

庫

山

島

取

根

口

島

知

川

媛

岡

崎

本

分

崎

島

縄

児

兵

岡

広

鳥

島

山

徳

高

香

愛

福

長

熊

大

宮

鹿

沖

鈴木 賢治

横田 謙二

松村 嘉綱

大越 準一

五島 稔

山北 雅一 ・高橋 輝雄

赤坂 潤 ・中川 一彦

金子 誠喜 ・君嶋 武司

大内 二男 ・若月 督司

藤巻 寿雄

西川 浩

今井 章夫

古沢 正道

伊藤 求

加藤 栄一 ・恒川 俊彦

平沼 三郎 ・野崎 正彦

中山 数男

松田 宣昭

井出 博

萩野 周一

旭 輝雄 ・川畑 光雄

首藤 茂香 ・久留 繁

石森 豊隈

櫛田 晃正

馬場 久夫

錦織 清

末富 芳則

山本 修

馬場 将夫

武田 晴雄

楠 一義 ・橋元 隆

坂井 正弘

徳永 英世

川上三喜夫

川村 和夫

佐々木順一

昭和50年 度代議員

北 海 道

青

秋

岩

宮

山

福

茨

栃

埼

千

森

田

手

城

形

島

城

木

玉

葉

福田 修・佐々木 昇

酒井喜代治

三浦 時男

貴田 正秀

大星 茂

浜島 良知

木村荘兵衛

鈴木 賢治

野上富久男

福井 昭吉

斉藤 友吉

五島 稔

東 京

神 奈 川

新

富

石

山

長

束

潟

山

川

梨

野

海

井

賀

岡

都

山

良

阪

歌

福

滋

静

京

和

奈

大

兵 庫

山

島

取

根

口

島

知

川

媛

岡

崎

本

分

崎

島

縄

児

岡

広

鳥

島

山

徳

高

香

愛

福

長

熊

大

宮

鹿

沖

山北 雅一 ・高橋 輝雄

赤坂 潤 ・藤沢 しげ子

中川 一彦 ・橋本のり子

山田 貞夫

村井 三義 ・君嶋 武司

大内 二男 ・若月 督司

藤巻 寿雄

西川 浩

今井 章夫

古沢 正道

土田 正勝

古川 良三 ・加藤 栄一

中島 鈴夫

中山 数男

小寺 利秀

田原 澄彦 ・松田 宣昭

井田 博

塩路 清

石森 豊熊

旭 輝雄 ・川畑 光雄

首藤 茂香 ・久留 茂

岡本 信男 ・稲垣 稔

郷田 英機

片山喜二郎

馬場 久夫 ・富士本隆文

木村 欣三

錦織 清

斉藤 宗一

小山 義一

松尾 国域

杉本 直子

武田 晴雄

楠 一義 ・橋元 隆

坂井 正弘

山口 拓明

沖野 博行

川村 和夫

須藤三世士

昭和51年度代議員

北 海 道

青

秋

岩

宮

山

福

茨

栃

埼

千

束

森

田

手

城

形

島

城

木

玉

葉

京

池内 峯雄 ・北崎 親幸

蛭間 孝次

須藤 輝陸

貴田 正秀

村上喜八郎

浜島 良知

小林荘兵衛

鈴木 賢治

野上富久男

坂井清四郎

加藤 輝吉

五島 稔

山北 雅一 ・高橋 輝雄

藤沢 しげ子 ・藤沼 一美

121

神 奈 川

新

富

石

山

長

束

潟

山

川

梨

野

海

井

賀

岡

都

山

良

阪

歌

福

滋

静

京

和

奈

大

兵 庫

山

島

取

根

口

島

知

川

媛

岡

崎

本

分

崎

島

縄

児

岡

広

鳥

島

山

徳

高

香

愛

福

長

熊

大

宮

鹿

沖

石橋 朝子 ・緑川

寺内 正

村井 三義 ・鶴見

大内 二男 ・篠原

谷 口 克郎

藤巻 寿雄

西川 浩

今井 章夫

古沢 正道 ・藤本

伊藤 求 ・松本

古川 良三 ・林

古川 文郎 ・小林

中山 数男

小寺 利秀

田原 澄彦 ・松田

宮風 隆夫 ・渡辺

杉本 勲業

石森 豊熊

旭 輝雄 ・川畑

首藤 茂香 ・久留

紀伊 克昌

岡本 信男 ・稲垣

郷田 英機

槙原 孝

後藤 末男 ・高橋

野上 利治

錦織 清

斉藤 宗一

小山 義一

松尾 国域

篠原 英樹

檜垣 勝秀

高山 利一 ・筒井

坂井正 弘

山口 拓明

阿部 国近

川村 和夫

須藤三世士

昭和52年 度代議員

北 海 道

青

秋

岩

宮

山

福

茨

栃

埼

千

束

森

田

手

城

形

島

城

木

玉

葉

京

正人

隆正

三吉

鉄也

英雄

満彦

一也

宜昭

隆

光雄

繁

稔

兆

邦夫

酒井喜代治 ・北崎 親幸

三島与志正

須藤 輝陸

菅原己代治

早川 博

山上 弘義

木村荘兵衛

竹村 和

野上富久男

松村 嘉綱

加藤 照芳

五島 稔

藤沼 一美 ・寺内 正

高橋 輝雄 ・川井 伸夫



122

神 奈 川

新

富

石

山

長

束

潟

山

川

梨

野

海

井

賀

岡

都

山

良

阪

歌

福

滋

静

京

和

奈

大

兵 庫

山

島

取

根

口

島

知

川

媛

岡

崎

本

分

崎

島

縄

児

岡

広

鳥

島

山

徳

高

香

愛

福

長

熊

大

宮

鹿

沖

山北 雅一 ・本巣 昌弘

滝野 勝昭 ・藤沢 しげ子

石橋 朝子

村井 貞夫 ・鶴見 隆正

大内 二男 ・篠原 光善

谷口 克郎

藤巻 寿雄

藤井 和子

今井 章夫

住吉 啓治 ・町田富美子
一条 秀正 ・伊藤 求

林 満沼 ・古川 良三

西脇 雅 ・小林 一也

一人は予備代議員 とする

中山 数男

小寺 利秀

津沢 保 ・大倉 三洋

宮風 隆夫 ・渡辺 隆

坂口 進至

上田 信治

旭 輝雄 ・川畑 光雄

首藤 茂香 ・福西 良之

紀伊 克昌 ・奥村 欽哉

稲垣 稔 ・居村 茂幸

山本 双一

井上 和臣

高橋 長 ・片山 哲志

出路 成晴

錦織 清

久保 裕

小山 義一

杉本 京子 ・沖 広剛

野村千枝子

武田 晴雄

高橋精一郎 ・船本 行雄

坂井 正弘

深水 英俊

沖野 博行

川村 和夫

佐々木順一

神村 朝勲

昭和53年 度代議員

北 海 道

青

秋

岩

宮

山

福

茨

栃

群

埼

森

田

手

城

形

島

城

木

馬

玉

酒井喜代治 ・北崎 親幸

三島与志正

石川 孝幸

伊藤 日出男

早川 博

渡辺 洋

菊地昭栄知

竹村 和

太田 芳勝

岡本 明雄

加藤 照芳

千

東

葉

京

神 奈 川

潟

山

川

井

梨

野

岡

阜

知

重

都

賀

良

山

阪

歌

新

富

石

福

山

長

静

岐

愛

三

京

滋

奈

和

大

兵 庫

山

島

取

根

口

島

知

川

媛

岡

崎

本

分

賀

崎

島

縄

児

岡

広

鳥

島

山

徳

高

香

愛

福

長

熊

大

佐

宮

鹿

沖

姫野 和彦

(石井久雄)

藤沼 一美 ・寺内 正

高橋 輝雄 ・川井 伸忠

香川幸次郎 ・山北 雅一

藤沢 しげ子 ・阿部 吉晴

中野 裕之

大内 二男 ・篠原 三吉

谷口 克郎 ・村井 貞夫

鶴見 隆正

藤巻 寿雄

藤井 和子

浜出 茂治

中山 数男

岩渕 学 ・清水 保

一条 秀正 ・伊藤 求

津沢 保 ・大倉 三洋

林 満昭 ・西脇 雅

野 垣々嘉男 ・小林 一也

渡辺登喜男 ・宮風

小寺 利秀

上田 信治

坂口 進至

川畑 光雄 ・福西

旭輝 雄 ・首藤

紀伊 克昌 ・奥村

西本 東彦

稲垣 稔 ・西岡

居村 茂幸

森 剛士

後藤 末男 ・高橋

野上 利治

太田 博士

久保 裕

小山 義一

杉本 京子 ・沖

野村千枝子

武田 晴雄

二重 作勲 ・半田

坂井 正弘

緒方 省三

沖野 博行

川村 和夫

佐々木順一

深見 次郎

昭和54年度代議員

北 海 道

青

秋

岩

宮

森

田

手

城

隆夫

良之

茂香

欽哉

正明

長

広剛

一登

蛭間 孝次 ・池内 峯雄

高橋 善雄

角谷 亮蔵

伊藤日出男

橋本 久

山上 弘義

山

福

茨

栃

群

埼

千

束

形

島

城

木

馬

玉

葉

京

神 奈 川

潟

山

川

井

梨

野

岡

阜

知

重

都

賀

良

山

阪

歌

新

富

石

福

山

長

静

岐

愛

三

京

滋

奈

和

大

兵

岡

広

鳥

島

山

徳

高

香

愛

福

長

熊

大

佐

宮

鹿 児

沖

庫

山

島

取

根

口

島

知

川

媛

岡

崎

本

分

賀

崎

島

縄

菊地昭栄知

鈴木 賢治

岡安 利夫

福井 昭吉

加藤 照芳 ・横山 隆幸

姫野 和彦

柳沢 健 ・香川幸次郎

高橋 輝雄 ・寺内 正

滝野 勝昭 ・阿部 吉晴

北目 茂 ・藤沼 一美

菊地 延子 ・山北 雅一一

(内一名補欠)

村井 貞夫 ・篠原 光善

鶴見 隆正 ・大内 二男

谷 口 克郎

藤巻 寿雄 ・神林 直二

藤井 和子

今井 章夫

中山 数男

岩渕 学 ・池田 誠

丸茂 周二 ・佐藤 弘一

津沢 保 ・竹谷 春逸

林満 昭 ・西脇 雅

小林 一也 ・岡西 哲夫

宮風 隆夫 ・中島 靖夫

小寺 利秀

上田 信治

中前 和夫

旭 輝雄 ・奥村 欽哉

紀伊 克昌 ・首藤 茂香

西本 東彦 ・福西 良之

林 義孝

西岡 正明 ・居村 茂幸

稲垣 稔

山中 達雄

田中 潤 ・後藤 求男

生田 光治

太田 博士

久保 裕

戸田 徳 ・小松 忠雄

小嶋 祐

野村千枝子

武田 晴雄

橋元 隆 ・丹羽 義明

坂井 正弘

高柳 朔司

沖野 博行

川村 和夫

佐々木順一

森重 康彦

昭和55年 度代議員



道

森

田

手

城

形

島

城

木

馬

玉

葉

京

海北

青

秋

岩

宮

山

福

茨

栃

群

埼

千

束

神 奈 川

潟

山

川

井

梨

野

岡

阜

知

重

都

賀

良

山

阪

歌

新

富

石

福

山

長

静

岐

愛

三

京

滋

奈

和

大

兵 庫

山

島

取

根

口

島

知

川

媛

岡

崎

本

分

賀

崎

島

縄

児

岡

広

鳥

島

山

徳

高

香

愛

福

長

熊

大

佐

宮

鹿

沖

池内 峯雄 ・山田 晃

石川 孝幸

伊藤日出男

早川 博

根立 千秋

高橋 穂

鈴木 賢治

岡安 利夫

福井 昭吉

加藤 照芳

神宮寺一夫

島田 孝 ・藤沼 一美

菊地 延子 ・北 目 茂

篠原 英二 ・山本 康稔

村井 貞夫 ・原 光善

鶴見 隆正 ・大内 二男

井上 保

藤巻 寿雄

田村 茂

今井 章夫

今川 達男

岩渕 学

丸茂 周二

竹谷 春逸 ・津沢 保

西脇 雅

林 満彦 ・岡西 哲夫

小林 一也

渡辺登喜男

小寺 利秀

上田 行治

木下 賢治

旭 輝雄 ・奥村 欽哉

紀伊 克昌 ・福西 良元

林 義孝

西岡 正明 ・居村 茂幸

稲垣 稔

長尾美保子

隈田 伸男

松本 芳明

太田 博士

久保 裕

平田 徳

中屋 久長 ・小嶋 裕

鍋坂 信夫

武田 晴雄

木村 徳久 ・吉竹 正博

坂井 正弘

高柳 朔司

沖野 博行

川村 和久

佐々木順一

森重 康彦

昭和56年 度代議員

道

森

田

手

城

形

島

城

木

馬

玉

葉

京

海北

青

秋

岩

宮

山

福

茨

栃

群

埼

千

束

神 奈 川

潟

山

川

井

梨

野

岡

阜

知

重

都

賀

良

山

阪

歌

新

富

石

福

山

長

静

岐

愛

三

京

滋

奈

和

大

兵 庫

山

島

取

根

口

島

知

川

媛

岡

崎

本

分

賀

崎

島児

岡

広

鳥

島

山

徳

高

香

愛

福

長

熊

大

佐

宮

鹿

池内 峯雄 ・山田 晃

伊藤日出男

菅原己代治

泉 文人

山田 長一

高橋 穂

鈴木 賢治

竜崎庄八郎

福井 昭吉

加藤 照芳

神宮寺一夫

島田 孝 ・山本

福光 英彦 ・菊地

滝野 勝昭 ・篠原

高橋 輝雄 ・藤沼

山北 雅一

村井 貞夫 ・米沢

篠原 光善 ・井上

藤巻 寿雄

田村 茂

今井 章夫

今川 達男

岩渕 学

佐藤 弘… ・西牧

津沢 保 ・田原

西脇 雅

林 満彦 ・岡西

小林 一也

川面 幸男

小寺 利彦

嶋岡 敏明

木下 賢治

旭 輝雄 ・奥村

紀伊 克昌 ・福西

林 義孝 ・西杢

居村 茂幸 ・稲垣

日下 隆一

森 一正

馬場

矢倉 誠人

太田 博士

久保 裕

平田 徳

小嶋 祐 ・嶋田

鍋坂 信夫

森中 義広

木村 徳久 ・吉竹

坂井 正弘

高柳 朔司

川上三喜夫

康稔

延子

英ニ

ー美

子

保

幸

明

彦

一

澄

哲夫

欽哉

良元

東彦

稔

久夫 ・佐々木久登

川村 和久

佐々木順一

智明

正博

123

中
、
ソー 縄 森重 康彦

昭和57年度代議員名簿

道

森

田

手

城

形

島

城

木

馬

玉

葉

京

海北

青

秋

岩

宮

山

福

茨

栃

群

埼

千

束

神 奈 川

潟

山

川

井

梨

野

岡

阜

知

重

都

賀

良

山

阪

歌

新

富

石

福

山

長

静

岐

愛

三

京

滋

奈

和

大

兵

岡

広

鳥

島

山

徳

高

香

愛

福

長

熊

大

佐

宮

庫

山

島

取

根

口

島

知

川

媛

岡

崎

本

分

賀

崎

池内 峯雄 ・大場 武

伊藤 日出男

畠山 栄

泉 文人

山田 長一

高橋 穂

鈴木 賢治

岡安 利夫

森島 吉夫

加藤 照芳

関口 進

島田 孝 ・福光

菊地 延子 ・滝野

篠原 英二 ・高橋

藤沼一美

村井 貞夫 ・米沢

篠原 三吉 ・井上

横川 一良

福江 明

今井 章夫

中山 数男

池田 誠

佐藤 弘一 ・金井

津沢 保 ・田原

西脇 雅

林 満彦 ・岡西

小林 一也

川面 幸男 ・宮風

小寺 利彦

上田 信治

木下 賢治

旭 輝雄 ・奥村

紀伊 克昌 ・福西

林 義孝 ・西本

居村 茂幸 ・稲垣

日下 隆一一

森 一正

馬場

出路 成晴

太田 博士

末富 芳則

平田 徳

小嶋 裕 ・鶴見

鍋坂 信夫 ・吉田

森中 義広

吉竹 正博 ・田原

坂井 正弘

高柳 朔司

中野 博行

英彦

勝昭

輝雄

幸子

保

男

彦

敏

澄

哲夫

隆夫

欽哉

良之

東彦

稔

久夫 ・大久保速夫

川村 和夫

正

代

隆

幸



124

鹿 児 島 佐々木順一

沖 縄 森重 康彦

昭和58年 度代議員

道

森

田

手

城

形

島

城

木

馬

玉

葉

京

海北

青

秋

岩

宮

山

福

茨

栃

群

埼

千

束

神 奈 川

新

富

石

福

山

長

静

岐

愛

潟

山

川

井

梨

野

岡

阜

知

重

都

賀

良

山

阪

歌

三

京

滋

奈

和

大

兵

岡

広

鳥

島

山

徳

高

香

愛

福

長

庫

山

島

取

根

口

島

知

川

媛

岡

崎

池内 峯雄・大場 武

伊藤日出男

佐々木 隆

泉 文人

中村 彰

高橋 穂

鈴木 賢治

岡安 利夫

森島 吉夫

加藤 照芳 ・渡辺

石井 久雄

島田 孝 ・福光

菊地 延子 ・滝野

篠原 英二 ・高橋

藤沼 一美 ・山本

山北 雅一 ・中野

村井 貞夫 ・米沢

篠原 三吉 ・井上

横川 一良

田村 茂

今井 章夫

中山 数男

山形 昌景

佐藤 弘一 ・渡辺

津沢 保 ・中村

西脇 雅

林 満彦 ・吉元

辻井洋一郎

小林 一也

宮風 隆夫 ・並河

小寺 利彦

上田 信治

木下 賢治

旭 輝雄 ・奥村

西本 勝夫 ・紀伊

福西 良之 ・林

西本東彦

居村 茂幸 ・稲垣

日下 隆一

森 一正

佐々木

出路 成晴

太田 博士

末富 芳則

平田 徳

小嶋 祐 ・鶴見

鍋坂 信夫 ・吉田

渡辺 義男

木村 徳久 ・吉竹

坂井 正弘

一雄

英彦

勝昭

輝雄

康稔

裕之

幸子

保

彦

敏

光

重

洋一

茂

欽哉

克昌

義孝

稔

登 ・富士本隆文

正

代

隆

幸

正博

本

分

賀

崎

島

縄

児

熊

大

佐

宮

鹿

沖

高柳 朔司

羽立 寛

川村 和夫

佐々木順一

森重 康彦

昭和59年 度代議員

北 海 道

青

秋

岩

宮

山

福

茨

栃

群

埼

千

束

森

田

手

城

形

島

城

木

馬

玉

葉

京

神 奈 川

新

富

石

福

山

長

静

岐

愛

潟

山

川

井

梨

野

岡

阜

知

重

都

賀

良

山

阪

歌

三

京

滋

奈

和

大

兵

岡

広

鳥

島

庫

山

島

取

根

乾 公美 ・高田 博光

小野 洋一

伊藤日出男

佐々木 隆

阿部

遠藤

高橋

竹村

岡安

菊地

進

敏

穂

和

夫

夫

利

俊

加藤 照芳 ・渡辺 一雄

関口 進

島田 孝 ・福光 英彦

菊地 延子 ・滝野 勝昭

藤沼 一美 ・山本 康稔

山北 雅一 ・中野 裕之

星 虎男

(以下補欠を含む)

村井 貞夫 ・米沢 幸子

篠原 光吉 ・長沢 弘

井上 保

横川 一良

田村 茂

川端 義光 ・谷口 克郎

中山 数男

長沢 寿昭

佐藤 弘一 ・太田 正彦

広田 礼司 ・市川 正光

西脇 雅

林 満彦 ・吉元 洋一

辻井洋一郎

小林 一也

渡辺 隆 ・岡本 工

小寺 利彦

上田 信治

木下 賢治

旭 輝雄 ・池田

岡山 宏 ・奥村 欽哉

西本 勝夫 ・西本 東彦

林 義孝 ・福西 良之

居村 茂幸 ・稲垣 稔

日下 隆一 ・吉尾 雅春

伊藤 康信 ・佐藤 秀也

富士本隆文 ・日野 睦雄

出路 成晴

相馬谷一男

山

徳

高

香

愛

福

口

島

知

川

媛

岡

崎

本

分

賀

崎

島

縄

児

長

熊

大

佐

宮

鹿

沖

中島 敏和

上田 正信

小嶋 祐 ・鶴見 隆正

鍋坂 信夫 ・神崎 靖仁

渡辺 義男 ・大塚 彰

二重作 勲 ・高橋精一郎

武田 和生

坂井 正弘

高柳 朔司

羽立 寛

川村 和夫

佐々木順一

仲間 理

昭和60年 度代議員

北 海 道

青

秋

岩

宮

山

福

茨

栃

群

埼

千

束

森

田

手

城

形

島

城

木

馬

玉

葉

京

神 奈 川

新

富

石

福

山

長

静

岐

愛

京

滋

潟

山

川

井

梨

野

岡

阜

知

重

都

賀

蛭間 孝次 ・乾

水本善四郎

伊藤 日出男 ・相馬

吉田 光一

佐藤 幹域 ・泉

永井 淳一

鷹砦 雄二

竹村 和

大内 厚

菊地 俊夫

石井 優

補欠 高木武二

渡辺 一雄 ・高橋

関口 進 ・渡辺

新保 松雄 ・山本

菊地 延子 ・星

藤沼 一美 ・今井

高田 治美 ・野本

福光 英彦

補欠 若山 佐一

島田 孝

篠原 光善 ・米沢

村井 貞夫 ・井上

長沢 弘

補欠 松沢 弘

畠中 泰司

横川 一良 ・近藤

田村 茂

濱出 茂治 ・前田

池田 勘一

住吉

佐藤 弘一 ・上条

広田 礼司 ・市川

西脇 雅

林 満彦 ・野崎

岡西 哲夫

紀平 久喜

渡辺 隆 ・浅田

小寺 利彦

公美

均

文人

高治

京子

康稔

虎男

基次

彰

幸子

保

隆春

真 一

啓治 ・谷村英四郎

得滋

正光

正幸

和之



良

山

阪

歌

奈

和

大

兵

岡

広

鳥

島

山

徳

高

香

愛

福

庫

山

島

取

根

口

島

知

川

媛

岡

崎

本

分

賀

崎

島

縄

児

長

熊

大

佐

宮

鹿

沖

上田 信治

木下 賢治

旭 輝雄 ・池田 一

岡山 宏 ・奥村 欽哉

西本 勝夫 ・西本 東彦

林 義孝 ・福西 良之

安井 平吉

居村 茂幸 ・稲垣 稔

日下 隆一 ・吉尾 雅春

森 剛士 ・岸 泰弘

佐々木久登 ・富士本隆文

出路 成晴

相馬谷一男

中島 敏和

上田 正信 ・野村 充彦

小嶋 祐 ・鶴見 隆正

板場 英行

岩田 由明 ・宇都宮 学

渡辺 敏弘 ・渡辺 義男

二重作 勲 ・高橋精一郎

武田 和生

徳永 誠次 ・荒木美祉子

高柳 朔司 ・小川 克己

野上 貞夫

吉田 聡

米田 睦男

佐々木順一

渡辺 洋介

昭和61年 度代議員

北 海 道

青

秋

岩

宮

山

福

茨

栃

群

埼

千

束

森

田

手

城

形

島

城

木

馬

玉

葉

京

神 奈 川

新

富

石

潟

山

川

宮本 重範 ・乾 公美

高橋 正明

角谷 亮蔵 ・伊藤 和夫

願法 広典

佐藤 幹域

思中 文男 ・半田 健寿

木村荘兵衛

竹村 和

大内 厚

加藤 祝也

渡辺 洋

横 山 隆幸 ・品末 博

前園 徹

渡辺 京子 ・保坂 昭治

山本 康稔 ・星 虎男

藤沼 一美 ・今井 基次

高田 治美 ・野本 彰

福光 英彦 ・若山 佐一

宮森 達夫 ・内田 成男

篠原 光善 ・米沢 幸子

井上 保 ・長 沢 弘

畠中 泰司

横川 一良 ・近藤 隆春

塘添 誠次

前 田 真一 ・辛島 修二

福

山

長

静

岐

愛

井

梨

野

岡

阜

知

重

都

賀

良

山

阪

歌

三

京

滋

奈

和

大

兵

岡

広

鳥

島

山

徳

高

香

愛

福

庫

山

島

取

根

口

島

知

川

媛

岡

崎

本

分

賀

崎

島

縄

児

長

熊

大

佐

宮

鹿

沖

今川 達男

井 口 恭一 ・石原 正文

佐藤 弘一 ・原田 聡昭

斉藤 昭彦

八木 久夫 ・磯 毅彦

坂 口 光晴

西脇 雅

野々垣嘉男 ・林 満彦

岡西 哲夫

西山 行保

渡辺 隆 ・小野 宏子

砂川 勇

上田 信治

木下 賢治

旭 輝雄 ・池田

岡山 宏 ・奥村 欽哉

西本 勝夫 ・西本 東彦

畑 重樹 ・林 義孝

福西 良之 ・安井 平吉

居村 茂幸 ・稲垣 稔

日下 隆一 ・吉尾 雅春

伊藤 恭子 ・佐藤 秀也

富士本隆文 ・大田 近雄

富樫 誠二

御厨征一郎

相馬谷一男

中島 敏和

奥村 健明 ・野村 充彦

鶴見 隆正 ・小嶋 裕

板場 英行

岩田 由明 ・宇都宮 学

渡辺 敏弘 ・渡辺 義男

大塚 彰

吉竹 雅博 ・筒井 国夫

中村 一平

田羽多 猛 ・中野 裕之

高柳 朔司 ・小川 克己

高橋 寛 ・福島 龍二

田中 信広

長田 良晴

佐々木順一

仲間 理
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各 部 ・ 各 委

昭和
41年 度
事務局

田口順子
庶務部

42年 度43年 度44年 度 45年 度 46年 度 47年度 48年 度 49年 度 50年 度

山崎 忠 伊藤直栄 関川 博 関川 博 関川 博 関川 博 関川 博 関川 博

宮腰正雄 楠和佐子 楠和佐子 入江昭子 加藤栄昭 岡安利夫 岡安利夫 望月圭一 望月圭一
財務部
岡安利夫 野本 卓 野本 卓 伊藤直栄 伊藤直栄 斎藤章二 斎藤章二 斎藤章二 斎藤章二 斎藤章二

会計部
加藤栄昭

渉外部
(国内)関 川
山口二郎 ・他

(国外)
田□順子 ・他

博 関川 博 矢郷弥太郎 矢郷弥太郎

士会結成促進委員会
関川 博
海外渉外部 国際部
田口順子 田口順子
WCPT派 遣委員会
田口順子

矢郷弥太郎 矢郷弥太郎 矢郷弥太郎 鈴木正彦
身分対策 ・
保険対策委員会
一柳勝治

鈴木正彦
身分部
一柳勝治

保険部

学術部
松沢博 ・他 駒沢治夫 駒沢治夫

編集部 → 出版部
保坂昭二・他渡辺昭二

一柳勝治 君嶋武司

国際渉外部
松村 秩 松村 秩 田村美枝子 田村美枝子 溝呂木忠

広報部
山崎勉 ・他

谷岡 淳 谷岡 淳 山崎 勉 山崎 勉 奈良 勲 奈良 勲 奈良 勲
臨床理学療法
編集委員会
松沢 博 松沢 博

広報部
細田多穂 細田多穂 星 虎男 星 虎男 星 虎男 星 虎男 篠原英二

企画調査部 一 →調査部

江原定吉 駒沢治夫 駒沢治夫 駒沢治夫
会則審議委員会 一一 一一一一一 一一ラ規約審議委員会

池田政隆 池田政隆 脇尾直人 脇尾直人 鈴木正彦

望月圭一 望月圭一 黒川幸雄 黒川幸雄 谷島朝生

鈴木正彦 鈴木正彦 鈴木正彦 武富由雄

教育委員会
田口順子 鈴木達司 鈴木達司

再教育 現職教育
委員会→ 委員会
奈良 勲 奈良

教育委員会
松村 秩

教育委員会 〉
田口順子

勲 奈良 勲 奈良 勲 奈良 勲
大学制度化 大学制度化
対策委員会 対策委員会
野本 卓 松村 秩 松村 秩
臨床指導者講習会倫理規定案 倫理規定
カリキュラム作成委員会作成委員会 委員会一
鈴木正彦 田村美枝子 田村美枝子

東京都特養
派遣部会
伊藤直栄 香川幸次郎

選挙管理委員会
石丸 清 谷岡 淳 栗原延子 山北雅一 赤坂 潤



127

員 会 変 遷

51年 度 52年 度53年 度54年 度 55年 度 56年 度 57年 度 58年 度 59年 度 60年 度 61年 度

関川 博 関川 博 関川 博 関川 博 関川 博 関川 博 関川 博 関川 博 関川 博 高橋輝雄 高橋輝雄

斎藤章二 斎藤章二 斎藤章二 斎藤章二 斎藤章二 斎藤章二 斎藤章二 関川 博 関川 博 丸山仁司 丸山仁司

鈴木正彦 遠藤文雄 遠藤文雄 遠藤文雄 遠藤文雄 遠藤文雄 遠藤文雄 遠藤文雄 遠藤文雄 松村 秩 松村 秩

一柳勝治 山崎 勉 山崎 勉 住吉啓治 住吉啓治 細田多穂 細田多穂 細田多穂 細田多穂 細田多穂 細田多穂

君嶋武司 楠 一義 楠 一義

溝呂木忠

篠田豊子

首藤茂香 首藤茂香 谷島朝生 谷島朝生 首藤茂香 首藤茂香 首藤茂香 首藤茂香

森永敏博 森永敏博 森永敏博 森永敏博 森永敏博 森永敏博

奈良 勲 溝呂木忠 溝呂木忠 溝呂木忠 溝呂木忠 溝呂木忠 溝呂木忠
機関誌編集
委員会

松沢 博 松沢 博 松沢 博 谷岡 淳 谷岡 淳 松村 秩 松村 秩

紀伊克昌 紀伊克昌 紀伊克昌 紀伊克昌

藤沢しげ子 藤沢しげ子 藤沢しげ子 藤沢しげ子

篠原英二 森永敏博 森永敏博 森永敏博 森永敏博 北目 茂
理学療法白
委員会

福屋靖子 福屋靖子

北目 茂 柳沢 健 柳沢 健

福屋靖子 福屋靖子 福屋靖子

菊地延子 菊地延子

福屋靖子 福屋靖子

谷島朝生 住吉啓治 住吉啓治 工藤俊輔 工藤俊輔 工藤俊輔 工藤俊輔 溝呂木忠 溝呂木忠 柳沢 健 柳沢 健

武富由雄 武富由雄 武富由雄 武富由雄 武富由雄 武富由雄
組織検討
員会
松村 秩

武富由雄

松村 秩

武富由雄 武富由雄 武富由雄 武富由雄

教育部
田口順子

浅野達雄 浅野達雄 浅野達雄 浅野達雄

田口順子 田口順子 金子誠喜
教育規定

金子誠喜 金子誠喜 金子誠喜 奈良 勲 奈良 勲 奈良 勲 奈良 勲

委員会
奈良 勲 奈良 勲

表彰審査
委員会
首藤茂香

奈良 勲 奈良 勲

首藤茂香

奈良 勲 奈良 勲

田村美枝子 奈良 勲

首藤茂香

身障 スポーツ

委員会
中川一彦

首藤茂香 首藤茂香 古川良三
基本問題検討

古川良三

委員会
松村 秩 松村 秩 松村 秩

中川一彦

老人福祉部

15周年記念準備委員会

関川 博

中川一彦 中川一彦 中川一彦

香川幸次郎 香川幸次郎香川幸次郎北目 茂 北目 茂 溝呂木忠 溝呂木忠
会館建設委員会
大内二男 大内二男 大内二男 大内二男 大内二男

20周年準備委員会
田口順子 一一 一 一一→

山北雅一 山北雅一 山北 雅 一一 山 北雅 一一 林 義孝
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士 会 長
昭和42.8.20 昭和44.11.19 昭和44.11.19 昭和45.7.1 昭和46.5, 昭和46.7.1 昭和46.9.1 昭和46.11.1 昭和47.1.1 昭和47.5.1 昭和50.11.1

1 北海道 大塚 欣 荘 大 塚 欣 荘

2 青 森 山 田 長 一 石 川 孝 幸

3 秋 田 木村荘兵衛(西奥
羽士会)清 水 宏 一4 岩 手 早 川 博 清 水 宏 一

5 宮 城 山上 弘 義 山上 弘 義 山 上 弘 義 山 上 弘 義

6 山 形 木村荘兵衛

7 福 島 山 口二 郎 山 口二 郎

8 茨 城 片 寄 章 三

9 栃 木 片 岡 誠 片 岡 誠

10 群 馬

11 埼 玉 渡 辺 一 雄 横 山 隆 章

12 千 葉 五 島 稔

13 東 京 江 原 定 吉 鈴 木 達 司 細 田 多 穂

14 神奈川 若 月 督 司 谷 島 朝 生

15 新 潟 神 林 直 二 神 林 直 二

16 富 山 川 尾 明 平

17 石 川 今 井 章 夫 今 井 章 夫

18 福 井

19 山 梨 久 保 田準 中 村 秀 文

20 長 野

21 静 岡 西 村 岩 男 西 村 岩 男

22 岐 阜
東 海 士 会

川 村 東 一

東 海 士 会

川 村 東 一
古 川 良 三23 愛 知

24 三 重

25 京 都 宮 風 隆 夫

26 滋 賀

27 奈 良

28 和歌山 春 谷 誠 一 山内 富 和

29 大 阪 山野久和(近畿士会) 浅 野 達 雄

30 兵 庫 平 川教 次 栗 井 照 遠 平岡八洲磨

31 岡 山 森 一 正 森 一 正 梅 田 晃 昌

32 広 島 中野 幸 吉 馬 場 久 雄

33 鳥 取 出 路 成 治

34 島 根 森 一 雄 太 田博 士

35 山 口 斉 藤 宗 一

36 徳 島 八 木 徳 夫 八 木 徳 夫

37 高 知 北 野 嘉 孝 中 屋 久 長

38 香 川 松 本 隆 之 森 西 和 宏 松 本 隆之

39 愛 媛 村 瀬 和 夫

40 福 岡 会長(不明)
事 務 局

大西繁治郎

41 長 崎

42 熊 本

43 大 分

44 佐 賀

45 宮 崎

46 鹿児島 斉 藤 礼 達 斉 藤 礼 達

47 沖 縄



酔一 見

昭和51. 昭和52. 昭和53. 昭和54. 昭和55. 昭和56. 昭和57. 昭和58. 昭和59. 昭和60, 昭和61.

山 内孝 彦 山 内孝 彦 斉 藤 和 平 斉 藤 和 平 斉 藤和 平 福 田 修 福 田 修 福 田 修 福 田 修 福 田 修

三 浦 時男 館 山博 文 館 山博 文 館 山 博 文 須 藤 輝 隆 須 藤輝 隆 須藤 輝 隆 須 藤 輝 隆 須 藤 輝 隆 伊藤日出男 伊藤日出男

伊藤 日出男 伊藤日出男 貴 田正 彦 貴 田 正 彦 貴 田 正 彦 貴 田 正 彦 貴 田正 彦 菅原巳代治 菅原巳代治 菅原巳代治

清 水 宏 一 清 水 宏 一 清 水 宏 一 清 水 宏 一 清 水 宏 一 清 水 宏 一 清水 宏 一 清 水 宏 一 貴 田 正 秀 山 岸 毅 阿部 進

鈴 木 一

、

田 中文 男 田 中文 男 田 中 文 男 田 中 文 男 田 中 文 男 田 中文 男 田 中文 男 田 中 文 男 田 中 文 男 田 中 文男

浅 見敏 克 浅 見 敏 克 浅 見 敏 克 浅 見 敏 克 浅 見 敏 克 木村荘兵衛 木村荘兵衛 木村荘兵衛 木村荘兵衛 木村荘兵衛 木村荘兵衛

山 口 二郎 山 口二 郎 山 口二 郎 山 口二 郎 山 口 二 郎 山 口 二 郎 山 口二 郎 山 口二 郎 山 口二 郎 山 口 二郎 山 口 二郎

稲 村 洋志 沢 田金 吾 沢 田金 吾 大 内 厚 大 内 厚 大 内 厚 大 内 厚 大 内 厚 大 内 厚 大 内 厚 大 内 厚

松 村 嘉 綱 松 村 嘉 綱 松 村 嘉 綱 松 村 嘉 綱 谷 岡 淳 谷 岡 淳 谷 岡 淳 谷 岡 淳 谷 岡 淳 谷 岡 淳 谷 岡 淳

岸 正 美 岸 正 美 岸 正 美 岸 正 美 岸 正 美 丸 田 和夫 高 木武 二

横 山 隆幸 横 山隆 幸 横 山隆 幸 横 山 隆 幸 横 山 隆 幸 横 山 隆 幸 横 山隆 幸 横 山隆 幸 横 山 隆 幸 横 山 隆幸 横 山 隆幸

五 島 稔 清 水 啓 清 水 啓 川 名 隆 治 川 名 隆 治 川 名 隆 治 神宮寺一夫 神宮寺一夫 神宮寺一夫 神宮寺一夫 神宮寺一夫

細 田多 穂 細 田多 穂 細 田多 穂 細 田 多 穂 細 田 多 穂 細 田 多穂 細 田多 穂 細 田多 穂 細 田 多 穂 細 田 多穂 細 田多 穂

谷 島朝 生 谷 島朝 生 谷 島朝 生 谷 島 朝 生 谷 島 朝 生 大 内 二 男 大 内二 男 大 内 二 男 大 内 二 男 大 内 二男 村 井 貞夫

種 村 タ ネ 種 村 タ ネ 種 村 タ ネ 種 村 タネ 種 村 タネ 種村 タ ネ 藤巻 寿 雄 藤 巻 寿 雄 藤 巻 寿 雄 倉 島 信作 倉 島信 作

川 尾 明平 西 川 浩 西 川 浩 西 川 浩 西 川 浩 西 川 浩 西川 浩 西 川 浩 西 川 浩 西 川 浩 西 川 浩

杉 本 一夫 今 井 章 夫 山黒 春 男 山 黒 春 男 山 黒 春 男 山 黒 春 男 浜 出茂 治 浜 出茂 治 浜 出 茂 治 谷 口 克郎 谷 口克 郎

中 山 数男 中 山数 男 中 山数 男 中 山 数 男 佐々木良一 佐々木良一 佐 木々良一 佐 木々良一 佐々木良一 佐々木良一 今 川 達 男

窪 田 準 窪 田 準 窪 田 準 窪 田 準 窪 田 準 藤 本欽 也 藤本 欽 也 藤 本 欽 也 長 沢 寿 昭 長 沢 寿 昭 長 沢 寿 昭

伊 藤 求 伊 藤 求 伊 藤 求 伊 藤 求 丸 茂 周 二 佐 藤 弘 一 佐 藤 弘 一 佐 藤 弘 一 佐 藤 弘 一 佐 藤 弘一 佐 藤 弘 一

松 田宣 昭 松 田宣 昭 松 田宣 昭 松 田 宣 昭 松 田 宣 昭 竹谷 春 逸 竹 谷 春 逸 竹 谷 春 逸 竹 谷 春 逸 津 沢 保 津 沢 保

野 垣々嘉男 古 川 良 三 古 川 良 三

古 川 文 郎

古 川 良 三

小 林 一 也

古川 文 郎 古 川 文 郎 伊 藤浦 安 伊 藤 浦 安 伊 藤 浦安 伊 藤 浦 安

野 垣々嘉男 吉 田和 昭 吉 田和 昭 岡酉 哲 夫 岡 西 哲 夫 野 垣々嘉男 野 垣々嘉男

小 林 一 也 落合 兵 吉 落 合 兵 吉 加 藤 靖 雄 紀平 久喜 西 山行 保

宮 風 隆夫 宮 風 隆 夫 宮 風 隆 夫 宮 風 隆 夫 宮 風 隆 夫 宮 風 隆 夫 宮 風 隆 夫 宮 風 隆 夫 渡 辺 隆 渡辺 隆 渡 辺 隆

砂 川 勇 砂 川 勇 砂 川 勇 砂 川 勇 砂 川 勇 砂 川 勇 砂 川 勇 砂 川 勇 砂 川 勇 砂 川 勇 砂 川 勇

石 森 豊 熊 石 森 豊 熊 石 森 豊 熊 石 森 豊 熊 石 森 豊 熊 川 村 邦 男 川 村 邦 男 川 村 邦 男 川 村 邦 男 川村 邦 男 川 村 邦 男

荻 野 周 一 荻 野 周 一 荻 野 周 一 荻 野 周 一 荻 野 周 一 木 下 賢 治 木下 賢 治 木 下 賢 治 山 内 富 和 山 内富 和 山 内富 和

浅 野 達 雄 武 富 由 雄 武 富 由 雄 武 富 由 雄 武 富 由 雄 武富 由雄 首 藤 茂 香 首 藤 茂 香 首 藤 茂 香 首藤 茂 香 首 藤 茂 香

古 賀 友 弥 山下 隆 昭 山 下 隆 昭 山 下 隆 昭 山 下 隆 昭 山 下 隆 昭 山下 隆 昭 山 下 隆 昭 山 下 隆 昭 山 下 隆昭 山下 隆 昭

梅 田晃 昌 片山喜二郎 片山喜二郎 古 米 幸 好 古 米 幸 好 古 米幸 好 古 米 幸 好 古 米 幸 好 槙 原 孝 伊 藤 康 信 伊 藤 康 信

馬 場 久 夫 馬 場 久 夫 馬 場 久 夫 馬 場 久 夫 馬 場 久 夫 馬場 久 夫 馬 場 久 夫 馬 場 久 夫 馬 場 久 夫 馬場 久夫 佐 木々久登

出路 成 治 出路 成 治 出 路 成 治 出 路 成 治 出 路 成 治 出路 成 治 出路 成 治 出 路 成 治 角 井 秀 男 角井 秀 男 角 井 秀 男

太 田博 士 久 保 英 二 久 保 英 二 久 保 英 二 竹 下保 男 竹 下 保 男 竹 下 保 男 竹 下 保 男 錦織 清 錦 織 清 錦 織 清

久 保 裕 久 保 裕 久 保 裕 久 保 裕 久保 裕 末富 芳 則 末 富 芳 則 末 富 芳 則 中 島 敏和 中 島敏 和 中島 敏 和

上 思正 信 上 田 正 信 上 田 正 信 小 山 義 一 小 山義 一 小 山義 一 上 田正 信 上 田 正 信 奥 村 建 明 奥 村 建 明 奥 村 建 明

北 野 嘉 孝 中 屋 久 長 中 屋 久 長 中屋 久 長 中屋 久長 中屋 久 長 中屋 久 長 中 屋 久 長 中屋 久 長 中屋 久 長 中屋 久 長

山下 岩 男 篠 原 英 樹 篠 原 英 樹 篠 原 英樹 山 下 岩男 山下 岩 男 山下 岩 男 山 下 岩 男 清 水 光芳 清 水 光 芳 清 水 光 芳

村 瀬 和 夫 村 瀬 和 夫 村 瀬 和 夫 村 瀬和 夫 村 瀬和 夫 大 塚 彰 森 中 義 広 渡 辺 敏 弘 渡辺 敏弘 渡 辺 敏 弘 渡 辺 敏 弘

下 畑 博 正 下 畑 博 正 下 畑 博 正 下畑 博 正 下畑 博 正 下 畑 博 正 下 畑 博 正 下 畑 博 正 下畑 博 正 下 畑 博 正 下 畑 博 正

高 木 輝 彦 高 木 輝 彦 高 木 輝 彦 高 木輝 彦 高 木輝 彦 高 木 輝 彦 高 木 輝 彦 高 木 輝 彦 高 木輝 彦 高 木 輝 彦 田 羽 多 猛

諸 富 国 彦 深 水 英 俊 池 辺 正 治 池辺 正 治 高柳 朔 司 高 柳 朔 司 高 柳 朔 司 高柳 朔 司 高柳 朔 司 高 柳 朔 司 高 柳 朔 司

松 原 正 勝 松 原 正 勝 松 原 正 勝 松 原正 勝 松 原 正 勝 松 原 正 勝 松 原 正 勝 松 原 正 勝 野上 貞夫 野 上 貞 夫 高 橋 寛

副 島正 道 副 島 正 道 副 島 正 道 副 島 正 道 副 島正 道 副 島 正 道 副 島 正 道

川 村 和 夫 川 村 和 夫 川 村和 夫 川 村 和 夫 川 村 和 夫 川 村 和 夫 川 村 和 夫 川村 和 夫 長 田 良晴 長 田良 晴 長 田 良 晴

佐々木順一 佐々木順一 佐々木順一 佐々木順一 佐 々木順一 佐 木々順一 佐々木順一 佐々木順 一 佐 木々順一 佐 々木順一 佐々木順一

須藤三世士 神 村 朝 勲 深 見 次 郎 神 村 朝 勲 神 村 朝 勲 神 村 朝 勲 神 村 朝 勲 神 村 朝 勲 神 村 朝 勲 渡 辺 洋 介 渡 辺 洋 介
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士 会 員 数 変 遷

昭和43 昭梱 昭和45 昭和46 昭和47 昭和48 昭和49 昭和50 昭和51 昭和52 昭和53 昭和54 昭和55 昭和56 昭和57 昭和58 昭和59 昭和60

1 北海道 13 53 60 66 71 72 77 81 79 82 89 92 112 141 155

2 青 森 3 15 13 13 14 15 15 16 16 19 22 28 41 54 64

3 秋 田 1 5 6 8 10 10 13 17 18 22 24 28 34 36 45

4 岩 手 0 9 8 10 11 11 11 12 13 20 22 22 40 53 60

5 宮 城 5 12 14 18 20 19 21 22 24 34 35 37 40 46 56

6 山 形 1 5 6 6 6 8 8 11 14 14 19 22 25 31 37

7 福 島 6 11 12 13 14 14 14 16 18 21 23 28 34 36 43

8 茨 城 1 11 10 11 11 13 14 17 18 21 20 24 23 27 31

9 栃 木 0 7 10 16 20 20 24 23 30 36 34 35 32 37 39

10 群 馬 2 10 10 9 11 12 14 13 21 21 23 27

11 埼 玉 6 12 12 19 22 24 23 31 36 40 50 58 70 92 106

12 千 葉 4 9 8 9 10 10 12 15 16 24 33 41 49 65 82

13 東 京 77 163 180 185 200 212 245 262 271 288 296 329 345 404 451

14 神奈川 33 96 100 121 122 128 148 148 152 153 166 197 206 223 243

15 新 潟 5 17 19 23 23 27 29 32 35 43 46 57 57 66 72

16 富 山 1 4 5 6 7 7 10 10 13 16 19 22 27 39 47

17 石 川 5 8 9 8 10 11 15 19 27 31 38 51 52 59 68

18 福 井 0 3 3 4 11 11 12 15 15 16 17 17 23 22 27

19 山 梨 2 21 22 24 31 31 34 31 32 37 32 39 48 59 62

20 長 野 3 24 27 30 36 37 41 48 48 58 62 75 84 94 111

21 静 岡 9 28 30 35 38 38 46 45 52 53 60 70 69 75 103

22 岐 阜 5 10 10 11 東海

71 78 80 86

16 20 22 27 32 37 49

23 愛 知 4 32 38 47 86 87 91 112 125 145 182

24 三 重 0 4 5 5 9 9 8 8 15 19 27

25 京 都 3 30 27 29 32 36 38 45 48 52 60 63 62 75 88

26 滋 賀 0 4 6 6 6 7 10 10 15 19 20 26 35 39 47

27 奈 良 1 4 3 3 3 3 4 4 4 6 10 14 12 14 22

28 和歌山 5 19 20 22 22 24 26 28 27 28 27 34 40 52 58

29 大 阪 38 103 122 132 148 168 186 210 235 266 272 359 366 419 468

30 兵 庫 11 50 57 66 69 77 83 84 103 114 120 152 162 184 220

31 岡 山 5 19 17 23 25 25 30 37 39 41 38 43 53 58 71

32 広 島 6 25 26 35 41 40 43 43 47 59 68 74 92 100 116

33 鳥 取 0 18 19 24 25 25 26 29 30 31 31 35 36 36 38

34 島 根 0 13 14 18 16 16 16 20 22 25 30 36 34 34 38

35 山 口 1 9 10 14 15 16 14 15 14 17 18 21 25 29 36

36 徳 島 3 19 19 18 28 28 30 31 38 44 46 56 67 80 88

37 高 知 0 13 18 21 31 33 43 48 58 63 69 89 87 105 113

38 香 川 3 14 18 21 19 18 26 25 27 32 34 41 51 61 72

39 愛 媛 1 9 8 14 18 23 24 24 29 32 37 54 67 94 110

40 福 岡 17 39 40 51 52 59 65 75 78 87 94 103 118 141 157

41 長 崎 2 16 20 20 22 26 28 30 34 36 41 44 47 66 84

42 熊 本 5 18 18 20 19 24 26 28 30 35 4U 47 61 70 86

43 大 分 1 15 15 18 19 20 20 20 23 27 30 32 40 44 63

44 佐 賀 2 4 4 4 5 7 11 14 16 17 23 31

45 宮 崎 1 3 4 9 9 10 10 10 11 12 12 14 23 24 41

46 鹿児島 1 10 8 10 11 12 12 13 16 20 22 23 31 33 45

47 沖 縄 8 11 9 1 2 2 3 4 4 5 9 14 22 34

合 計 282 860 1028 1120 1285 1408 1508 1666 1805 1994 2225 2386 2827 3144 3689 435
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学会評議員選考委員,学 会評議員の変遷

〈学会評議員選考委員〉

昭和56年4月 現在(歴 代学会長により構成される)

昭

長

秀

嘉

久

正

才

屋

田

和

中

貴

次

長

生

教

朝

川

橋

島

平

高

谷

久

彦

知

宣

孝

良

藤

内

島

後

山

濱

淳

三

郎

博

良

二

岡

川

口

川

谷

古

山

関

雄

雄

夫

勲

文

達

隆

藤

野

風

良

遠

浅

宮

奈

〈学会評議員〉

施設部門別に選出される昭和48年 ～昭和52年3月

忠

勲

子

正

昌

弘

木

順

克

呂

良

口

沢

伊

木

溝

奈

田

松

紀

鈴

一
雄

一
司

長

彦

東

由

督

東

村

富

木

月

橋

本

河

武

鈴

若

高

西

男

郎

行

治

生

幸

嘉

二

数

勝

朝

隆

垣

口

村

柳

島

本

々野

山

吉

一
谷

松

三

修

昭

求

正

男

良

隆

博

二

川

田

下

藤

畑

内

古

福

山

伊

下

大

好

穂

長

雄

実

正志

幸

多

久

文

与

米

田

屋

藤

子

島

古

細

中

遠

金

三

地区ブロック別の選出が行われる昭和52年4月 ～昭和56年3月

治

子

雄

夫

長

次

三

賢

順

由

哲

教

良

木

口

富

西

橋

川

川

鈴

田

武

岡

高

平

古

一
治

也

勲

好

雄

雄

勝

欽

幸

文

達

木

柳

本

良

米

藤

野

鈴

一
藤

奈

古

遠

浅

平

穂

求

隆

郎

也

昭

彦

二

和

多

喜

博

嘉

孝

藤

辺

藤

田

山

畑

才

内

斎

細

伊

渡

片

下

和

山

雄

子

三

夫

忠

裕

淳

知

げ

峯

し

謙

隆

木

良

内

沢

田

風

呂

嶋

岡

島

池

藤

柿

宮

溝

小

谷

浜

修

夫

正

彦

男

夫

郎

久

治

隆

東

嘉

和

二

宣

田

沢

見

本

垣

瀬

口

藤

々

福

駒

鶴

西

野

村

山

後

昭和56年4月 ～昭和60年3月

和

求

雄

夫

彦

由

和

東

村

藤

富

瀬

本

竹

伊

武

村

西

章

久

夫

隆

一

計多

哲

彰

東

瀬

西

辺

山

大

村

岡

渡

中

夫

保

男

文

隆

治

嘉

隆

沢

上

垣

本

元

々

士

駒

井

野

富

橋

郎

子

逸

樹

裕

げ

四

し

春

英

善本

沢

谷

林

嶋

水

藤

竹

藤

小

雄

穂

忠

昌

正

峯

多

木

克

隆

内

田

呂

伊

見

池

細

溝

紀

鶴
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昭和60年4月 ～昭和64年3月

昌

逸

男

修

穂

克

春

嘉

多

伊

谷

垣

田

田

々

紀

竹

野

福

細

裕

子

夫

寿

道

隆

順

勝

健

正

嶋

口

本

田

沢

辺

小

田

西

半

古

渡

夫

雄

一
孝

文

博

哲

輝

彰

義

隆

敏

西

橋

山

本

永

士

岡

高

中

林

富

森

彰

明

正

司

樹

忠

智

隆

泰

英

木

塚

田

見

中

林

呂

大

嶋

鶴

畠

藤

溝

夫

夫

雄

隆

子

郎

げ

四

初

治

由

し

善

宮

沢

富

本

沢

本

都宇

駒

武

橋

藤

水
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全国研修会の変遷

回(開 催年) テ ー マ 研修会会長 開催地 参加者数

昭和
1回(41) PT部 門管理運営 駒 沢 治夫 東 京 30

2回(42) フ ァシ リテ ー シ ョン 小 池信 雄 東 京 80

3回(43) 痛 み 川畑 光 雄 大 阪 150

4回(44) 脳 卒 中 野本 卓 東 京 120

5回(45) フ ァシ リテ ー シ ョ ンテ クニ ック 野々垣嘉男 愛 知 380

6回(46) 理学療法におけるリスク管理 鈴 木達 司 東 京 140

7回(47) リウマチ 梅 田晃 昌 岡 山 400

8回(48) 痙痛の解消 奈 良 勲 東 京 200

9回(49) 農村における脳卒中 伊藤日出男 秋 田 140

10回(50) 関 節 症 宮 風 隆夫 京 都 237

11回(51) 歩 行 古 賀友 弥 兵 庫 333

12回(52) 早期リハビリテーションの重要性 と諸問題 下 畑博 正 福 岡 293

13回(53) 評 価 細 田多穂 東 京 719

14回(54) 評価PartlI 武富 由雄 大 阪 898

15回(55) フ オロ ー ア ップ を考 え る 竹 谷春 逸 静 岡 399

16回(56) 合 併 症 福 田 修 北海道 370

17回(57) 難病と理学療法 吉 田和 昭 愛 知 828

18回(58) 評価と記録 鈴 木 一・ 宮 城 599

19回(59) 老 化 松 本 英雄 長 野 662

20回(60) 理学療法における治療効果 中屋 久 長 高 知 1,271
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第1回

第1回

第2回

第2回

第3回

第3回

第4回

第4回

第5回

第5回

第6回

第6回

第6回

第7回

第7回

第8回

第8回

第9回

第9回

第10回

第10回

第11回

第11回

第12回

第12回

第13回

第13回

(50.1)

(50.1)

(50.7)

(50.8)

(51.10)

(52.1)

(53.1)

(53.2)

(54.1)

(54.2)

(55.1)

(55.1)

(55.3)

(56.1)

(56.2)

(57.1)

(57.1)

(58.1)

(58.1)

(59.1)

(59.2)

(60.1)

(so.2)

(61.1)

(61.2)

(62.1)

(62.1)

長期講習会の変遷
理学療法士 ・作業療法士養成施設等長期講習会

(厚生省主催)以 下,PT・OT長 期講習会という)

PT・OT長 期講習会

PT・OT長 期講習会

PT・OT長 期講習会

PT・OT長 期講習会

PT・OT長 期講習会

PT・OT長 期講習会

PT・OT長 期講習会

PT・OT長 期講習会

PT・OT長 期講習会

PT・OT長 期講習会

PT・OT長 期講習会

PT・OT長 期講習会

PT・OT長 期講習会

PT・OT長 期講習会

PT・OT長 期講習会

PT・OT長 期 講習会

PT・OT長 期講習会

PT・OT長 期講習会

PT・OT長 期講習会

PT・OT長 期講習会

PT・OT長 期講習会

PT・OT長 期講習会

PT・OT長 期講習会

PT・OT長 期 講習会

PT・OT長 期 講習会

PT・OT長 期講習会

PT・OT長 期講習会

(東京地区)

(九州地区)

(大阪地区)

(東京地区)

(北海道地区)

(東京地区)

(東京地区)

(大阪地区)

(東京地区)

(大阪地区)

(東京地区)

(中部地区)

(大阪地区)

(東京地区)

(大阪地区)

(東京地区)

(宮城地区)

(東京地区)

(京都地区)

(東京地区)

(大阪地区)

(東京地区)

(大阪地区)

(東京地区)

(名古屋地区)

(東京地区)

(大阪地区)

29

19

20

30

26

33

28

25

23

24

23

30

24

31

34

33

25

35

37

36

43

32

31

33

45

63
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現職者講二習会の変遷

回(S.年 月) テ ー マ 開催地 参加者数

1回(47.7) 治療計画の作成 東 京 20

2回(47.8) 治療計画の作成 東 京 20

3回(48.6) ICU・CCUとPTの 役 割 東 京 46

4回(48.8) 治療プログラムの作成 東 京 20

5回(49.2) 脳卒中の理学療法(厚 生省主催) 神奈川 33

6回(49.7) 片 まひのリハビリテーション(厚生省主催) 大 阪 34

7回(49.10) 片 まひの評価 ・治療プログラムの計画 鳥 取 20

8回(50.3) 義肢装具 東 京 16

9回(50.8) 物理療法 福 岡 10

10回(50.10) PNF 兵 庫 32

11回(50.11) 片麻痺の評価 ・治療プログラム作成 鹿児島 13

12回(51.2) 車椅子 神奈川 24

13回(51.10) 片 まひの治療 と評価 高 知 27

14回(51.11) PNF 神奈川 35

15回(51.11) 切断 東 京 17

16回(52.12) 片まひの評価 ・治療プログラム 新 潟 25

17回(53.2) 切 断 の リハ ビ リテ ー シ ョン 東 京 10

18回(53.3) 中枢性疾患に対する神経生理学的アプローチ 山 梨 43

19回(53.6) 肩関節を中心として 兵 庫 47

20回(53.8) 呼吸器疾患のリハビリテーション 静 岡 23

21回(54.2) 中枢性疾患のリハビリテーション 札 幌 25

22回(55.3) 義肢コース 東 京 12

23回(55.3) 脳卒中片まひの理学療法 石 川 16

24回(55.3) 医用電子工学 高 知 15

25回(55.10) CVA・ 理学療法の実践 大 阪 30

26回(56.3) 脊髄損傷 北九州 15
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回(S.年 月) テ ー マ 開催地 参加者数

27回(56.9) 切 断 と リハ ビ リテ ー シ ョン 東 京 12

28回(57.2) モ ビ リゼ ー シ ョ ン 浜 松 40

29回(57.3) 片麻痺のPNF 東 京 30

30回(57.6) PNF基 礎 コー ス 東 京 30

31回(57.7) PNF応 用編 北海道 22

32回(57.8) 片麻痺の評価と治療のPT技術 大 阪 20

33回(58.3) 研究法 東 京 33

34回(58.8) 脳性麻痺児の評価と理学療法の実際 大 阪 25

35回(58.11) PNF理 論 と実技 長 崎 30

36回(59.1) スポーッと理学療法 東 京 28

37回(59.2) 切 断 の リハ ビ リテ ー シ ョン 東 京 12

38回(59.3) 関節運動学的アプローチ 大 阪 40

39回(59.7) PNF基 礎 コー ス 東 京 30

40回(59.8) 片麻痺の評価と治療 大 阪 20

41回(59.8) 脳性麻痺児の評価と治療の実際 大 阪 20

42回(59.11) 呼吸器疾患における理学療法 石 川 30

43回(60.2) 水中運動療法の実際 神奈川 15

44回(60.7) PNF臨 床編 東 京 26

45回(60.8) 片麻痺の評価と治療 大 阪 20

46回(60.8) 脳性麻痺の評価と治療 大 阪 20

47回(61.2) 水中運動療法 神奈川 15

48回(61.2) 切 断 の リハ ビ リテ ー シ ョ ン 東 京 12

49回(61.7) 水中運動療法の実際 神奈川 20

50回(61.7) PNF基 礎編 東 京 25

51回(61.8) 成人片麻痺の評価と治療 大 阪 20

52回(61.8) 脳性麻痺児の評価と治療 大 阪 20
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協 会 出 版 物 一 覧

1.協 会ニュース ・会報

No.発 行 日 編 集 人 備 考

1号 昭和41年9月1日 田口 順子(事 務局長)タ ブロイ ド版(手書 き,タ イプ)

～

21号

22号 昭和43年6月29日 山崎 忠(事 務局長)タ ブロイ ド版(手書 き,タ イプ)

S

24号

25号 昭和45年7月15日 関川 博(事 務局長)タ ブロイ ド版(手 書き,タ イプ)

151号 よりB5版 タイプ印刷

68号

69号 昭和52年1月1日 森永 敏博(広 報部長)

～

89号

90号 昭和56年7月10日 北 目 茂(広 報部長)

」

102号

103号 昭和58年8月11日 柳沢 健(広 報部長)

～

114号

115号 昭和60年8月15日 菊地 延子(広 報部長)

S

発 行 日 編 集 者

会 報 第1巻 第1号 昭和45年5月1日 細田 多穂(広 報部)

〃 〃 第2号 昭和46年1月10日 細田 多穂(広 報部)

〃 第2巻 第1号 昭和47年4月30日 星 虎男(広 報部)

〃 〃 第2号 昭和48年3月20日 星 虎男(広 報部)

2.機 関 誌

巻 ・ 号 発 行 年 頁 数 備 考

臨床理学療法

創刊号 昭和48年164特 集:第7回 全国研修会(リ ウマチ)
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第1巻1号

〃2号

〃3号

〃4号

第2巻1号

〃2号

〃3号

〃4号

第3巻1号

〃2号

〃3号

第4巻1号

〃2号

〃3号

第5巻1号

〃2号

〃3号

第6巻1号

〃2号

第7巻1号

〃2号

〃3号

第8巻1号

〃2号

〃3号

〃4号

第9巻1号

〃2号

〃3号

〃4号

第10巻1号

〃2号

〃3号

〃4号

昭和49年

〃49年

〃50年

〃50年

〃50年

〃51年

〃51年

〃51年

〃51年

〃52年

〃52年

〃53年

〃53年

〃53年

〃53年

〃54年

〃54年

〃54年

〃55年

〃55年

〃55年

〃56年

〃56年

〃56年

〃56年

〃57年

〃57年

〃57年

〃66年

〃58年

〃58年

〃58年

〃58年

〃58年

67

61

52

105

74

85

64

74

60

55

76

64

60

78

194

76

70

168

86

63

190

90

37

169

47

114

37

68

66

48

62

64

48

96

特集 第8回 全国研修会

特集:脳 卒中の理学療法(第5回 現職者講

習会)

特集:第10回 学会 ・長期講習会

特集:車 椅子

特集:コ ミュニティ ・ケア

特集:関 節症 ・腰痛症

特集:ADL

特集:歩 行

特集:バ イオフィー ドバック

特集:第12回 全国研修会

特集:呼 吸器疾患の理学療法

第13回 学会演題抄録

第13回 全国研修会(評 価)

特集:第14回 学会

特集:第14回 全国研修会

特集:日 本のPTの 原点を振 り返って

特集:第15回 学会

特集:第15回 全国研修会

特集:第16回 学会

特集:第16回 全国研修会

臨時増刊号特集;股関節疾患のすべて

第17回学会演題抄録

〃

特集:WCPT

特集:第17回 全国研修会

特集:第18回 学会演題抄録
・
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〃5・6号

誌名変更『理学療法学』

第11巻1号

〃

〃

〃

〃

〃

〃

2号

3号

4号

5号

6号

学会特別号

第12巻1号

〃

//

〃

〃

〃

〃

2号

3号

4号

5号

6号

学会特別号

第13巻1号

〃2・3号

〃

〃

〃

〃

4号

5号

6号

学会特別号

〃58年

〃59年

〃59年

〃59年

〃59年

〃59年

〃59年

〃59年

〃60年

〃60年

〃60年

〃60年

〃60年

〃60年

〃60年

〃61年

〃61年

〃61年

〃61年

〃61年

〃61年

71

48

76

56

64

82

46

162

84

68

80

86

66

82

183

88

166

60

60

70

179

特集:第18回 全国研修会(評 価 と記録)

特集:第19回 学会

特集:ACPT

特集:第19回 全国研修会

特集 第20回 学会

特集 第20回 学会

特集:第20回 全国研修会

3.会 員 名 簿

昭和43年(1968)7月 発行

昭和44年(1969)11月 発 行

昭和45年(1970)7月 発 行

昭和46年(1971)7月 発 行

昭和49年(1974)4月 発 行

昭和52年(1977)8月 発 行

昭和55年(1980)12月 発 行

昭和58年(1983)4月 発行

昭和61年(1986)4月 発行

*昭 和41年 から44年迄はニュース内への掲載であ り,会 員名簿 と

して発行 されたのは昭和46年 からであり,以 後,原 則 として3

年に一度,定 期的に発行

*会 員名簿発行後の会員の勤務先変更,勤 務先名称変更はニュー

ス内で毎号掲載されていが,昭 和59年10月 以後 より,会 員数の

増加に伴い第9回(3月,10月)に 別冊の形で一括 して編集す

る方針となっている。

この別冊は広報部の編集責任で発行 されていたが,会員数の増加や,

移動,転居,事務局のコンピュータ導入 と事務上の管理の関係で

昭和61年3月 より別冊発行 も事務局扱いとなる。



140

4.学 会 誌

第3回 日本理学療法士学会誌

4回

5回

6回

7回

8回

9回

10回

11回

12回

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

5.全 国研修会誌

第4回 全国研修会誌

5回 〃

6回 〃

昭和43年

〃44年

〃45年

〃46年

〃47年

〃48年

〃49年

〃50年

〃51年

〃52年

"脳 卒 中"

"フ
ァ シ リ テ ー シ ョ ン ・テ ク ニ ッ ク"

"リ ス ク 管 理"

6.そ の他出版物

文献抄録No.1片 マヒ第1集

〃 〃2集

〃Vol2.No.1下 肢の術後装着義肢

臨床実習教育の手引き

〃 第2版

演題索引集(学 会20周年記念出版)

理学療法白書

理学療法パ ンフレット,

〃 のしおり

〃 パ ンフレット

日本理学療法士協会十年史

沈黙の医療戦士(医 療技術者の実態と役割)

日本医療技術者団体連絡協議会編 山手書房

家庭でできる機能訓練 全7冊 ・別冊1

厚生省保健医療局老人保健部老人保健課監修

日本理学療法士協会 ・日本作業療法士協会編 保健同人社

昭和45年

〃46年

〃47年

昭 和44年

〃45年

〃47年

昭和52年

〃58年

〃60年

〃60年

〃44年

〃51年

〃59年

〃50年

昭和50年

昭和59年
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各士会等の出版活動

士会の出版活動は,士 会員はもとより他団体への広報活動であるとともに,学 術誌発行などの学

術活動でもあ り,各 県士会の重要な業務である。

出版物としては,ニュース ・会報 ・学術誌 ・記念誌 ・その他がある。士会によっては士会員名簿 ・

定款 ・会則 を別冊にして発行 している所 もあるが,ニ ュースに載せている所 もあり,こ こでは出版

物の項から除いた。

調査方法は,士 会の対外活動の調査 と同時に行ったので,詳 細は士会の対外活動の項(P.79)

を参照とされたい。

都道府

県名
出 版 物 の 名 称 創刊号年月日 現在の号数 発行年月日

昭和61年

発行回数

北海道 THEHOKKAIDOPHYSICALTHERAPY 昭和46年2月 35号 61年10月 3回

ASSOCIATIONNEWS(定)

北海道理学療法(定) 〃59年11月 3巻1号 61年9月 1回

北海道士会15年 史 〃59年3月

青 森 青森県理学療法士会ニュース(定) 〃56年4月 56号 61年11月 8回

青森県理学療法研究発表会抄録(定) 〃45年12月 10号 61年3月 1回

理学療法研究(青森県理学療法士会誌)(定) 〃58年12月 3号 61年3月 1回

青森県士会PT研 究会合同会会報 〃44年12月

家族のためのリハビ教室テキス ト 「歩む日 〃46年4月

のために」

青森県理学療法士会年表 〃57年2月

昭和58年 度卒後研修についての中間報告

CADIORESPIRATORYFITNESS 〃59年6月

青森県理学療法士会15周年記念誌 〃59年7月

VOITA法 の理論 と実際(文 献集) 〃59年10月

股関節疾患と理学療法(文 献集) 〃60年7月

HANDSURGERY&REHABILITATION 〃60年7月

肺理学療法の理論と実際(文 献集) 〃60年8月

理学療法士のための統計学入門 〃60年8月

秋 田 秋田県理学療法士会ニュース(定) 〃49年11月 61-5号 61年10月

秋田県理学療法士会会誌(定) 〃58年12月

学術研究論文集一第2集 一 〃56年12月

岩 手 岩手士会ニュース(定) 〃58年7月 9号 61年11月 3回

宮 城 宮城県士会ニュース(定) 〃45年3月 15号 61年10月

宮城県士会15年 のあゆみ
〃58年11月

宮城県理学療法士集談会会誌 〃59年12月

山 形 山形県理学療法士会会誌(定) 〃61年5月

福 島 福島県理学療法士会NEWS(定) 〃61年4月 2号 61年9月 2回

茨 城 茨城県士会ニュース(定) 〃61年6月

栃 木 栃木県理学療法士会ニュース(定) 〃54年

栃木県理学療法士会十年史 〃54年12月
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「フ ァシ リテ ー シ ョ ン テ ク ニ ック」 誌 〃46年 i

「リスク管理」誌 〃48年

群 馬 群馬県理学療法士会ニュース(定) 〃60年 8号 61年12月 4回

埼 玉 埼玉県理学療法士会会報(定) 〃60年9月 6号 61年12月 4回

千 葉 千葉県理学療法士会ニュース(定) 〃59年3月 12号 61年11月 4回
一

東 京 東 京 都 士 会 ニュー ス(定) 〃44年11月 54号 61年12月 5回

理学療法一進歩と展望一(定) 〃61年3月

東京士会十年史 〃54年10月

十五周年記念誌 〃60年3月

神奈川 神奈川県理学療法士会ニュース(定) 〃46年6月 92号 61年11月 6回

理学療法一技術 と研究一(定) 〃49年3月 13号 61年3月 1回

10周 年記念特集(会 報第6号) 〃54年3月

新 潟 新潟県理学療法士会ニュース(定) 〃56年7月 24号 61年12月 5回

創立10周 年記念誌 〃56年

老人保健法における機能訓練事業に関する 〃60年1月

アケー トー結果報告一

山 梨 山梨県理学療法士協会ニュース"和"(定) 〃49年12月 29号 61年11月 3回

創立十周年記念誌 〃57年7月

長 野 長野県理学療法士会ニュース(定) //47年8月 57号 61年11月 4回

学術誌(定) 〃48年8月 14号 60年3月 1回

創立十周年記念誌(学 術誌第10号) 〃56年11月

富 山 富山県士会ニュース(定) 〃58年5月 61-3号 61年11月 6回

富山県士会年報(定) 〃58年 1回

富山県士会10周年記念誌 〃57年

石 川 石川県理学療法士会ニュース(定) 〃56年6月 16号 61年10月 3回

石川県理学療法士会会誌(定) 〃59年6月 2巻1号 61年5月

福 井 福井県理学療法士会ニュース(定) 〃59年4月 12号 61年11月

10周年記念誌 〃61年3月

静 岡 ひ ゆ まに てL'humanite(ニ ュ ース)(定) 20号 61年9月 4回

岐 阜 らい ち ょ う(ニ ュ ー ス)(定) 〃59年 3巻1号

愛 知 愛知県理学療法士会ニュース(定) 〃58年6月 20号 61年11月 6回

愛知県理学療法士会会誌(定) 〃55年12月

三 重

京 都 京都理学療法士会ニュース(定) 118号 61年10月 10回

京都理学療法士会会誌(定) 〃46年6月 12号 58年5月

滋 賀 滋賀県理学療法士会ニュース(定) 〃55年11月 19号 61年6月

学術ニュース(定) 〃59年6月 9号 61年3月

滋賀県理学療法士会会誌(定) 〃52年6月
●

5号 60年3月

十年のあゆみ(会 誌5号) 〃60年3月

奈 良 奈良県理学療法士会ニュース(定) 〃56年5月 33号 61年11月 6回

奈良県会誌(定)

和歌山 和歌山県理学療法士会ニュース 〃60年11月 2号 61年7月 1回
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大 阪 大阪理学療法士会ニュース(定) 〃48年8月 79号 61年 ユ月 6回

大阪理学療法士会会誌(定) 〃46年3月 14巻2号 60年 2回

十五年史 〃56年10月

臨床実習教育に実践録

理学療法と評価 〃60年

兵 庫 兵庫県士会だより(定) 〃56年3月 15号 61年6月

兵庫県理学療法士会会誌(定) 〃51年 9巻2号 60年

15年 の あ ゆみ. 〃58年3月

MOBILZATION 〃58年3月

骨 ・関節X線 像のみかた

岡 山 理学療法岡山(定) 〃51年 6.7合 併 号 59年5月

岡山士会ニュース(定) 〃52年4月 19号 61年6月 2回
一

広 島 広島士会だより(定) 〃46年4月 66号 61年11月 6回

老人および脳血管障害のリハビリテーショ 〃51年3月

ウ(講 演録)

広島PTIO年 史 〃56年3月

島 根 島根士会だより(定) 〃59年 86-3号 6回

鳥 取 鳥取理学療法士会ニュース(定) 〃58年9月 7号 61年9号

山 口 山口士会ニュース(定) 〃59年6月 8号 62年1月 2回

徳 島

高 知 士会ニュース(定) 〃54年9月 61-2号 61年 3回

創立10年 のあゆみ 〃56年10月

香 川 ニュース香川士会(定) 〃60年12月 2号 61年7月 1回

愛 媛 愛媛県士会ニュース(定) 〃52年7月 25号 61年10月

愛媛県理学療法士協会誌一結成5周 年記念 〃52年1月

誌一

愛媛県理学療法士会誌一10周 年記念誌一 〃56年1月

愛媛県理学療法士会15周年記念誌 〃61年3月

福 岡 福岡県士会広報(定) 〃48年5月 42号 2回

第1回 九州地区理学療法士研修会誌 〃54年12月

福岡士会発足10周年記念誌 〃55年10月

痙性 をいかに把えるか

Manualtherapy四 肢 に お け る理 論 と実 際 〃57年10月

長 崎 長崎県理学療法士会ニユース(定) 〃57年3月 27号 61年5月

熊 本 かくどけい(定) 〃59年7月 9号 61年12月 3回

大 分 大分県士会ニュース(定) 7号 61年10月 3回

佐 賀 士会ニュース(定) 〃59年7月 3号 61年12月 1回

宮 崎 宮崎県士会ニュース(定) 〃58年10月 7号 61年4月 1～21回

鹿児島 鹿児島県理学療法士ニュース(定) 〃60年5月 3号 61年7月 2回

沖 縄 沖縄県理学療法士会ニュース(定) //60年2月 16号 61年10月 12回

東北地区 第3回 東北士会研修学会誌(定) 60年11月

第3回 青森 ・秋田 ・岩手 ・三県合同研修会 〃60年8月

資料集(肺 理学療法の理論と実際)
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関東甲信越 第1回 関東甲信越ブロック理学療法士学会

誌(定)

〃57年9月 第5回 学会

誌

61年9月 1回

東海北陸 第1回 合同研修会会誌(愛 知県 ・三重県)

十五年のあゆみ(愛 知県士会 ・岐阜県士

会 ・三重県士会)

第4回 東海理学療法士学会誌一15周 年記念

一

〃56年3月

〃60年2月

〃60年2月

近 畿 近畿理学療法士学会会誌(定) 〃43年9月 15号 60年11月

中 国 中国ブロック理学療法士会研修会学会誌

(定)

59年11月

四 国 四国理学療法士会研修会誌(定) 〃54年3月 8号 61年8月 1回

九 州 九州地区PT・OT合 同研究会誌(定) 〃57年11月 8号 61年11月

注 ・(定)は 定期的に発行 されているもの
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調査 ・報告書一覧

期 日 各 部 ・委 員 会 タ イ ト ル 及 び 内 容 掲 載 物 備 考

S.41.10.1 学術部 研修会に関するアンケート調査 協会 ニュースNo.2 44名解答

研修内容,時 期 ・期間,内 容別

希望講師,希 望事項について

S.43.5.30 企画調査部 国内PT養 成機関の実態調査(5 協 会ニュースNo.12

校)WCPTか らの依頼

カリキュラム,科 目内容,教 師

構成等について

S.43.12.31 調査部 理学療法士実態調査(中 間報告) 協 会ニュースNo.19
アンケー ト回収率63.8%

S.46.8.31 調査部 学 会部 門別 ・PT.OT誌 自由購 読 協 会ニュースNo.32

について アンケー ト調査

中間報告66%

S.46. 調査部 理学療法に関する診療保険点数の 第1回 総会 ・代議員会資料
アンケー ト調査

5.46. 広報部 一般 の人達の リハ ビリテーシ ョン 第1回 総会 ・代議員会資料
に対する意識調査

S.47.2. 調査部 理学療法実態調査 第2回 総会 ・代議員会資料

S.47. 東京都特養老人ホーム派遣部会 特養理学療法実態調査 第2回 総会 ・代議員会資料

S.48. 調査部 アンケー ト調査(協 会 について, 第3回 総会 ・代議員会資料

「臨床理学療法」について等)

S.50.2.22 規約審議委員会 定款細則改正について(答 申) 第4回 総会 ・代議員会資料

S.50. 調査部 国公立の採用の条件の調査 協会ニ ュースNo.56

S.50. 身分部 身分制度に対する意向調査 第5回 総会 ・代議員会資料

S.51.1.1 身分部 業務制限 につ いての アンケー ト集 協会ニュースNo.57

計報告

S.51.1. 調査部 「地方自治体における新卒理学療 第5回 総会 ・代議員会資料

法士の給与並びに格付基準」

S.51. 調査部 昇給停止者の実態調査 第6回 総会 ・代議員会資料

民間病院における新卒理学療法士
の給与基準に関する調査

S.52.1.30 調査部 昭和52年度新卒理学療法士の給与 協 会 ニ ュ ー スNo.71

調査

昭和52年度における理学療法実態 協 会 ニ ュ ー スNo.71

調査

S.52. 学術部 士会学術部 に対す るアンケー ト調 全国学術部長会議(九 州) 第7回 総会 ・代議員会資料

査

S.53.3.11 規約審議委員会 規約審議委員会答申 第7回 総会 ・代議員会資料

S.53. 調査部 理学療法士待遇調査 第8回 総会 ・代議員会資料

新卒理学療法士給与調査

5.53. 教育部 全国臨床実習地の機能実態の調査 第8回 総会 ・代議員会資料

S.53.7.1 学術部

●

士 会 研 修 会 調 査(回 答 率 協 会 ニ ュ ー スNo.72
81.4%)片 麻 痺 ・整 形 外 科 ・

CP他

S.54.1. 調査部 理学療法士待遇調査 協会ニュースNo.78 第9回 総会 ・代議員会資料

新卒理学療法士の給与調査及び待 協会ニュースNo.78

遇の調査

資格を有 しない理学療法従事者の

実態調査(回 収率67.8%)

初号制限問題の調査
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S.55.1.10

S.55.

S.55.9.1

S.56.3.20

5.56.12.4

S.57.

5.57.3.1

5.57.3.1

S.57.3.29

S.57.

5.57.

S.57.12.5

S.57.12.15

S.57.12.15

S.58.

5.58.

S.58.12.1

S.59.2.1

S.59.2.1

S.59.4.1

S.59.

S.59.

S.59.6.10

S.59.8.1

調査部

教育部

教育規定委員会

規約審議委員会

会館建設委員会

調査部

老人福祉部

老人福祉部

表彰審査会

教育部

身分部

会館建設委員会

教育部

身障スポーツ委員会

調査部

学術部

調査部

老人福祉部

調査部

調査部

身分部(待 遇)

身分部(業 務独占)

学会企画部(学 術部)

会館建設委員会

S・59・8・1°1理 学療 法白書委員会

昭和54年度新卒理学療法士の給与

実態調査

臨床実習施設の実態調査

養成校(19校)を 対象にアンケー

トによる実態調査

規約審議委員会答申

会館建設委員会答申

各都道府県の今後10年間に於ける

理学療法士の必要数に関するアン

ケート調査

特別養護老人ホームに対するPT

実施状況調査(士 会長対象)

地域リハビリテーション活動実施

状況

被表彰者推薦について答申

第8回 東京地区長期講習会受講者

追跡調査報告 →各PT養 成施

設 ・学校

調整額獲得のための調査

会館建設委員会答申

教育部の現状と展望(金 子)

身障スポーツ委員会の活動と将来
の展望(中 川)

1救護施設に関する調査

第1回 アンケート:全国研修会及

び学術部活動についての要望事項

調査

(各学術部長宛)

第2回 アンケート:国内留学の要

望状況と研修受け入れ施設の可能

性について

(各学術部長宛)

PT養 成校に寄せられた求人の状

況調査(22校)

PTの 老健法に関する対応につい

てのアンケート調査

昭和57年度PT校 卒業者の求人・

就職状況

本協会員の男女別地域別年令分布

2等 級受給者及び技師長(国 家公

務員)の 調査

業務独占・開業権に関するアン
ケー ト調査

会員の実態と志向性に関する意識
調査(第1報)

会館建設委員会具申書

理学療法士実態調査報告
i

協 会ニュースNo.85

協会ニュースNo.85

第10回 総 会 ・代議員会資料

第12回 総会 ・代議 員会資料

協会ニ ュースNo.96

第11回 総会 ・代議員会資料

協会ニ ュースNo.99

第11回 総会 ・代議員会資料

協 会 ニ ュー スNo.101

協 会 ニ ュー スNo.100

理 学 療 法 学Vol.9No.3

理学 療 法 学Vol.9No.3

ス一ユニ
会協

ス一ユニ
会協

ス一ユニ
会協

ス凶ユニ
会協

No.105

No.106

No.106

No.107

理 学 療 法 学Vo1.11No.3

協 会 ニ ュ ー スNo.110

理学 療 法 学Vo1.11No.4

第10回総会 ・代議員会資料

第10回総会 ・代議員会資料

第12回総会 ・代議員会資料

第12回 総 会 ・代議員会資料

第13回総会 ・代議員会資料

第13回総会 ・代議員会資料
回収率30%

第13回総会 ・代議員会資料

回収率30%

第14回総会 ・代議員会資料

第14回総会 ・代議員会資料

第14回総会 ・代議員会資料
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S.59.10.1 調査部 昭和58年度養成校卒業者の求人 ・ 協会ニ ュースNo.110

就職状況

S.60.2.28 渉外部 日本医療技術者団体連絡協議会再 第14回総会 ・代議員会資料

建委員会報告書

S.60.6.10 スポーツ委員会 「理学療法(士)と スポーツ」調 理学療法学Vo1.12No.3

査報告

5.60.6.10 保険部 診療報酬に関するアンケート報告 理学療法学Vo1.12No.3

S.60. 調査部 PTの 将来 と職業 ・生活設計に関 理学療法学Vol.12No.4

する調査報告(1)

(40才 以上のPTに ついて)

S.60. 会館建設委員会 会館建設に関する調査 第15回総会 ・代議員会資料

事務局保存(資 料)

S.60. 身分部 米国以外の諸外国のPT教 育制度 第15回総会 ・代議員会資料

について調査(継 続中)

S.60. 身分部(四 年制) 国内の四年制の看護学校カリキュ 第15回総会 ・代議員会資料

ラムについて調査(継 続 中)

S.60. 身分部(待 遇) 初号制限調整額の現状把握のため 第15回総会 ・代議員会資料

の調査(継 続中)

s.so. 身分部 開業権独占権に関するアンケート 第15回総会 ・代議員会資料

調査

S.60. 学術部 物理療法の効果と機器に関する実 第15回総会 ・代議員会資料

態調査(455ケ 所)

S.60.8.10 規約審議委員会 理学療法士賠償責任保険の検討に 理学療法学Vo1.12No.4
ついて(中 屋)

S.60.10.1 身分部(待 遇改善部会) 公務員給与改訂の勧告について 協会ニ ュースNo.116

(第一報)

S.60.12.1 調査部 昭和59年度全国の求人 ・就職状況 協会ニ ュースNo.117

(一部報告)

(求人施設と求人数)

S.61.2.1 調査部 昭和59年度養成校卒業者の求人・ 協 会 ニ ュー スNo.118

就職状況

S.61.4.1 理学療法白書委員会 理学療法白書発送先リスト 協 会 ニ ュー スNo.119

S.61.6.10 老人福祉部 地域 リハ ビリテーシ ョンと理学療 理学療法学Vo1.13No.4

法士(溝 呂木 ・香川)

S.61.6.10 調査部 PTの 将 来 と職 業 ・生活 設計 に関 理学療法学Vo監.13No.4

する調査報告(II)

(20才 以上のPTに ついて)

S.61.6.10 会館建設委員会 会館建設の必要性について(大内) 理学療法学Vol.13No.4

S.61.10.10 身分部類似職種対応委員会 類似職権について調査 理学療法学Vol.13No.6

S.61.12.20 調査部 昭和57年 度一一60年度就職者数(新 協 会 ニ ュ ー スNo.123

卒者)

S.61.12.20 身分部 四年制大学推進へ向けてのアン 協 会 ニ ュ ー スNo.123
ケー ト

S.62.2.10 調査部 昭和60年 度(61年3月)養 成校卒 協 会 ニ ュ ー スNo.124

業者の求人 ・就職状況
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協会賞受賞者一覧

第1回(昭 和57年 度)12名

浅 見 敏 克(山 形)・ 井 上 三 郎(大 阪)・ 梅 田 晃 昌(岡 山)

江 原 定 吉(東 京)・ 河 村 東 一(愛 知)・ 後 藤 宣 久(東 京)

須 藤 泰二郎(大 阪)・ 高 橋 長(広 島)・ 濱 島 良 知(宮 城)

松 為 信 二(神 奈川)・ 山 口 二 郎(福 島)・ 山 野 久 和(大 阪)

第2回(昭 和58年 度)15名

片 寄 章 二(茨 城)・ 川 畑 光 雄(大 阪)・ 楠 一 義(福 岡)

鈴 木 達 司(東 京)・ 関 川 博(東 京)・ 中 野 幸 吉(広 島)

西 村 岩 男(静 岡)・ 平 川 教 次(兵 庫)・ 細 川 忠 義(福 岡)

松 原 正 勝(大 分)・ 丸 茂 周 二(長 野)・ 森 一 正(岡 山)

山 内 孝 彦(北 海道)・ 若 月 督 司(神 奈川)・ 渡 部 平 八(北 海道)

第3回(昭 和59年 度)10名

池 田 政 隆(東 京)・ 内 山 清之輔(神 奈川)・ 大 塚 欣 壮(北 海道)

加 藤 照 芳(埼 玉)・ 斎 藤 章 二(東 京)・ 種 村 タ ネ(新 潟)

出 路 成 晴(鳥 取)・ 宮 腰 正 雄(東 京)・ 保 田 良 彦(東 京)

綿 貫 吉 一(兵 庫)

第4回(昭 和60年 度)5名

斎 藤 友 吉(埼 玉)・ 斎 藤 和 平(北 海道)・ 山 田 長 一一(宮 城)

吉 田 実(愛 知)・ 和 才 嘉 昭(福 岡)



第10回 学会

第10回 学会

第11回 学会

第11回 学会

第12回 学会

第14回 学会

第15回 学会

第16回 学会

第17回 学会

第18回学会

第19回学会

第20回学会
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学会奨励賞受賞者一覧

日本理学療法士学会 矢郷賞 ・学会奨励賞

「脳卒中後遺症による片マヒ患者の諸動作における 岩崎 富子 山田 道廣

酸素消費量(第1報)」 荻島 秀男 丸山 仁司
真島 東.__.郎 大橋 正洋

「慢性閉塞性肺疾患の評価」

「広背筋の筋動作学的研究」

「メ トロ ノームに合 わせ た歩行 の周期上の

き"に ついて」

溝呂木 忠

伊東 元 岩崎 富子
山田 道廣 矢崎 潔
田中 繁 飯田 勝

"ばらつ 石田 卓 杉野美貴子

石井 俊夫 土井 啓司
達橋 和良 宗内 賢二
津沢 保

「大腿四頭筋初期訓練法における筋電図学的分析」 岡西 哲男 小島 泉
倉田 茂子

「片 麻 痺 患 者 の 上 肢 パ ラ シュー ト反 応 と上 肢 新保 松雄 佐藤 恭

BrunnstromStageの 関 連 について」 曽根 政富

「褥瘡の発生 と予防について(第2報)」 加藤 祝也 富田 昌夫
土嶋 政宏 藤井 直人

「MMTで 評価 した末梢性顔面神経麻痺の経過 と予 前田 哲男
後」

「FJ.footに つ い て(第3報)」

若山 佐一

中野 裕之 細田 多穂
岡安 正夫 石原 正文
野本 彰 竹内 孝仁
磯部 饒

「重度障害児の坐位姿勢 に関する研究(第2報)青 木 主税
一PMDDuchennetypeの 椅座位姿勢における座圧

分布 と肺機能について一 」

「理学療法士の就業実態」

広瀬 秀行

伊東 元 松村 秩

「膝 ・足関節 ・足部における新 しい動的関節訓練の 中山 彰一
実際」 高柳 清美

堤 文生
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理学療法士養成校一覧

開設年度 開設者

1.昭 和38年 国(厚 生省)国 立療養所東京病院附属リハビリテーション学院理学療法学科

〒204東 京都清瀬市梅園1-2-7

TELO424-91-1311

2.39年 国(文 部省)筑 波大学附属盲学校高等部専攻科理学療法科

〒112東 京都文京区目白台3-27-6

TELO3-943-5421

3.39年 大阪府 大阪府立盲学校高等部専攻科理学療法科

〒558大 阪府大阪市住吉区山之内1-10-12

TELO6-693-3471

4.41年 徳島県 徳島県立盲学校高等部専攻科理学療法科

〒770徳 島県徳島市南二軒屋町2-4-55

TELO886-22-6255

5.41年 国(労 働 省)九 州 リハ ビ リテ ー シ ョン大 学 校 理 学 療 法 学科

〒800-02福 岡 県 北 九 州 市小 倉 南 区葛 原 高 松1-5-1

TELO93-471-7912(代),7939

6.43年 学校法人 高知リハビリテーション学院理学療法学科

〒780高 知県高知市旭天神町陣ケ森292

TELO888-40-1121,44-4330

7.44年 東京都 東京都立府中リハビリテーション専門学校理学療法学科

〒183東 京都府中市武蔵台2-9-2

TELO423-22-0881

8.45年 準学校法人 行岡医学技術専門学校 リハビリテーション科

〒530大 阪府大阪市北区浮田2-2-11

TELO6-372-2835

9.48年 国(厚 生省)国 立療養所近畿中央病院附属リハビリテーション学院理学療法学科

〒591大 阪府堺市長曽根町1180

TELO?22-51-1919

10.48年 財団法人 専門学校社会医学技術学院理学療法学科

〒184東 京都小金井市中町2-22-32

TELO423-84-1030

11.49年 財 団 法 人 川 崎 リハ ビ リテ ー シ ョ ン学 院 理 学 療 法 学 部

〒701-01岡 山 県 倉 敷 市 松 島672

TELO864-62-1111

12.52年 国(厚 生省)国 立犀潟療養所附属 リハビリテーション学院理学療法学科

〒949-31新 潟県中頸城郡大潟町大字犀潟468-1

TELO25534-3131
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13.52年 医療法人 清恵会第二医療専門学院理学療法士科

〒591大 阪府堺市向陵西町4-214

TE.LO722-22-6226

14.53年 医 療 法 人 高 知 医療 学 院 リハ ビ リテ ー シ ョン科

〒781-02高 知 県 高 知 市 長 浜 字東 並 松6012-1

TELO888-42-0412

15.54年 国(厚 生省)国 立療養所東名古屋病院附属リハビリテーション学院理学療法学科

〒465愛 知県名古屋市名東区天白町大字植田字梅森坂21-8

TELO52-801-1151

16.54年 国(厚 生省)国 立善通寺病院附属 リハビリテーション学院理学療法学科

〒765香 川県善通寺市仙遊町2-1-1

TELO8776-2-2211

17.54年 国(文 部省)金 沢大学医療技術短期大学部理学療法学科

〒920石 川県金沢市小立野5-11-80

TELO762-22-2211

18.54年 財 団法人 愛媛十全医療学院理学療法学科

〒791-03愛 媛県温泉郡川内町大字南方字町裏甲561

TELO899-66-4573

19.54年 学校 法 人 東 京 衛 生 学 園 専 門学 校 リハ ビ リテ ー シ ョ ン科

〒143東 京 都 太 田 区大 森 北2-4-2

TELO3-763-6621,762-9926

20.55年 財 団 法 人 岩 手 リハ ビ リテ ー シ ョン学 院

〒020岩 手 県盛 岡市 長 田 町15-16

TELO196-54-2788

21.55年 国(厚 生省)国 立仙台病院附属リハビリテーション学院理学療法学科

〒983宮 城県仙台市宮城野2-8-8

TELO222-95-7714-5

22.55年 国(文 部省)弘 前大学医療技術短期大学部理学療法学科

〒036青 森県弘前市本町66-1

TELO172-33-5111

23.56年 国(厚 生省)国 立療養所箱根病院附属 リハビリテーション学院理学療法学科

〒250神 奈川県小田原市風祭412

TELO465-22-3196

24.56年 学校法人 長崎リハビリテーション学院

〒856長 崎県大村市赤佐古町42

TELO9575-3-7883
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25.56年 医療法人 医療法人聖十字会西日本リハビリテーション学院

〒862熊 本県熊本市長嶺町3153

TELO96-380-6311

26.56年 医療 法 人 熊 本 リハ ビ リ テー シ ョン学 院

〒861-22熊 本 県 熊 本 市 小 山町400-1

TELO96-389-1133

27.56年 国(文 部省)北 海道大学医療技術短期大学部理学療法学科

〒060北 海道札幌市北区北12条 西5丁 目

TELOIt-716-2111

28. 57年 財 団法人 財団法人潤和リハビリテーション振興財団

潤和会記念病院附属宮崎 リハビリテーション学院

〒880-21宮 崎県宮崎市大字小松字上川原1119-8

TELO985-48-2734

29.57年 国(厚 生省)国 立療養所福岡東病院附属 リバビリテーション学院理学療法学科

〒811-31福 岡県粕屋郡古賀町大字久保1612-2

TELO92-943-2331

30.57年 国(厚 生 省)国 立 呉 病 院 附属 リハ ビ リテ ー シ ョン学 院 理 学 療 法 学 科

〒737広 島 県 呉 市 青 山 町3-1

TELO823-22-3111,内 線570-572

31.57年 医療法人 中部リハビリテーション専門学校

〒453愛 知県名古屋市中村区羽衣町9

TELO52-461-1677

32.57年 学校法人 専門学校愛知医療学院理学療法士科

〒452愛 知県西春日井郡清洲町田中町32-3

TELO52-409-3311

33.57年 国(文 部省)神 戸大学医療技術短期大学部理学療法学科

〒654兵 庫県神戸市須磨区友が丘7-10-2

TELO78-792-2555

34.57年 国(文 部省)京 都大学医療技術短期大学部理学療法学科

〒606京 都府京都市左京区聖護院川原町53

TELO75-751-3903

35.58年 北海道 札幌医科大学衛生短期大学部理学療法学科

〒060北 海道札幌市中央区南三条西17丁 目

TELO11-611-2111(代),内 線2877(理 学療法学科合同研究室)

36.58年 国(文 部省)信 州大学医療技術短期大学部理学療法学科

〒390長 野県松本市旭3-1-1

TELO263-35-4600
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37.58年 社会福祉法人 埼玉 リハビリテーション専門学校

〒350-04埼 玉県入間郡毛呂山町大字毛呂本郷38

TELO492-95-1111

38.58年 学校法人 藍野医療技術専門学校理学療法学科

〒567大 阪府茨木市太田3-9-25

TELO726-26-2361

39.59年 国(文 部省)名 古屋大学医療技術短期大学部理学療法学科

〒461愛 知県名古屋市東区大幸南1-1-20

TELO52-723-1111

40.59年 国(文 部省)群 馬大学医療技術短期大学部理学療法学科

〒371群 馬県前橋市昭和町3-39-15

TELO272-31-7221

41.59年 医療法人 岐阜 リハビリテーション専門学院理学療法学科

〒501-01岐 阜 県岐阜市黒野728

TELO582-30-1280

42.59年 学校法人 福井医療技術専門学校理学療法学科

〒910福 井県福井市新田塚1-42

TELO776-21-8138

43.60年 国(文 部省)長 崎大学医療技術短期大学部理学療法学科

〒852長 崎県長崎市坂本町7-1

TELO958-47-2111

44.61年 国(文 部省)鹿 児島大学医療技術短期大学部理学療法学科

〒890鹿 児島県鹿児島市宇宿町1208-1

TELO992-64-2211

45.61年 東京都 東京都立医療技術短期大学理学療法学科

〒116東 京都荒川区東尾久7-2-10

TELO3-819-1211
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賛助会員の変遷
期 間

田召禾[(474849505152535455565758596061
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A
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八重州リハビリ株式会社

酒井医療株式会社

タイガー医療器株式会社

OG技 研株式会社

パール ・シャープK .K

ジ ョンソン・エンド・ジョンソン

志賀器械株式会社

パシフィックサプライ株式会社

株式会社東京衛材研究所

武田薬品工業株式会社医用機器部

持田製薬株式会社

ミナ ト医科学株式会社

河村医療

日本ライトサービス株式会社

日製産業株式会社

株式会社 ドルフィン

稲畑プレス トン株式会社
住友製薬株式会社

多比良商会

メリコ株式会社

住友スリーエム株式会社

ビジョン

ダイシン

株式会社 日本アビリティーズ社

木村寝台工業株式会社

株式会社東京プレス

フランスベ ッド販売株式会社

伊藤超短波株式会社

A:A会 員,B:B会 員,C:C会 員



北海道

5口

3口

2口

2口

2口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1白

1口

1口

1口

1口

1口

1口

青森県

1口

1口

岩手県

3口

1口

1口

1口

宮城県

1口

大塚 欣壮

福田 修

斎藤 和平

花見 勇

吉村 茂和

太田 誠

大道 憲一

金子 実

蒲地 昌視

佐々木 昇

高田 博光

橘内 勇

田村 博

丹羽 忠義

南波 良和

花田 隆

林 徹哉

水本 善四郎

吉田 信弘

吉見 彰徳

渡辺 孝昭

渡部 平八

伊藤 日出男

進藤 伸一

貴田 正秀

大星 茂

高橋 俊明

藤原 弘

田中 文男

寄付者名簿 (敬称略 ・五十音順)

1口 濱島 良知

1口 山上 弘義

1口 山田 長一

山形県

2口 駒沢 治夫

福島県

1口 小野 睦夫

1口 小崎 吉三郎

1口 鈴木 利夫

1口 竹村 和

1口 山口 二郎

茨城県

10口 福屋 靖子

2口 片寄 章三

1口 大内 厚

1口 岡安 利夫

1口 佐藤 弘行

1口 龍崎 庄八郎

群馬県

3口 遠藤 文雄

1口 榛名荘病院

1口 戸所 芳男

埼玉県

1口 加藤 照芳

1口 神田 俊之

1口 小林 幹幸

1口 斎藤 友吉

1口 鈴木 正彦

1口 高橋 昌

1口 塚田 勇

1口 長久 武史

1口 増川 一・郎

1口 松永 隆
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1口

千 葉県

2口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

東京都

10口

10口

5口

5口

5口

5口

5口

5口

5口

5口

3口

3口

2口

2口

2口

2口

2口

2口

2口

横山 隆幸

大橋 孝子

池野 路子

石田 静江

江沢 省司

斉藤 みち子

神宮寺 一夫

永田 和宏

古晒 百合枝

保坂 昭治

三愛会伊藤病院リハ部

帝京大学医学部附属病院

リハ部理学療法士一同

池田 政隆

菊地 延子

関川 博

多摩丘陵病院リハ科一同

多摩緑成会リハ部

藤沢 しげ子

松村 秩

渡辺 一雄

赤坂 潤

永井 隆

(多摩丘陵病院院長)

金森 正恭

細田 多穂

柳沢 健

菊地 茂徳

斉藤 章二

田村 美枝子

吉川 政巳

(東京警察病院院長)

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

秋山 純和

伊東 元

今井 基次

奥村 洋

江原 皓吉

加藤 栄昭

金子 誠喜

川上 聡

木下 継信

工藤 俊輔

黒川 幸雄

小池 信雄

江 啓一

後藤 宜久

小林 量作

佐藤 昭代

佐藤 金次郎

佐藤 幹枝

椎名 健二

鈴木 徹

末吉 稔

高橋 章夫

高橋 守

玉川病院リハビリ理学療法部

都立神経病院リハ科

日大板橋病院リハ科(4名)

前田 哲男

松江 弘光

松沢 正

眞鍋 克博

丸山 仁司

水上 信明

水信 一夫

宮腰 正雄



1口 矢島 幸昌

1口 矢島 芳次

1口 山川 詔

1口 山川 邦子

1口 山本 隆

1口 横前 卓治

1口 吉川 哲夫

1口 若山 佐一

1口 渡辺 昭二

神奈川県

20口 大内 二男

10口 田口 順子

10口 谷島 朝生

5口 横浜市立大学医学部病院リハ科

3口 内山 清之輔

3口 滝沢 恭子

3口 横浜市老人 リハ友愛病院

2口 井上 保

2口 松瀬 多計久

2口 横浜市立港湾病院理学診療科

2口 米沢 幸子

1ロ ー山 静香

1口 稲坂 恵

1口 大槻 かおる

1口 岡安 正夫

1口 金田 一男

1口 岸本 久美

1口 菊谷 修

1口 北村 百江

1口 腰越 正男

1口 小松原 定夫

1口 酒井 雅治

1口 嶋田 勝英

1口 下田 宏登

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

新潟県

3口

3口

1口

1口

1口

1口

1口

山梨県

2口

1口

長野県

1口

1口

1口

1口
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須佐 栄和

冨田 昌夫

中平 陽子

畠山 友義

広瀬 好郎

福田 光祐

星野 フヨ

増田 次郎

町田 冨美子

松沢 博

三浦 昭

望月 圭一一

森井 和枝

安間 治和

若月 督司

若原 宣彦

渡辺 松雄

横浜市リハセンター準備室

種村 タネ

新潟労災病院リハ科PT一 同

新井 馨太

池山 八重子

大宗 謙昭

神林 直二

藤巻 寿雄

長沢 寿昭

山梨温泉病院

伊藤 直栄

伊藤 求

岩崎 富子

土田 正勝
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1口

富 山県

1口

1口

石川県

1口

1口

福井県

1口

1口

静 岡県

2口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

向山 博夫

塘添 誠次

西川 浩

谷口 克郎

奈良 勲

今川 達男

奈須田 鎮雄

津澤 保

石塚 和重

太田原 勝司

岡田 佳子

鏡 文雄

杉山 憲示

石井 正二

八木 久夫

湘1欝ll三)

愛知県

5口

2口

2口

2口

2口

1口

1口

1口

古川 良三

岡西 哲夫

富安 信

(富安病院院長)

愛知医大リハ部

吉田 實

飯田 文彦

小澤 勝博

島村 文昭

1口

1口

1口

1口

1口

1口

三重県

1口

1口

京都府

3口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

滋賀県

1口

奈 良県

1口

和歌山県

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

対島 明

土井 順二

野々垣 嘉男

吉金 英二

吉元 郁美

吉元 洋一

大西 昇一

西山 行保

森永 敏博

今井 善信

内田 森夫

鈴木 康三

津田 正太郎

中島 靖夫

橋村 啓己

福本 誠

大西 弘子

辛保 保成

奥山 ふみ

木下 賢治

塩路 清

渋田 幸子

高田 常一

中西 靖治

中前 和夫

原 雅之

春谷 誠一

細川 等

森川 澄夫



大阪府

20口

10口

5口

3口

3口

2口

2口

2口

2口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

0.5口

兵 庫県

10口

5口

4口

3口

3口

紀伊 克昌

旭 輝雄

首藤 茂香

坂本 隆弘

真鍋 清則

浅野 達雄

岩谷 修

武富 由雄

西本 東彦

池田 弘

石橋 和子

井上 三郎

医療法人仁生会内藤病院リハ室

上田 信一

江崎 聡

川口 学

川畑 光雄

市立酒井病院P.T.D.

須藤 泰二郎

高槻赤十字病院理学診療科

坪井 孝夫

西本 勝夫

前川 吉治

将木 軍男

あさしお園(4名)

医療法人甲風会有馬温泉病院

理学療法科一同

信原病院理学診療科一同

兵庫県リハセンター

PTス タッフー同

医療法人明和病院リハ科(4名)

平川 教次

2口

2口

2口

2口

2口

2口

2口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

岡山県

3口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

広 島県

10口

後藤 祝子

金沢 映

中田 雅子

習田 佳子

山下 隆昭

郷田 英機

藤林 英樹

秋田 敏勝

一瀬 良和

井上 昭美

岩井 信彦

魚住 光洋

(松本病院医師)

上谷 清隆

岡部 隆二

沖山 努

神沢 信行

古賀 友弥

武政 誠一

浜崎 孝正

八木 範彦

芳本 孝太郎

森 一正

内田 収

太安 耕三

岩崎 真奈美

片山 喜二郎

米山 敬

愼原 孝

古米 幸好

堀口 修

広島県士会事務局
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5口

5口

3口

1口

1口

1口

1口

1口

鳥取県

10口

島根 県

17口

山 口県

32口

1口

徳島県

1口

1口

1口

1口

1口

高知県

3口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

梅田 晃昌

高橋 長

馬場 久夫

有藤 孝治

後藤 末男

佐々木 浩二

野田 雅子

松浦 貢

鳥取県理学療法士会事務局

島根県士会

山口県士会

西崎 辰巳

阿部 義博

奥村 建明

戸田 徳

八木 徳夫

渡部 寛

中屋 久長

板場 英行

一圓 貞昭

尾崎 充

川村 博文

北川 美智子

北野 嘉孝

高知城東病院機能訓練室

筒井 宏益

鶴見 隆正

徳弘 孝子

広瀬 勇

1口 町 田

1口 元吉

1口 結城

香川県

0.7口 西 本

愛媛県

1口 河野

1口 村瀬

1口 渡辺

福 岡県

2口

2口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

1口

長崎県

1口

熊本県

1口

1口

1口

佐賀県

1口 田中

1口 山田

宮城県

1口 川村

1口 佐藤

1口 佐藤

鹿児島県

英人

明

節夫

由紀美

浩邦

和夫

敏弘

北九州総合病院リハ科

萬谷 清

井上 靖朗

江頭 啓介

楠 一義

佐々木 直美

佐藤 繁男

立石 吉弘

細川 忠義

吉竹 正博

小金丸 敬仁

大島 正道

熊本リハ学院理学療法部(6名)

小森田 宏

耕作

道廣

和夫

克朗

忠司
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1口 酒元 一雄

沖縄県

1口 神村 朝勲

1口 崎原 敏弘

無名2口

不明1口

取消2.5口
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20周年記念事業準備委員

日本理学療法士協会会長

設立20周年記念行事準備委員長

委員(五 十音順)

浅野 達雄 紀伊 克昌

遠藤 文雄 菊地 延子

遠藤由香里 佐々木久登

大内 二男 篠原 英二

大河原和夫 嶋田 勝英

大原 政子 下田 宏登

小野田英也 首藤 茂香

松村 秩

田口順子

神内 拡行 奈良 勲

鈴木 正彦 福田 修

関川 博 福屋 靖子

高橋 輝雄 藤沢しげ子

高柳 朔司 古川 良三

武富 由雄 細田 多穂

中屋 久長 松瀬多計久

松沢 博

丸山 仁司

溝呂木 忠

森永 敏博

谷島 朝生

安間 治和

柳沢 健



20年 史 執 筆 協 力 者(五+音 順)

雄

元

雄

喜

昌

子

作

香

彦

博

雄

夫

雄

子

則

子

美

勲

子

子

三

男

秩

司

博

和

一

子

達

文

誠

克

延

量

茂

正

輝

文

由

順

正

枝

睦

げ

靖

良

哲

仁

敏

治

佐

政

美

し

野

東

藤

子

伊

地

林

藤

木

川

橋

橋

富

口

中

寸

島

良

尺

屋

川

田

村

山

永

間

山

原

木

、γ

浅

伊

遠

金

紀

菊

小

首

鈴

関

高

高

武

田

田

田

千

奈

藤

福

古

前

松

丸

森

安

若

大

(大 阪 大 学 医 学 部 附 属 病 院)

(東 京 都 老 人 総 合 研 究 所)

(群 馬 大 学 衛 生 技 術 短 期 大 学 部)

(国 立 武 蔵 療 養 所)

(ボ バ ー ス 記 念 病 院)

(東 京 大 学 医 学 部 附 属 病 院)

(東 京 大 学 医 学 部 附 属 病 院)

(大 阪 府 済 生 会 中 津 病 院)

(国立 身体障害者 リハ ビリテーシ ョンセ ンター)

(有 隣 ケ ア セ ン タ ー)

(三 愛 会 伊 藤 病 院)

(東 京 都 立 墨 東 病 院)

(神 戸 大 学 衛 生 技 術 短 期 大 学 部)

(神 奈 川 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 病 院)

(東 京 大 学 医 学 部 附 属 病 院)

(国立療養所東京病院附属 リハビリテーション学院)

(東 京 大 学 医 学 部 附 属 病 院)

(金 沢 大 学 衛 生 技 術 短 期 大 学 部)

(慶 応 大 学 病 院)

(筑 波 大 学)

(愛 知 医 科 大 学 附 属 病 院)

(東 京 大 学 医 学 部 附 属 病 院)

(東 京 都 医 療 技 術 短 期 大 学)

(東 京 都 老 人 総 合 研 究 所)

(京 都 大 学 医 療 技 術 短 期 大 学 部)

(神 奈 川 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 病 院)

(東 京 大 学 医 学 部 附 属 病 院)

(協 会 事 務 局)
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雄

元

里

子

作

香

達

由

延

量

野

東

藤

地

林

浅

伊

遠

菊

小

20年 史 編

英

博

雄

夫

子

勝

輝

文

順

田

川

橋

橋

口

嶋

関

高

高

田

集 委 員
(五十音順)

則

美

子

子

男

げ

正

睦

靖

し

哲

中

島

屋

沢

田

田

千

福

藤

前

松 村 秩

安 間 治 和

若 山 佐

あ とがき

昭和41年 に日本理学療法士協会が発足 し,昭 和61年 は20年 に当ることから,設 立20周 年記念行事

準備委員会が設けられました。昭和61年10月6日 には同 じく20年を迎えました日本作業療法士協会

と合同で記念式典,厚 生大臣表彰,特 別記念講演会,記 念シンポジウムを挙行することが出来まし

た。お陰様で盛大に成功裡に終了 し,直 ちに会館建設資金並びに20年誌出版資金の募金活動に入 り
,

同年12月 には当初の目標額500万 円を越 え,早 速20年 誌の資料編さんに取 りか ・ることがで きまし

た。

事務局の移転に伴 う整備で資料収集には大変苦労いたし,総 会,代 議員会議事録はじめ協会ニュー

ス,活 動報告書等,保 存 されている記録 を分類整理 していきました。かなり活動記録及び報告の未

整理が目立ち記憶に頼れるところは穴 うめを致 しましたが,以 上のような事情をご理解の上,不 備

な点は何卒ご容赦下さいますようお願い申しあげます。

しか し,歴 史は正確でなければなりませんので,記 録は完壁を期すように努め記録の再整備により

改めて資料が整理できたのは収穫だったと思います。執筆者,編 集委員共々,資 料性 を重んじ記事

を作 っていきましたが,編 集にたずさわって下さった方々には連日,連 夜,努 力 していた"き 感謝

で一杯です。十分,意 を尽 くせないところもありますが,協 会の変遷 をお読みいた"き,時 代の流

れを感 じとっていた"け れば幸いでございます。

10年前には協会10年 史を編集 させていた"き ました。今回再び20年史出版にたずさわれたことの意

義を深 くかみ しめてお ります。これからの10年,皆 様方の着実な一歩 と協会活動の展開の足跡 と益々

の発展 を30年史に溢れるほど盛 り込むことが出来るなら編集の苦労 もふっ飛びましょう。10年,20

年,30年 史の発行にか ・わることが出来るなら,そ れまで理学療法士であったことに感謝 し,そ の

作業に喜こんで参加 したい ものだと思います。

昭和62年3月31日 日本理学療法士協会設立20周年記念

事業準備委員長20年 史編集委員会

委員長 田 口 順 子
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